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第1章

序論

1．1　緒言

　内閣府の推計によれば，現在わが国の社会資本ストックはおよそ800兆円に及ぶ〔1｝．社会資本は，国

土空間の形成と保全、豊かな経済社会の構築，生活環境の維持と向上のため、大きな役割を発揮する資産

である．明治期以来，わが国では膨大な社会資本が蓄積され，その機能を果たしている．21世紀を迎え，

経済活動のグローバル化の進展の中で対外的には諸外国との間で補完・競合関係を保ちながら経済規模を

拡大する一方、国内では急激な高齢化，少子化を迎えつつあるわが国において，社会資本に対する多様な

ニーズを踏まえ、新規整備と既存ストックの維持更新を進めていくためには，より一層重点的・効率的な

社会資本マネジメント戦略が求められている．

　社会資本は，労働力，民間資本，土地などの生産要素とあわせ，生産活動の投入要素として，GDPの増

大や経済成長に寄与する．1980年代後半以降，米国を中心として社会資本の生産性に関する研究が蓄積さ

れた，Aschauer［1，2］は，生産関数を用いて社会資本の生産性を計測し，いわゆるAschauer　Curveを提示

し，米国における社会資本整備の遅れが米国の1970年代以降の生産性上昇率の鈍化をもたらしたと主張し

た．それを契機に社会資本の生産性に関する膨大な研究成果が蓄積された．

　こうした社会資本の生産性に関する研究が進展する一方，米国においては道路・橋梁をはじめとする社

会資本に対する不十分な維持管理が原因となって，1980年代にはこれら資産の急速な老朽化と荒廃が進展

した．連邦政府による一連の調査・研究により，社会資本のマネジメント戦略に関する活発な議論や提案

がなされ政策立案へと影響を及ぼした．その後，生産性評価に関する研究と相まって，マクロ経済学の視

点から社会資本の生産性や整備戦略に関し，さらなる議論が展開された．

　また近年では，社会資本をはじめとする公共サービスの供給を巡り、政府・自治体の説明責任（アカンタビ

リティ）が重要視されることとなった．諸外国では、民営化の動きに加え、NPM（New　Public　Management）

の視点から，公的アカンタビリティ（説明責任）の確保という役割を果たす情報提供システムとして，公

的部門の運営に民間経営手法の導入や市場メカニズムの活用が試みられ，さらに公共主体による社会資本

の整備や維持・更新の分野に企業会計の理論と手法を導入する試みがみられる．わが国においても，バラ

1
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図1．1社会資本のライフサイクルとコスト情報

ンスシートの作成・活用，新策評価システムの導入など，国・地方自治体を問わず急速な展開を見ている，

　社会資本は，①他の行政財産に比べ資産価額が巨額，②資産形成に際して懐妊期間が長く，供用期間も

民間資本に比べ極めて長期にわたる，③一度に巨額の建設費を要することから需要効果が大きい，④受益

を受ける空間的範囲が広い，⑤資産の劣化・減耗速度が相対的に遅い，という特性を有している．これら

の特徴から，マネジメント戦略を構築する上では次のような課題を指摘できよう．

　①は，個々の社会資本の投資決定に当たり，政府・自治体の他の行政投資に比べ，より重点的・効率的な

目標設定と実施が求められることになる．②の特性からは，図1．1に示すように調査・設計から建設・供

用，維持管理，廃棄までを含め，プロジェクト全体のライフサイクルに応じた便益と費用支出とを総合的

に比較考量しうる評価が求められられる．③について近年の公共投資不要論の論拠の一つとして，乗数効

果の低下が指摘されているが，本来，社会資本は整備によるストック効果の把握や検証の重要である．④

は、特定の地点に整備された社会資本であっても，距離的に離れた地域への便益をもたらす効果（スピル

オーバー効果）が存在し、この効果を適切に考慮すべきである．⑤資産の劣化に対する情報把握と保存が

不十分であり，長期的な維持更新投資に対する必要性が認識されにくい．

　これらの課題を踏まえ，本研究では社会資本のマネジメントプロセスの中で・社会資本（インフラ）の

量的・質的な特性を経済会計情報として把握・認識し，上記の各課題の解決を目指すための一連の考察を

行う．
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1．2　本研究の基本的な考え方

1．2．1　既往研究の概要

　社会資本の会計情報に関しては，公会計分野，国民経済計算において実務との連携を図りっっ，制度設

計にむけた研究成果が蓄積されている．公会計の分野において近年，NPWの進展にあわせ，主として英連

邦諸国および米国の会計基準制定機関を中心として検討がなされてきた同［4］．これらの国々では，主とし

て道路など交通インフラを対象として，他の政府保有資産と同様に資産の認識・評価（測定）・伝達を行う

ための資産評価ルールを確立すべく，会計学上の理論検討，適用事例と検証がなされている．例えば、英国

では、既存の社会資本ストソクを含めたサービスの提供目標や，それを実現するための投資戦略が、NPM

を経営理念とした政策評価制度、資源会計制度（Resource　Accounting）の中で位置付けられ、マネジ

メントシステムが構築されつっある囚．また米国でも、理想的な維持・保全費用と実際の費用との乖離に

言及した財務報告書の作成やこれに関連する資産評価方法が提案されている［13］［49］。こうした公会計分野

におけるインフラ資産の評価や測定について，山本［2］，筆谷［25｝，宮本［17］らによって議論されている，

　マクロな国民経済に関する会計情報を体系的に整理する手法として国民経済計算（ASystem　of　National

Accounts，　SNA）が整備されている［5］．中でも，国民の経済厚生状態を評価する集計的指標として，　Net

Domestic　Product（NDP）が重要な役割を果たしている．従来より，代表的家計の消費行動を通じて，国民の

経済厚生指標を構築する試みがいくつか存在する．中でも，Weitzman（1976）［6｝やAronssonθ亡αZ，（1997）［7］

等は，伝統的なラムゼイ型経済成長モデル（以下，ラムゼイモデルと呼ぶ）を用いて，Net　Domestic　Product

による経済厚生評価が代表的家計の生涯効用（ラムゼイモデルの最適値関数）による評価と整合的である

ことを理論的に示した，ただし，厳密にはWeitzman等はNDPではなく，　Net　National　Product（NNP）

について議論している．

　1993年に改訂されたSNAではNationalの概念が廃止されDomesticの概念に一本化された．さらに，

Hartwick（1990）［8］，　Mailer（1991）［9｝，　Aronsson　eオα1．（1997）等は環境管理問題を対象とした動学的マクロ経

済モデルを定式化し，最適投資経路上での環境や生産資本の経済価値の構造を環境会計（Green　Accounting）

としてとりまとめる方法論を提案した．しかし，これらの動学的マクロ経済モデルでは，物的資本の量的

側面と質的側面が区別されておらず，物的資本の新規整備と維持補修に関する戦略を検討できないという

限界がある．

　国民経済計算に関しては，経済統計情報自体の作成方法について，OECD，国連等によって国民経済計算

の標準化（SNA：System　of　National　Account）が進められており，統計作成の実務面の進展とともに膨

大な調査研究がなされてきた．この中で，1997年から3ヵ年にわたり，社会資本を含めた有形固定資産の

経済統計作成ルールの統一を目的として，資産分類，減耗・劣化に対する経済的評価，資産額の間接的推

定あるいは直接調査法などに対する継続的な研究が行われ図，その成果はマニュアルとして取りまとめれ
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られた．しかしながら，未だ社会資本に関しては統一的な結論を得るに至っていない，

　社会資本の生産性に関して，すでに膨大な文献が蓄積されている．それに伴い，これらの文献を包括的

に体系化しようとする試みもいくつかなされている，たとえば，Gillen［6］は交通施設に限定しているもの

の，この分野における優れたレビュウ論文として定評がある．社会資本全般に関して包括的な体系化を行っ

た試みとしてSturm［71があげられる．　Sturmは時系列データ，クロスセクションデータを用いた社会資本

の生産性に関する計測事例をOECD諸国を対象として包括的にレビュウしている．その中には，1998年

時点までの英文による代表的事例は概ね収録されている．

　わが国においても，三井，太田［20］が，社会資本の生産性に関する包括的な研究を行っている．そこで

は，都道府県別，部門別に社会資本の生産力の分析を行うとともに，社会資本の財源や公的金融の役割に

ついても言及している．以上の研究レビュウは，主としてマクロ生産関数，費用関数を推計することより，

社会資本の生産性を計測しようとする研究事例を対象としており，社会資本が経済成長に及ぼす影響の考

察はなされていない．吉野，中島［9］はわが国のデータを用いて部門別，地域別の社会資本の生産性を分析

するとともに，需要創出効果を踏まえた財政支出関数と連立させることにより，単位期間後の時点に財政

支出を拡大できる比率を乗数の形で算出することを試みているが，長期的な経済成長への影響を分析する

という視点はない．

　一方，近年の経済成長理論の発展に関してはすでに多くの著書に紹介されている［36，11〕．その中で，内

生的経済成長理論における社会資本の役割に関しては，Button［12］，　Nijkamp　and　Poot［13］らが研究展望を

行っている．最近の内生的成長理論や経済地理学では，規模の経済性の存在を巡る議論が中心課題になっ

ている．新古典派経済成長理論に関しては経験的分析が蓄積されているものの，内生的経済成長論におけ

る規模の経済性に関する実証的な検証に関してはほとんど研究が蓄積されていないのが実状である．

　生産関数モデルにおける社会資本のスピルオーバーの問題に関しては，すでにいくつかの文献で議論さ

れている，たとえば，浅子は，1975－85年に至る都道府県パネルデータをプールして生産関数の推定を行っ

た［4］．その結果，時系列モデルと比較して，プールモデルから推定される社会資本の生産性が小さくなる

と報告している．また，吉野・中野等［5］　［8］も同様の結果を報告している．また，海外の研究事例におい

ても，時系列データとクロスセクションデータを用いた推計結果では，後者のほうが社会資本の生産力効

果が低く推計されている［9h13L

　Munne1はその理由を，「時系列データを用いた推計結果では，地域間のスピルオーバー効果も含んだ形で

社会資本の生産力効果が計測されるが，クロスセクションデータを用いた場合では各地域の社会資本が自

地域の生産のみに貢献するような生産関数を想定しているため，社会資本の便益が他の地域にスピルォー

バーする効果が無視される」と指摘している［10］．この場合，時系列データと比較して・クロスセクショ

ンデータの推計結果では社会資本の生産力効果が過小に評価される危険性がある・したがって，クロスセ

クションデータを用いる場合，地域間におけるスピルオーバー効果を明示的に考慮する必要がある．
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　1970年代以降，道路舗装のライフサイクル費用の低減化をめざした舗装管理システム（Pavement　Man－

agement　System：PMS）に関する研究が蓄積された［11－［3］，中でも，その中核的なサブシステムである

維持補修管理システム（Maintenance　Management　Systems：MMS）に関していくつかの実用化が図られ

ている．道路舗装のアセットマネジメントを実施するためには，プロジェクトレベル，ネットワークレベ

ルでの修繕管理を効率的に遂行する必要がある．前者は個々の工区の修繕方法を求めることを目的として

いる［4「［8］．

　プロジェクトレベルを対象とした道路舗装の修繕モデルに関しては，いくつかの研究事例がある．たと

えば，サービス水準を確定的に扱い修繕費用の平準化をめざした修繕計画モデル［9］や施設需要との関連

性を定式化した最適修繕モデル［10］・［11｝が提案されている．現実の舗装の劣化過程には多大な不確実性が

存在し，あらかじめ将来の修繕時期を確定的に予測することは不可能である．むしろ，その時々の道路舗

装の劣化水準を観測しながら修繕を実施すべきかどうかを決定する状況依存的な修繕ルールを設計するこ

とが望ましい．このような観点から，マルコフ決定過程を用いて道路舗装の劣化過程の不確実性を考慮し

た最適修繕モデルが提案された［12】，［13］．マルコフ過程を用いて実用的な最適修繕モデルを作成しようと

すれば推移行列が膨大となり操作上問題が生じる．これに対して，ファイナンス工学的手法を用いて修繕

ルールを提案する方法も提案されている［15］，［14｝．

　一方，ネットワークレベルを対象とした道路舗装のアセットマネジメントは，修繕の必要な候補区間を

抽出し，修繕の実施の優先順位を付け，限られた修繕予算の制約の中で効率的に修繕個所の選択を行うこ

とを目的としている．このような視点より，田村等は予算制約の下で，道路網全体の舗装に関するライフ

サイクル費用を可能な限り低減させるような実用的な修繕ルールを提案している［161．さらに，長期的な

視点から道路舗装の品質水準を適切な水準に維持するために必要となる予算水準や道路舗装の修繕ルール

を求めるための方法論を提案している．

1．2．2　公会計改革とインフラ資産

　政府・自治体等における公会計改革の背景には、民間企業の経営理念や手法を行政に導入することによっ

てその効率化・活性化を図るという，NPM（New　Public　Management）の存在がある．

　現行の現金主義に基づく公会計の問題点は，①ある一時点での政府あるいは自治体にとって最終的に責

任のある債務額がわからないうえ，一定期間の真の行政コストを算出することも不可能である，②政府・

自治体にとって将来発生する支払い義務がどの程度の金額で存在するのかが把握できない，したがって政

府・自治体の行政活動の費用と効果や効率性といったパフォーマンスを適切に測定することは困難であり，

さらに将来必要とされる財政負担に対して，予め計画を立てて毎年対処していくといったことができない，

結果として政府・自治体は事態が深刻化したその時々に場当たり的対応に終始せざるを得ない状況に追い

込まれる可能性が高い，ということにある．
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　1．1で述べたように，インフラ資産の特徴は，懐妊・供用期間が極めて長く，資産の劣化速度も緩やか

であるため，資産のもたらす便益に比し，長期的なコスト情報の把握が不十分なものになりやすい．この

結果，米国の例にあるように，道路・橋梁など重要な資産の機能低下が急激に生ずるまで，事態の認識を

怠、るというリスクがある．

　政府・自治体にとってインフラ資産の会計情報の意義は，①インフラ資産の状態の把握とそれに基づく

適切な維持補修，更新の財源確保の観点から政府・自治体全体の活動を総体として評価しうるよう，財政

状態の開示，資産・負債のバランスの表示などマクロ的情報の提供，②財務会計と業績測定システムとの

リンクとその情報が個別の予算決定に生かされる仕組みとして，個々の施設整備，維持管理活動の効率性，

有効性改善へのマネジメント・ツールと予算配分における意思決定のためというミクロ的情報の提供と

いう2つの役割を有する．

1．2．3 新規整備と維持更新に関するマクロ経済会計情報

　今後，社会資本の新規整備と維持更新には，施設のもたらす便益の多面的な把握・評価とともに，将来

の維持更新需要を見越した計画性が求められる．そのためには，蓄積されたデータをもとに，予算と技術

の投入に関する長期的な予測を可能にする，社会資本マネジメントシステムを構築することが必要である．

　2003年10月に閣議決定された「社会資本整備重点計画」の中では，今後の社会資本整備のあり方とし

て，国土の保全，経済活力の維持・発展をもたらすインフラの重点的な整備を図る一方，「既存の社会資本

の有効活用」の必要性が提起され，総合的な維持管理計画の策定と推進の重要性が指摘されている．また

同様に，個別の社会資本に関しても、①アセットマネジメント導入による総合的なマネジメントシステム

の構築，②ライフサイクルコストを考慮する設計・施工法の確立，③構造物の総合的なマネジメントに寄

与する点検システムの構築，④新たな管理体制の構築，など維持更新業務への総合的な戦略立案の必要性

が指摘されている［18｝．

　これらの戦略立案に当たっては，その前提として時間軸上の各時点におけるストック情報とストックの

維持管理や設備更新に関する投資活動の経済効果を的確に記述するための経済会計（以下，インフラ会計

と呼ぶ）指標が整備されていなければならない．インフラ会計は効率的なアセットマネジメントを支援す

る管理会計情報を整備するという役割を担う．それと同時に，政府が実施する社会資本の新規投資や維持

管理・更新投資の有効性と妥当性をマクロ的な経済会計情報として公開することにより，国民に対する説

明責任を果たす役割を担うことになる．

　従来の経済統計では，社会資本ストックの水準が1次元のスカラー（金銭価値）で表現されており，量

的な整備・除却と質的な減耗・修繕を区別できない．インフラの新規整備，維持補修戦略を議論するため

には，社会資本の量的・質的水準を区別して記述できるような会計情報が必要である．さらに，インフラ

の新規整備は，将来における維持補修需要を確実に増加させる，このように社会資本ストックの質的・量
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的な水準は互いに関連しており，両者の相互関係を明示的に考慮しうるインフラ会計の枠組みを開発する

ことが不可欠である，

1．2．4　社会資本ストック統計と生産性評価

　社会資本が持つストック効果をマクロの生産関数などの経済モデルによって分析する場合には，社会資

本ストックを貨幣価値に換算する．その社会資本ストック額の計算方法には，投資額を用いる恒久棚卸法

Perpetuallnventory　Method），基準年次法（Benchmark　Year　Method）や，物理的な施設量に基づく物

理的ストック法（Physical　Stock　Value　Method）がある．これらのうち投資額を用いる二つの手法では，

投資額の積算と同時に除却を行う，除却は，予め定められた耐用年数に基づいて行われるが，個々の社会

資本の物理的な寿命は，その利用状態に影響され，耐用年数が到来する前でも機能的な更新が必要となり

除却する社会資本も存在する．

　わが国の社会資本ストック統計の代表例は、内閣府による「国民経済計算（純固定資産）」と「社会資本

ストック」である．この他、旧経済企画庁による「国富調査」も度々参照されるが、1970年を最後に中断

されている．

　　「国民経済計算（純固定資産）」は、①社会資本の種類を区分せず一括して計上する．②資本減価のう

ち、施設の更新，に伴う「除却」は考慮されていないが資本の摩耗や老朽化に伴う「減耗」を減価償却とし

て把握する．ただし，減価償却方法の詳細については公表されていないため，劣化・減耗の評価ができな

いという問題がある．一方、「日本の社会資本」では、①道路・河川など社会資本の種類別にストック額を

把握できるが，②資本減価のうち、「減耗」は考慮されず、sudden－deathの仮定に基づき平均耐用年数に

至った資本を機械的に「除却」するという推計方法が採用されている．したがって、「日本の社会資本」を

使用すれば、「減耗」を含めていない分、資本の生産能力を過大に評価する危険性がある。特に、90年代

の後半、公共投資が抑制される一方、80年代後半から90年代前半に大量に蓄積された資本ストックが老

朽化するのに伴い、こうした資本ストックの過大評価が深刻な問題となって顕現化している可能性が高い，

　このように社会資本ストック額の計算方法は，実際の社会資本の減耗や除却状況を反映したものではな

く，このことによって社会資本ストック額が過大（過小）に評価された場合には，社会資本の生産力効果

が過小（過大）に評価されることになる．

　社会資本の生産性をより適切に把握するためには，「除却」と「減耗」の両者を勘案した資本ストックを

用いる必要があるが、このうち「減耗」をどのように推計するかにっいては複数の考え方がある．資本減耗

率として、税法上の減価償却率を利用する方法がある。しかし、税法上の減価償却率は、そもそも課税上

の便宜を考慮して設定されたものであるため、資本の生産能力の低下を忠実に反映するとは限らない．ま

た，耐用年数の極めて長い社会資本では，維持管理や更新投資がストソク額に与える影響を明示的に把握

し集計・記録することが必要である．
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　現時点では，こうした社会資本ストック額の計算方法によって，社会資本ストック額が過大に評価され

ているのか，あるいは過小に評価されているのかを判断する資料はないものの，社会資本の生産力効果の

計測は，社会資本ストック額の正確な評価の上に成り立つことを把握する必要がある．

1．2．5　スピルオーバー効果

　従来より，生産関数モデルを用いて社会資本の生産性を計測した研究事例は数多く蓄積されている．既

往研究では社会資本をあたかも純粋な地方公共財として取り扱っており，社会資本の整備効果の地域間ス

ピルオーバーを十分に考慮していないという問題点がある．社会資本の効果は個々の地域の範囲を越えて，

空間的な広がりを持つ場合が少なくない．特に，交通・通信施設などの社会資本（以下，ネットワーク型

社会資本と呼ぶ）は，地域間の知識，情報，金銭の流動の効率化を通じて，生産におけるスピルオーバー

効果の増進を目的として整備される．

　ネットワーク型社会資本の整備効果は，ネットワークで連結されたすべての都市間の所要時間を短縮し，

その効果はネットワークで連結されたすべての地域が享受する．クロスセクションデータを用いる生産関

数モデルでは，社会資本のストック額が各地域ごとに分割して集計化されるため，ネットワーク型社会資

本の特性を十分に表現することは不可能である．

　社会資本のスピルオーバー効果は，1）ある地域の生産活動が，当該地域の社会資本だけでなく他地域

の社会資本も利用するという直接的なスピルオーバー効果と2）社会資本を通じて知識，アイデアという

無形の財が地域間を移動することによって得られる間接的なスピルオーバー効果に分類できる．前者は社

会資本が複数の地域における生産活動に同時に利用されるという結合生産がもたらす効果である，このよ

うな結合生産は社会資本ストックだけに限られるわけではない．たとえば，ある地域の労働者が他の地域

に生産活動に貢献する可能性も否定できない，このような結合生産の効果は非排除性という特質を持っ社

会資本に顕著に現れる，

　一方，知識は部分的に排除可能な公共財としての性質を持つ．知識は人的流動やコミュニケーションを

通じて地域間を伝播する．コミュニケーション技術の発展により情報やデータの地域間移転は非常に容易

になった．しかし，フェイス・ツゥ・フェイスのコミュニケーションが必要な知識の移転においては，地域

間の距離抵抗は依然として重要な要因である．このように社会資本は，直接的・間接的なスピルオーバー

効果を持っている．したがって，社会資本の生産性を計測するためには，多様なスピルオーバー効果を同

時にモデル化できるようなアプローチが必要となる．

1．2．6　アセットマネジメントと管理会計情報

　今後の社会資本，特に土木構造物の管理手法として「アセソトマネジメント」が注目を集めている．ア

セットマネジメントとは，道路を例にすれば「道路を資産としてとらえ，道路構造物の状態を客観的に把
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握・評価し，中長期的な資産の状態を予測するとともに，予算的制約の中でいつどのような対策をどこに行

うのが最適であるかを考慮して，道路構造物を計画的かつ効率的に管理すること」［18］と定義されている．

　アセットマネジメントを行うにあたっては，「構造物の状態を客観的に把握・評価」するための点検，補修

履歴等のデータの蓄積が不可欠である．英国鉄道の民営化によって生まれたレールトラック社では，レー

ルを含めた設備の適切な維持管理が行われなかったため，事故等が頻発し最終的には事業体の破綻を招く

こととなった．その原因のひとっとして，資産登録簿とレールの損傷状態に関する情報整備の不備が挙げ

られているとおり，資産保全に関する会計情報と物的情報の蓄積は極めて重要な課題として指摘された．

　近年，我が国では社会基盤の整備が進展し，膨大な量の社会資本ストックが蓄積されている．財政難が

叫ばれる状況において，膨大な社会資本ストックをいかにして効率的に管理・運営するかが重要な課題で

ある．社会基盤施設は耐用性を持っ資本であり，長期にわたってサービスを提供する．しかし，時間の経

過に従って，社会基盤施設には力学的強度の低下が発生する，施設の物理的劣化は，様々な要因によって

不確実に進展する．施設の物理的劣化が進展した場合，修繕投資を実施することにより施設のサービス水

準を回復することが可能である．最適な修繕政策を決定する際は，施設の物理的劣化リスクを明示的に考

慮する必要がある．

　一方，長期にわたって供用される社会資本ストックには，物理的劣化だけでなく，施設の機能が時代の

要請に応えられなくなるという経済的劣化も発生する．経済的劣化に対しては，施設の経済的機能の向上

や他用途への転用のために施設の更新が必要となる．つまり，当該施設には経済的寿命が存在する，こう

した場合，施設管理者は施設運営による期待事業価値を最大にするような施設の運営政策と修繕政策を同

時に検討することが必要となる．このとき，施設のライフサイクル費用の最小化をめざした修繕政策は部

分的最適化政策にとどまらざるを得ない．施設の経済的劣化による施設更新の可能性を考慮した最適維持・

更新戦略を導出する必要がある．

1．3　本論文の構成

　本論文の構成は，以下に示すとおりである．

　2．では，社会資本の経済会計情報を認識・測定・表示するための会計システムに関し，概念的な枠組み

の構築と体系化に向けた課題について考察を行う．公会計においてインフラストラクチャ（以下，インフラ

と略す）資産のユ）ストック量　2）サービス水準に関わる会計情報を作成・管理する部分会計システム

を「インフラストラクチャ会計」（以下，インフラ会計と略す）と呼ぶこととし，その目的とその基本的な

考え方について考察する，インフラ会計はアカウンタビリティの確保，資源の効率的配分，アセットマネ

ジメント，経済統計整備のために重要な役割を果たす．2．ではインフラの資産評価の方法と会計方式，イ

ンフラ会計の構築方法にっいて現行制度をもとに敷衛し，会計情報の整備と構築に関する方法論の検討を

行う．
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　インフラ資産を効率的に管理するためには，時間軸に沿って資産の新設・除却，維持補修を適切に実施

していく必要がある．そのためには資産の経済価値とその変動を記述する経済会計の整備が不可欠である．

3．では，伝統的なラムゼイ型開放経済成長モデルの枠組みを拡張し，インフラの質的・量的な管理施策を

分析するための動学的インフラ投資モデルを定式化する．その上で，国民経済の最適成長経路上で定義さ

れたインフラの経済価値を体系的に記述するための経済会計について考察し，マクロ的視点からインフラ

管理のための経済会計の基本的な枠組みを提案する．

　4．では，1980年代後半以降に蓄積された社会資本の生産性や経済成長効果に関する計測結果を総括す

る．その際，マクロ生産関数，費用・利潤関数VARアプローチによる社会資本の生産性の推計結果新

古典派経済成長論に基づく成長率収束性，内生的経済成長論に基づく成長率発散性に関する研究事例に着

目する．さらに，規模の経済性に関する取り扱いに焦点を置きながら，これまでの研究成果の問題点と今

後の研究課題についてとりまとめる．

　5．では，地域間スピルオーバー効果を考慮した社会資本の生産性を評価する方法を提案する．その際，

社会資本のスピルオーバー効果として，地域を越えた活動主体による社会資本の利用可能性（直接的スピ

ルオーバー効果）と，地域間における知識のスピルオーバー効果（間接的スピルオーバー効果）をとりあ

げる．その上で，社会資本の直接的，間接的なスピルオーバー効果を同時にモデル化しうる生産関数モデ

ルを提案し，わが国における社会資本の生産性とスピルオーバー効果を計測する．その結果，直接スピル

オーバー効果と間接スピルオーバー効果を介して，社会資本は他の地域の生産性向上に貢献することを明

らかする．

　6．では，効率的なアセットマネジメントを遂行するためのミクロ的視点からの管理会計情報システム構

築に関する議論を行う．具体的には、道路資産を対象として道路舗装のライフサイクル費用を管理するため

の道路舗装管理会計システム（Pavement　Management　Accounting　System，以下，　PMASと略す）を提

案する。PMASの目的は，道路舗装のアセットマネジメントのための基礎情報を解析し，会計年度におけ

る道路舗装の効率的な修繕計画に関するマネジメント情報と道路会計年度ごとの道路舗装の資産管理に関

する管理会計情報を道理管理者に提供することにある，その際，道路舗装の資産管理を行うための会計方

式として，繰延維持補修会計に着目するとともに，三重県が所轄する県道の舗装資産を対象としてPMAS

アプリケーションを試行的に作成し，その有用性について実証的に分析する．



参考文献 11

参考文献

［11内閣府政策統括官編：日本の社会資本，財務省印刷局，2002．

　［2］Aschauer，　D．A．：Is　public　expenditure　productive？Jou㎜αl　o／Moηθオα卿Ecoπom2c5，　VoL23，　pp．177－

　　　200，1989．

［3］Aschauer，　D．A．：Why　is　infrastructure　important？In：Munnell，　P．（ed．），15　Tんereα3んo伽〃脱

　　　Pu配唇c　Oαμオα‘∫η”θεオmε窺2，　Con五erence　Series　34，　Federal　Reserve　Bank　of　Boston，1990．

［4｝Romer，　P．M．：Increasing　returns　and　long－run　growth，　Jo賜㎜αZ　o∫Po襯cαl　Ecoπomμ，　Vo1．94，　pp．

　　　1002－1037，1986．

［51Romer，　P．M．：Endogenous　technologlcal　change，　Jo算ηαl　oμ）o襯oαl　Ecoηom〃，　Vbl．98，　pp．71－102，

　　　1990．

［6｝Lucas，　R．：On　the　mechanics　of　economic　development，　Jo耀ηαl　o／ルfoπe舌αr〃Eooπo禰c3，　VoL22，

　　　pp．3－42，1988．

［7｝Gillen，　D．　W．：Transportation　infrastructure　and　economic　development：Areview　of　recent　litera－

　　　ture，　Lo9乞5麗c3αη（オ野αη5poTオα認oη」Re加eω，　Vol．32，　PP．39－62，1996．

［8］Sturm，　J．－E：Pu臨c　Oα卯α♂E」じpe磁伽rε輪OEσD　Oo脇翻θ3，7んθσαu5e5απ〃賜pαcオo∫オんe　1）ec伽e

　　　貌P励Z乞cOαμ古α♂5peπd2πg，　Edward　Elgar，1998．

［9］三井清，太田清編著：社会資本の生産性と公的金融，日本評論社，1995．

［10］吉野直行，中島隆信編：公共投資の経済効果，日本評論社，1999．

［11｝建設省建設政策研究センター：インフラと企業会計的手法に関する研究一英国・米国・ニュージー

　　　ランド等の事例研究を中心として一，1998，canberra　OECD：Measurring　Capita1－OECD　Manual，

　　　2001．

［12］大住荘四郎：ニューパブリック・マネジメント，日本評論社，1999．

［131GASB：Guide　to　Implementation　of　GASB　Statement　34　and　Related　Pronouncements，2001．

［14］Fraumeni，　B．M．：Productive　Highway　Capital　Stock　Measures，　FHADOT，1999．

［15］山本清：政府会計の改革，中央経済社，2001．

［161筆谷勇：公会計原則の解説，自治体外部監査における実務指針の解説，中央経済社，1998・



12 参考文献

［17］宮本幸平：自治体の財務報告と行政評価，中央経済社，2004．

［18］国土交通省道路局：道路構造物の今後の管理・更新等のあり方に関する検討委員会提言要旨2003

［19］小林潔司：アセットマネジメント研究のフロンティア，土木学会論文集，No．744／IV－61，　pp．11－13，2003，

［20］Madanat，　S．，　Durango，　P．　and　Guillaumot，　V．：Inspection　and　Decision－Making　in　Infraεtructute

　　Management：Framework，　Models　and　Computation，土木学会論文集，No．744／IV－61，pp．1－10，2003．

［21］小林潔司，上田孝行：インフラストラクチャ・マネジメント研究の課題と展望，土木学会論文集，No，744／IV－

　　61，pp．15－27，2003．

［22］Hお・，R．，　H・d・・n，　W．R．，　and　Z・ni・w・ki，　J・P・・M・伽P…m・窺M…卿・・ちK・i・g・・P・bli・hi・g

　　Company，1994．

［23］阿部頼政：舗装管理システムに関する研究の動向，土木学会論文集，No．372，　pp．17－27，1986．

［24］H・d・・n，WR．，H・ss，　R・nd　Uddi・，　W・・励・・惹陶・厩漁・卿・・漁ホ・9・α鞠P・吻・・伽蜘c一

　　伽η，Mα謝eηαπce，　Re肱ろ乞砒醐oη，αηd丑eπo”脇oη，　McGraw－Hill，1997，池田拓哉他訳：社会資本マ

　　ネジメント，森北出版，2001．

［25］東嶋奈緒子：舗装の計画的管理手法に関する調査研究，第51回建設省技術研究会報告，pp．17．1－17．20，

　　1997．

［26］内田弘，召田紀雄：地方道における長期補修計画の立案，土木学会論文集，No．597，　pp．21－31，1998．

［27］小松原昭則：JH日本道路公団における舗装マネジメントシステム，アスファルト，第41巻198号，

　　1999．

［28］富永博夫：首都高速道路の舗装維持管理，アスファルト，第41巻198号，1999．

［29］峰岸順一：東京都における道路維持補修計画支援システム，アスファルト，第41巻198号，1999．

［30］堤昌文，樗木武：道路の維持管理に関する計画学的考察，土木計画学研究講演集，No．18（2），　pp．405．408，

　　1995。

［31］深井俊英：道路施設の補修と取替の半1」定に関するシステム論的考察，土木計画学研究’講演集，No・5，

　　pp．27－32，　1982

［32］黒田勝彦，内田敬：土木構造物の補修・更新モデル，土木計画学研究・講演集，No．11，　pp．117－124，

　　1988．



参考文献 13

［33］Carnahan，　J．V．，　Davis，　W，J．，　Shahin，　M．Y，，　Keane，　P．L，　and　Wu，　M．1．：Optimal　maintenance

　　decisions　for　pavement　management，且5（辺Jou㎜α‘oノ野αη5p副α孟20πEηg伽ee短πg，　Vol．113，　pp．

　　554－572，1987．

［34］Madanat　S．：Predicting　Pavement　Deterioration，／∬Ee漉ω，　Vol．20，　Institute　of　Transportation

　　Studies，　University　of　California，1997．

［35］栗野盛光，小林潔司，渡辺晴彦：不確実性下における補修投資ルール，土木学会論文集，No．667／IV－50，

　　pp．1－14，　2001．

［36］田村謙介，小林潔司：不確実性下における道路舗装の修繕ルールに関する研究，土木計画学研究・論

　　文集，No．18（1），　pp．97－107，2001，

［37｝田村謙介，慈道充，小林潔司：予算制約を考慮した道路舗装の修繕ルール，土木計画学研究・論文集，

　　Vol．19（1），　PP．71－82，　2002．



第2章

インフラストラクチャ会計に関する研究

2．1　緒言

　わが国では明治期以来，各種のインフラストラクチャ（以下，インフラと略す）が整備され，国±の保

全，産業活動の基盤，生活環境の質的向上など多側面にわたって国民経済の発展に多大な貢献を成し遂げ

た．戦後，急速に整備されたインフラの中には，新しい時代の要請を担うべく，質的・機能的な改良・更

新が必要とされているものも少なくない．同時に，インフラの老朽化に伴う維持補修需要の増大が予想さ

れる．財政難の中で，インフラの機能を維持・向上するためには，新規整備と維持補修を総合的にとらえ

たインフラ・マネジメント手法の確立が求められている．

　周知のとおり，米国においてはインフラに対する不十分な維持管理が原因となって，1980年代にインフ

ラの急速な老朽化と荒廃が進展した．連邦政府による一連の調査・研究により国，インフラのマネジメン

ト戦略が明確にされた，その後，インフラの生産性に関する研究［2p［3］と相まって，マクロ経済学の視点

からインフラの生産性や整備戦略に関する議論が展開された．これらの政策論議においては，インフラの

ストック量の把握とその適切な評価が前提となっている［3］．

　近年，NPM（New　Public　Management）の視点から，公的部門の運営に民間経営手法の導入や市場メ

カニズムの活用が試みられている｛4］．さらに，公共主体によるインフラ整備・管理の分野に企業会計の理

論と手法を導入する試みがみられる同．こうした議論の中で，民間資本と異なり，その効用が長期的，か

つ広域的に及ぶインフラ資産を公会計システムの中で如何に認識・把握・測定するのかという問題に対し

て，理論・実務の両面にわたり精力的な検討がなされつつある［5p［29］．

　インフラ会計は公会計を構成する部分会計であり，インフラ資産の1）ストック量，2）サービス水準

に関わる会計情報を作成・管理する．広義のインフラ会計には，インフラ資産を調達するための財源に関

わる会計情報も含まれるが，本研究では上述の2種類の会計情報に焦点を絞る・その上で，インフラ資産

に関わる会計情報を作成・管理・活用し，インフラ会計として体系化する方法論に関して考察する．以下，

2．2では現行制度の限界とインフラ会計の目的にっいて議論する．2．3でインフラの資産評価と会計方式

を，2．4でインフラ会計の方式について考察する，2．5ではインフラ会計の構築方法を・2・6でインフラ会

14
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計の適用事例について紹介する，2．7で今後の研究課題をとりまとめる。

2．2　現行制度の問題点とインフラ会計の目的

2．2．1　アカウンタビリティの確保と検証

　政府は，インフラの整備と管理を納税者から委託されており，業務の遂行状況を納税者に説明する義務

がある．企業会計で採用されている複式簿記は，1つの取引を貸借両面から記録する仕訳により一元的に

管理できる．さらに，貸借両面のバランスを通じて会計内容を自己検証できる機能を備えている．企業会

計は，勘定体系を通じて組織活動を統一的に記録・整理でき，かつ検証可能性に優れるため，企業の財務

状態をステークホルダーに説明する基本ツールとして重要な役割を果たす．インフラ・マネジメントでは，

インフラが長期にわたり機能を生み出すことより，フローの管理とともにサービス提供能力たるストック

の管理が重要となる．インフラ資産に関する会計情報を作成するためには，インフラに関わる目的別・性

質別・地域別の支出とインフラのサービス提供能力を統一した方法で認識・評価・整理することが必要で

ある［28］．

　現行の単式簿記による公会計では，資金収支のみを把握するフロー情報の提供が中心である．貸借対照

表を中心とするストック会計が欠如しており，財産の会計的管理が不完全である圖．企業会計では，ニヒ地

や建物，機械などといった固定資産や現金預金，未収入金などの流動資産情報が日々の会計記録から自動

的に作成される．現行の公会計制度では，各種のインフラごとに台帳の作成が義務づけられているが，土

地や建物の所在地，所有権情報や面積等に関する情報のみが記載されており，資産価額に関する情報は記

載されていない．また，単式簿記ではストック情報が欠落するだけでなく，記帳の誤りを発見しにくいと

いう欠陥も有している．

　現行の公会計ではインフラのストック情報が体系的に整備されておらず，会計情報のアカウンタビリティ

という側面で問題を抱えている．各会計年度における予算・決算統計を通じてインフラ整備のためのマクロ

な金銭的支出額に関する情報は把握できる．しかし，インフラ整備や維持管理に係る事業統計は物理量を

単位として記載されており，ミクロなレベルで両者の対応をとることは不可能である．さらに，支出目的

が細分化されておらず，支出内容が新規整備，維持補修，あるいは修繕更新なのかを区別できない．この

ため，将来の更新需要や維持補修費を十分な精度を持って推計することが不可能である，このようにイン

フラ資産に関する会計情報が不備であり，納税者に対して十分なアカウンタビリティを確保できていない．

2．2．2　資源の効率的管理

　一般に，公共財であるインフラは，市場メカニズムを通じて供給されない．このため政府がインフラ整

備において重要な役割を果たす，インフラに関する効率的な資源配分を達成するためには，市場原理の導

入や監査・監視を通じて，資源の非効率な配分を防止することが必要となる，この場合，インフラの整備・



16 第2章．インフラストラクチャ会計に関する研究

運営管理費用に関する会計情報の網羅性・継続性・正確性の確保が前提となる．国や地方自治体の決算書

は，現金の収支があった時点で取引を記録する現金主義を採用している．一方，企業会計では，現金収支

に関わらず，取引の事実が発生した時点で収益や費用が計上される発生主義を採用している．インフラは，

調査・計画段階から，建設，維持・管理を経て除却に至るまで，極めて長期間にわたり機能を発揮する資産

であるが，現行の会計制度では，ライフサイクル費用の観点から費用を体系的に測定・整理するシステム

になっていない．また，インフラ整備や維持補修に係る費用情報としては，現金主義のもとで計上される

建設費や維持補修費といった直接支出が伴う費用のみが対象とされ，減価償却や資本費用といった資産保

有に係る真の費用を把握できない．例えば，決算書の歳出は款，項，目，節に分類されるが，それは支出を

記述したものであり，費用ではない．すなわち，価値の移転と価値の創造に関わる活動の区分がないため，

真の費用が見えなくなっており，費用と効果の関連が明瞭ではない，また，公債の償還に関しては，決算

時の会計報告において，元本償還額と利子償還額とが合算された公債費という科目として扱われる．しか

し，元本の償還分は損益に関わりのない取引（価値の移転）である．一方，金利は債権の資本費用として

資本に加えられた価値の創造である．しかし，現行の公会計では，これらの区別がない．インフラの整備

財源は起債によって調達される場合が多いが，費用情報の不十分さに加え公債管理の会計システムとの連

携が小さいため，個別事業の採択時に考慮すべき資本費用が，予・決算時点では会計データとして把握・

評価されず，着手後の事業遂行を促進させるインセンティブが働かないという制度的な弊害もある．

2．2．3　アセットマネジメント

　高度成長期に蓄積されたわが国のインフラも老朽化を迎えつつある．新規のインフラ整備のニーズに応

えつつ，既存のインフラを有効に活用するためには，インフラ資産の効率的なアセットマネジメントが必

要となる．インフラ会計は，インフラのサービス水準を持続的に維持するためのアセットマネジメントが

継続的に実施されているかを把握・評価するとともに，サービス水準を維持するために必要な財源を調達

するための情報提供機能を持たなければならない．

　将来時点におけるインフラの維持更新需要を推計した事例［8］はいくつか存在する．しかし，道路舗装

など一部の例を除いて，将来の更新需要を推定するために必要となるインフラの劣化状態と維持補修内容

に関するデータが不足している，このため多くの分析事例では，インフラの耐用年数を仮定し，過去の投

資額と維持補修費に関する実績データに基づいて，将来の更新量と維持補修額を推計している．個別のイ

ンフラの劣化状態や資産価額に関する記載が不十分であり，今後どれだけの維持補修費をどのタイミング

で支出すべきかを判定できない［8i．公共事業は経済政策の影響を受けやすく，安定的な予算を確保するこ

とが困難である．インフラの維持補修を一時的に先送りしても，インフラのサービス水準の低下が直ちに

現れないことから，必要な維持補修予算が一律に削減，繰延される可能性がある．このように維持補修予

算は不安定な性格を有しており，インフラ会計の整備を通じて安定的な財源確保を目指すことが必要であ
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る［28L企業会計では，売上げや利益など目標値の設定とその達成度合いを会計的に測定し，その業績評

価と次期行動をコントロールするための管理会計システムが発展してきた．インフラのアセットマネジメ

ントを行うためにはインフラ資産に関する管理会計の整備が不可欠である［4］．

2．2．4　経済統計整備への貢献

　1993年に改訂勧告の出された国民経済計算体系（SNA：System　of　National　Accounts）や政府財政統

計（GFS：Governmental　Financial　Statistics）においては，従来のフロー勘定からストック（蓄積）勘定

の重視，完全発生主義の導入など，その概念規定と統計整備の具体的方法論が大幅に変更された［10］一［12］．

インフラ資産は，ストック統計の中で大きなウェイトを占め，その統計上の処理方法は重要な課題である．

本来，発生主義会計に基づくべき国民経済計算における政府部門の会計数値が，わが国においては，現金

主義会計に基づく財政統計に依拠して推計されている．このため，発生主義会計に基づく企業部門の会計

数値との不整合が生じるなどの不備が生じている．このような不備を是正し，わが国の国民経済計算体系

との整合性を確保するためには，従来からの現金主義会計を脱却し，発生主義会計に基づくインフラ統計

を作成しなければならない．わが国でも他の先進諸国と同様に93SNA改訂の勧告を受け入れ，民間のビル

等構築物と同様にインフラ資産に関しても，有限の耐用年数を有する固定資産ストックとして毎年資本減

耗を認識・評価することとなった，このような状況を反映して，企業部門と政府部門の双方に対して発生

主義会計の立場から一貫した国民経済計算体系を構築することが求められている．こうした経済統計の整

備を通じて，インフラの長期的な整備戦略に関する計画性，透明性，および正確性を期した財政戦略を議

論することが不可欠である．

2．3　インフラ資産の評価方法

2．3．1　固定資産としてのインフラ資産

　固定資産は，1）1年超使用することを目的として所有する相当額以上の資産であり，2）使用または

時の経過によって価値が減少する資産である．ここで，「1年超使用する」とは，たとえ相当額以上の資産で

あっても，使用期間が1年以内であれば固定資産とはならず，資産取得に要した価額はそのまま費用（行

政コスト）となるか，あるいは流動資産として計上されることを意味する．また，「相当額以上である」と

は，1年超使用が予定されている資産であっても金額が僅少な資産については，その金額的重要性及び実

務上の簡便性から，費用処理が容認されることを意味する．企業会計では，税法上の要請から30万円以上

としている．一方，国の重要物品の概念は50万円以上である．

　一般に，公的部門の固定資産として分類される資産としては，表2．1に示すような6っの種類があげら

れる．このうち，本研究では（2）に分類されるインフラ資産に着目する．なお，旧自治省［13〕によれば，

固定資産を行政目的に基づいて総務費・民生費・衛生費・労働費・農林水産業費・商工費・土木費・消防
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（1）通常の有形固

　　定資産
（2）インフラ資産

（3）投資不動産

（4）遺産資産また

　　は文化資産

（5）認識可能無形

　　固定資産
（6）認識・評価不

　　能な資産

公的資産の分類

主に庁舎内の資産あるいは警察・消防施設・学校・図書館・公園・公営

住宅などが該当する
橋梁・縁石・側溝を含んだ道路ネットワーク，上下水道システム，給排

水システム，埋立て地，洪水防止設備，電力供給システム，コミュニケー

ションネットワークなど．ネソトワーク性を有する資産の集合体であるこ

とがその特徴として挙げられる

投資目的で保有する土地，建物，森林など

文化的，歴史的または環境的な観点から地域社会として保存する必要を

認めた有形固定資産で，他に代替性のないもの．例えば，芸術及び美術

作品，歴史的文書，歴史的に意義の高い土地または地域，科学上または

環境上で重要な資産，モニュメント及び文化的に重要な建物など

売却または移転できる漁業割当権，採掘権など

売却したり認識及び測定したりすることが不可能な資産であり，鉱物・

魚資源などの天然資源や通貨発行権，課税権，営業権などの無形固定資産，

人的資源などが含まれる

表2．2　固定資産台帳の記載事項

1）資産の名称

3）所属部署

5）取得価額
7）耐用年数

9）期首帳簿価額

11）期中減価償却費
13）期末減価償却累計額

2＞資産コード

4）取得日

6）減価償却方法

8）償却率
10）期首減価償却累計額

12）期末帳簿価額
14）当期に増減があった

　　資産であるか否か

費・教育費・その他に分類することとしている，また，企業会計では，財務諸表等規則に基づき，固定資産

のその形態に着目し，建物・構築物・機械装置・車両運搬具・工具器具備品・土地等に分類する．ただし，

いずれもその分類方法は報告（開示）上の問題でしかない，なお，中央政府や自治体の資産として当座資

産（貨幣性資産）のみが該当し，インフラ資産のような非貨幣資産は売却不能であるため資産計上する必

要はないという見解もある．しかし，インフラ資産は売却不能資産であっても，国・地方自治体によって

形成・維持されているものであり，固定資産のストック性（将来にわたるサービス提供能力又は将来の経

済的利益）を認識すれば，将来にわたるサービス提供能力または将来の経済的利益を認識するためにイン

フラ資産を時価で資産計上し，その維持補修費を認識する必要があろう．

　固定資産を網羅的に把握するためには固定資産を管理する一覧表（一般的には固定資産台帳と呼ばれる）

を作成・整備し，取引発生（すなわち，会計上固定資産の増加）や固定資産の減少（除却，あるいは売却）

を認識するたびごとに，一覧表に記入していくことが必要である．すなわち，固定資産の物量面の管理と

ともに金額面からも管理し，相互にクロスチェックを行うことにより，固定資産の現物管理をより正確か

つ網羅的に行うことを目的とする．企業会計では，固定資産台帳には，表2．2に示すような事項に関する

記載がある．また，最低限年に1回は固定資産の実査を行い，現物が実在しているか否かを確認すること



2．3。インフラ資産の評価方法 19

が望まれる．現物が滅失しているのであれば，除却処理が必要である．現物の機能が著しく損なわれてい

る場合や損傷している場合には相応の価値の減額が必要となる．インフラに関しては台帳法により台帳整

備が義務づけられているが，現実の整備状況は極めて不十分である．さらに，企業会計で義務づけられて

いる資産価額が台帳に体系的に記載されている例は，現時点では存在しない，

2．3．2　インフラ資産の評価価額

　固定資産の貸借対照表計上額はその資産の評価額により決定される．貸借対照表には次年度繰越額（年

度末貸借対照表計上額）が算定され，資産評価額（または年初貸借対照表価額）との差額が費用（行政コ

スト）として計上される．1つの資産に対して，必ずしも1つの評価額が対応するわけではない．資産評

価額の概念として，1）取得原価（取得時に支払われた現金または現金同等物，あるいは取得するために

提供した対価の公正価値），2）再調達価額（保有している資産を測定日で再取得した場合に支払われる

現金または現金同等物），3）割引現在価値（通常の事業活動の過程で期待される将来キャッシュ・フロー

の割引現在価値），4）正味実現可能価額（現時点での通常の売却によって獲i得できる現金または現金同

等物）の4つがある［24］．インフラ資産の場合，行政サービス提供能力を適切に貸借対照表に反映させる

ことが重要であり，その面からは再調達価額を採用することが望ましい．一方，費用（行政コスト）計算

の正確性を重視し，異なる会計主体間の比較可能性及び客観性・検証可能性を追及するのであれば，取得

原価が望ましい．企業会計では商法上の要請もあり，取得原価を採用している．再調達価額と取得原価の

いずれが望ましいかは，会計目的や情報の利用可能性に依存する．多くのインフラ資産は営利事業に供せ

られていないため，割引現在価値，正味実現可能価額の採用は困難である．なお，インフラ資産はそもそ

も売却が予定されていないため，資産計上は不要であるという考え方もある．しかし，公的部門は納税者

からの税収あるいは国債・地方債などを原資としてインフラ資産を取得・保有している．さらに，インフ

ラ資産を行政サービスに提供していることを思料すれば，インフラ資産を資産計上しないという考え方は

公会計目的には相容れないと考える．

2．3．3　価値の減少の認識と評価

　固定資産は，役務を長期間にわたって提供しながら，時間の経過とともにその価値が次第に減少する．企

業会計において固定資産の評価額をその取得した年度または除却した年度だけの費用とするのは合理的で

はない．固定資産の評価額を使用可能な各年度に配分することが必要となる．固定資産の評価額を，使用

できる各期間に，一定の計画に基づいて，規則的に費用として配分するとともに，その額だけ，資産の繰

越価額を減じていく会計上の手続を減価償却という．すなわち，減価償却とは費用配分の原則に基づいて

有形固定資産の取得原価をその耐用期間における各年度に配分することをいう．一般に，減価しない資産

（土地，絵画・骨董品などの文化資産等）については減価償却を行わない．このような資産は非償却資産と
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呼ばれる．減価償却を行う資産は減価償却資産と呼ばれる．減価償却を行うにあたっては，1）固定資産

の当初取得時の評価額，2）耐用年数，3）残存価額の3つの要素が必要となる．このうち，1）につい

ては，必ずしも取得原価を基礎としなければならない訳でなく，再調達価額を基礎とすることも可能であ

る．耐用年数は，当該固定資産の使用可能期間である．本来，各固定資産に対して個別に耐用年数を見積

もることが必要であるが，企業会計では税法上の要請により，税法の基準を採用している企業が多い．残

存価額は，固定資産の耐用年数到来時において予想される当該資産の資産価値であるが，企業会計では税

法上の要請から取得原価の10％あるいは5％とする場合が多い．結果的に，減価償却の手続は固定資産の

当初取得時の評価額から残存価額を差引いた額を耐用年数の期間で規則的に配分し各年度の費用とするこ

とになる．

　減価償却の手続によって得られる資産の次年度繰越額（年度末貸借対照表計上額）は，必ずしも当該資

産の価値を表すものではなく，翌年度以降に費用として処理されるべき金額を意味する．実際，企業会計

では客観性・検証可能性の確保及び適正な期間損益計算が重視されるため，取得原価を基礎とし，減価償

却の手続を行って，次年度繰越額（年度末貸借対照表計上額）が決定される．この場合の次年度繰越額（年

度末貸借対照表計上額）の意味は，「翌年度以降の収益に対応すべく翌年度以降に費用となるべき金額」で

あって，必ずしも貸借対照表日時点での当該資産の売却価値や再調達原価を表すものではない．規則性が

要求される理由は，恣意性の排除にある．すなわち，利益に及ぼす影響を考慮して減価償却費を任意に増

減すれば，損益計算を歪める危険性がある．なお，固定資産の価値を毎年度末に評価し，年初貸借対照表

価額と年度末評価額の差額を価値の減少とみなして費用として計上するという考え方もある．この過程は

資産再評価であって，減価償却の手続ではない．

2．3．4　インフラ資産に関する減価償却の問題

　インフラ資産に減価償却を適用する必要があるかどうか（インフラ資産が減価償却資産に該当するかど

うか）に関しては会計学上賛否両論があり決着がついていない［32］一［33］．非減価償却資産と主張する理由

は，インフラ資産は，維持補修によって無限の耐用年数をもつことが可能であり，減価償却計算は不要で

あるという考え方による．インフラ資産に適切な維持補修が実施されていれば，インフラは常に良好で安

全な状態に維持され，価値の減少は発生しない．インフラ資産の価値を保つために必要な維持補修費が費

用（行政コスト）として計上される．さらに，実際に支出した維持補修費がインフラ資産のサービス水準

を維持するために必要となる維持補修費よりも少ない場合には，維持補修引当金（資産の減額）が計上さ

れる．インフラ資産の耐用年数が有限であっても，実際の耐用年数が超長期（例えば100年超）にわたる

場合も少なくない．さらに，その資産が複雑，多岐な要素から成り立っているため・実際の耐用年数を正

確に見積もることが困難な場合も多い，したがって，正確でない耐用年数を用いて減価償却を行っても正

確な費用配分は行えず，その結果得られる会計情報の意義は損なわれると主張する・
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　一方，減価償却が必要であるという見解も存在する．インフラ資産は適切な維持補修によって耐用年数

が延びるとしても，その耐用年数は有限であり，資産年数に限りがあるとすれば，減価償却を計上すべき

という考え方である．すなわち，インフラ資産も反復的な使用や時間の経過とともに減価しており，当初

の資産評価額についての減価償却が必要となる．また，資産の維持，サービス提供能力の確保，運用成果

を評価するためには費用情報が必要であり，その提供のために，費用（行政コスト）として減価償却すべ

きであるという意見もある．例えば，全ての資産が平均的に維持補修され，仮に50％の価値（あるいは行

政サービス提供能力）が維持されていると考えれば，残存価額を50％として償却することが必要となる．

　インフラ資産のような複雑・多岐な要素からなる資産については，一般的な減価償却では，正確な費用

配分ができない．インフラ資産の減価償却は，使用期間におけるサービス提供能力の減少を反映したもの

でなければならない．どのような減価償却の方法が望ましいかは会計目的やインフラのタイプと特性に依

存するが，費用管理を合理的に行うことを目的とする場合には，例えば，減価償却費と維持補修引当金を

組み合わせた方法を採用するのが妥当であろう．

2．3．5　インフラ資産の除却

　固定資産はその利用価値がなくなると除却される．除却には，既存の固定資産が実際に滅失した場合の

ほか，既存の固定資産を更新して新たな固定資産を取得した結果，既存の固定資産を利用（あるいは既存

の固定資産を用いたサービスを提供）しなくなった場合（有姿除却という）も含まれる．固定資産の除却

時には，既存の固定資産にっいて，直前の貸借対照表価額を除却損として費用（行政コスト）に計上する．

既存の固定資産について，現実に除却したにもかかわらず貸借対照表に計上しておくと，架空資産が計上

されることになる．インフラ資産に関する官庁統計【21］においては，インフラ資産の除却に関する取り扱

いが不十分である．インフラ資産の除却に関する会計処理を実施するためには，2．5で述べるように，台

帳レベルにおけるミクロなインフラ資産の会計情報の整備が不可欠となる．

2．4　インフラ管理とインフラ会計

2．4．1　インフラ資産とサービス水準

　経済学の分野では資本ストックの価額を一元的に集計化して金銭価額として表現する．しかし，この方法

ではインフラ資産の量的ストックを表す資産価値とサービス水準と対応する資産価値を区別できない．ま

た，インフラの（劣化による）減耗によるストック価値の減少とインフラの除却によるストック価値の減

少を区別できない．新規整備による資産価額の増加と修繕更新による資産価額の増加も区別できない．イ

ンフラ資産を管理する場合，インフラ資産の量的ストックとサービス水準を明示的に分離した会計情報が

必要となる．

　インフラ資産として維持すべきサービス水準が社会経済的・技術的判断により決定されたとしよう．サー
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ビス水準を維持するために必要な維持補修費は，ライフサイクル費用を最小にするようなアセットマネジ

メント戦略を工学的に検討することにより決定できる．多くのインフラ資産は，資産が除却されない限り

半永久的にそのサービスを提供する．サービス水準（耐震設計基準，設計仕様等）に変更がない限り，維

持補修費の継続的な支出によりインフラ資産価値は減価しない．

　多くのインフラ管理の現場において，「稀少な財源を新規整備予算と維持補修予算にどのように配分すべ

きか」が論点となる場合が多い．もちろん，短期的な予算配分を巡って，新規整備予算と維持補修予算の

調整が必要となる場合もある．しかし，長期的な観点に立てば，維持補修費はインフラ資産が劣化するこ

とにより不可避的に発生する費用であり，インフラ資産を除却しない限り国民はその費用を負担しなけれ

ばならない．インフラ管理を行う上で重要な問題は，1）（新規と既存の双方を含む）インフラ資産の望ま

しいサービス水準，2）既存のインフラ資産の除却（他の用途への転用）も含めて，インフラ資産の望ま

しい量的水準を決定することである，インフラ資産のサービス水準は，それぞれの時代におけるインフラ

資産の社会的・技術的水準，あるいは経済効果を総合的に考慮して決定されるものである．インフラ会計

はその前提となるインフラ資産のサービス水準を明確にした上で，インフラ資産の量的水準，質的水準と

その変化を記述する内容を持っていなければならない．

2．4．2　政府・自治体の公会計システム

　政府や地方自治体等で適用される公会計は，インフラ会計の目的を含むより包括的な目的を持っている．

一般に，公会計の目的として以下の事項［22］一［27〕があげられる．1）政府や地方自治体が，経済資源の管

理運営状況及び行政活動の成果を納税者に説明するための基本的な手段となる．2）納税者が行政活動の

善し悪しの判断，行政活動に自ら参加する判断を行う場合の重要な情報源である，関係する政府・自治体

の財政状況や行政コスト実態を正しく把握し積極的な意見や提案を行うための情報となる，3）行政活動

は，公共の福祉の実現が国民・地域住民の立場からみて経済的に，最少の費用で最大の効果をあげるよう

に実施しなければならず，そのための重要な情報を提供する，

　財務報告書の主たる目的は，外部者への情報提供であるが，内部担当者へも機能的情報を提供するもの

でなければならない．基本財務報告書として，日本公認会計士協会の「公会計原則（試案）」［33］では，以

下の諸表の記載を提唱している．すなわち，1）決算期末時点での資産・負債・正味財産を示す貸借対照

表，2）行政目的たる成果とその達成のために要した費用を表す成果報告書（損益計算書，行政コスト計

算書），3）資金（現金）の動きを活動区分別に表した資金収支計算書（キャッシュ・フロー計算書），4）

ガバメントタイプの成果報告として住民・国等から収入した財源を加味して貸借対照表の正味財産の増減

を示す正味財産増減計算書，5）基本財務諸表を作成する基礎となる主要な会計方針や補足説明情報を提

供する附属明細書であり，これら5つの諸表と附属明細書が一体となって政府・自治体の財務諸表を構成

すべきであるとする，
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（田S）

①

繰延維持補修引当金

資産 負債

　　　　債権・借入金

ﾂ権・借入金
@元本償還

@　　　　（αB
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①

資産売却

資本支出 資本収入

新規インフラ整備

費用 収益 経常収入
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財務支出正味

燻Yの

揄ﾁ

財務

茁余剰金

維持補修費

養利払
租税・施設使用料

図2．1公会計システムとインフラ資産

　政府・自治体の公会計改革の一環として欧米を中心として始まったNPMの中核的活動の1つは，公会

計，特に貸借対照表の作成とその活用にある．貸借対照表は資産と負債とを評価し，表の左右に体系的に

記入するものであり，資産は公共主体が，将来にわたりサービスを提供することができる価値を表してい

る．これに対し負債は，公共主体が将来返済を必要とする債務を表す．そして両者の差額（正味財産と呼

ばれる）は，将来に受け継ぐ公有財産の実質価値を示す［4j，政府・自治体は，インフラ資産の整備，維持・

更新を含む多様な行政サービスを永続的に提供する責務を有している，公会計システムは，こうした活動

の総体を対象として，資産・負債・収益・費用・正味財産に関する会計情報を体系的に記述する目的を持

つ．公会計システムはインフラ資産の管理のみならず，行政サービス全体を射程に置くものであるが，図

2．1は公会計システムのうちインフラ資産に係る部分のみをとりあげた部分会計システムを示している．公

会計における財務報告書が企業会計と異なる点は，資本概念の相違にある．企業活動は，株主から拠出さ

れた資本を元手として，毎期継続的な投資・営業・財務活動を通じて，当期利益の獲得とこれによる資本

価値の増大を図ることを目的とし，株主に対して活動の果実である経済的利益の分配を目指すものである．

一方，政府・自治体の活動は利益獲得を追求するものではなく，多様な行政目標を達成するための資産の

形成と，この資産の稼動によって発揮される行政サービスの提供が目的となる．

　新規のインフラ整備は，貸借対照表（バランスシート：B／S）において資産額の増加として記述される．

インフラ整備が起債等による財源で賄われた場合，発行された起債額は負債として認識される．インフラ

の供用後は，インフラの物理的経年劣化が生じたり，社会的・経済的な環境変化によって，インフラの機能

劣化・陳腐化が進行する．資産価値の減耗は，例えば減価償却会計（2．4．3参照）を用いた場合，減価償却
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累計額として表される．さらに，長期間の供用期間中には，設備の更新や除却が生ずる．この場合，イン

フラ資産は一時的に貸借対照表から除外され，更新整備された資産が計上される．成果報告書（行政コス

ト計算書：C／F）は，企業会計の損益計算書に相当する．企業会計の場合，目的は収益と費用の差である利

益の継続的な獲得に向け，会計期間内の活動を網羅的・体系的に把握することが求められるが，公会計の

場合は，もともと期間内において行政サービス供給に費消したコスト情報の開示を目的としており，一部

の事業を除き，その活動に対する収益概念は存在しない，成果報告書では，一定の機能サービス水準を維

持していくための維持補修費，価値減耗による減価償却費などインフラ保有に伴う費用が計上される．最

後に，資金収支書（キャッシュ・フロー計算書：P／L）は企業会計と同様，当該会計年度に生じた資金の調

達・運用に関する収支状況をまとめたものである．元来，政府・自治体の公会計システムでは，歳入・歳

出という現金支出概念をもとに，予決算の状況を金銭的情報として集計・把握し，議会承認を経て行政責

任を全うするという行政手続きの基礎となっているため，単年度のキャッシュ・フローに関する会計情報は

整備されている，インフラ関連の収入支出として，新規整備に関しては資本収入・支出，維持補修作業に

要する支出は経常収入・支出として計上される．

2．4．3　インフラ会計システム

　インフラ会計システムはインフラ資産の管理に携わる政府，地方自治体の公会計システムの一部を構成

するサブシステムであり，図2．1に示すようなインフラ資産の整備，維持補修，更新除却に関わる業務活動

の成果を評価するための会計情報の作成，管理，活用を目的とする．より広義には，インフラ会計にはイ

ンフラ資産の管理に必要となる財源調達に関する会計情報を含むが，調達された財源の中にはインフラ管

理以外にも使途を持つもの多く，インフラ管理のための財源を特定化することが困難である．本研究では，

財務・管理会計の資産の部に計上されるインフラ資産を整備・管理する活動に関わる会計情報に限定する．

　インフラ資産は長期間にわたる効用を持ち，かつ全国的なネットワーク性を持つため半永久的維持が義

務づけられる資産である．インフラ会計の整備にあたっては，ライフサイクルに対応した費用の発生を会

計情報として記述できる方法が望ましい，そのためにはインフラ資産の量的ストックを的確に評価すると

ともに，インフラ資産のサービス水準を工学的に検査し，「現実に支出された維持補修費」と「サービス水

準を維持するために（工学的に推定された）必要な費用」に基づいて，インフラ資産のサービス水準が適

切に維持補修されていることを貸借対照表上に明記する必要がある［25Lインフラ資産の資産評価にあたっ

て，1）更新会計，2）繰延維持補修会計，3）減価償却会計という3つの異なった会計方式を定義でき

る［25］．各会計方式の様式を図2．2に示している。これらの図は，フローとストックのバランスを表現す

るために，財務諸表における貸借対照表と損益計算書を統合した残高試算表を示している［24］．なお，残

高試算表ではインフラ会計に関わる部分のみ記述しており，それ以外の会計情報を省略している・
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資産の部

　固定資産51
　繰延更新引当金△01

用の部

更新費、41

図2．2（1）　更新会計の残高試算表

資産の部

　固定資産52

　繰延維持補修引当金△D2

用の。

繰延維持補修引当金繰入額

　　　　　　　　．42

図2．2（2）　繰延維持補修会計の残高試算表

資産の部

　固定資産θ3

　減価償却累計額△D3

用の。

減価償却費、43

図2．2（3）　減価償却会計の残高試算表

更新会計

　更新会計では，必要な維持補修が常に行われ，新規取得時のサービス水準が維持されると仮定し，資産の

減価償却を行わない．インフラの資産価額は初期投資時の取得原価（あるいは再調達価額）θ1に一致する，

その上で，インフラのサービス水準を維持するために必要となる各年度の更新費、41を工学的に推定する．

ある会計年度に支出された更新費C’1が本来ありうべき更新費A1より過小であれば，その差額、41－01が

負の資産として計上されている繰延更新引当金△D1に組み入れられる．更新会計ではインフラの現実の資

産価額に関する会計情報が貸借対照表上に現れない．更新費の繰延額に関する会計情報のみが現れること

になる．そのため，更新会計では会計年度におけるインフラの資産水準に関する会計情報を提供できない．

繰延維持補修会計

　繰延維持補修会計では，長期的な資産管理計画に基づいて維持補修費総額を算出するとともに，その費

用総額を各年度に割り振る．工学的検討により適切な維持補修時期と維持補修費が算出されると，各年度

における維持補修引当金繰入額、42を費用に繰入れる．一方，当該期の維持補修支出額02が確定すると，

A2－02＞0であれば，その残高を負の資産として認識し引当累計額△五）2に繰入れる．逆に，．42－02〈0

の場合，繰延維持補修引当金△P2を取り崩す．インフラの資産価額52は取得原価，あるいは再調達価額

で評価される．繰延維持補修会計では劣化による資産価額の減少が繰延維持補修引当金として会計上に現
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表2．3インフラ会計方式と評価情報
会計方式 耐用

N数の
l慮

期問の

t平性
m保

減耗

ﾀ態の
ｽ映

維持補修

?ﾌ過
s足把握

減価償却会計 必要 ○ × 把握不能

更新会計 必要無 O × 事後に可能

繰延維持

竢C会計

必要無 ○ ○ 事前に可能

れ，各会計年度におけるインフラの資産水準を評価することが可能である．

減価償却会計

　減価償却会計では，資産の減耗を減価償却費A3として認識し，その累計額を△D3として資産の部に計

上する．減価償却を行うために，ある時点で行われたインフラの修繕に要した費用を，インフラの耐用年

数にわたって一定のルールに基づいて費用配分する．毎期費用として計上されている減価償却費は，当該

期に実際に支出されているわけではない，実際に支出されていない費用を財務諸表のなかで費用として認

識するため，減価償却費の累計額は将来の修繕に対する引当金と同様の効果を有する．しかし，財務会計

でインフラの耐用年数が定められているが，現実のインフラの物理的・機能的な耐用年数と一致していな

い，税制上の耐用年数を用いて減価償却費を計算した時，減価償却費累計額が更新のための必要投資額に

一致する保証はない，したがって，毎年の維持補修費（時価）と取得原価に対する減価償却費とを直接比

較しても，維持補修費の適正度を判断できない．

　インフラ会計ではインフラ資産の量的ストック情報（θ1，5「2，33）とサービス水準情報（△P1，△D2，△D3）

が明示的に表示される，表2．3はインフラ会計方式が提供する資産評価情報を比較したものである．いず

れの会計方式を用いても，費用の期間配分に関する会計原則である衡平性基準を満足している．しかし，同

表に示すように，減価償却会計では減価償却累計額が示されるものの，インフラ資産の維持補修に関わる

情報が明記されないため，インフラ資産の減耗の実態を把握できない．ただし，減価償却の方法が繰延維

持補修引当金と同等の内容を持っように設計されていれば，減価償却会計によりインフラ資産の減耗に関

する情報を獲得できる．更新会計では過去に生起した修繕更新需要に対する支出実績が記述されるが，将

来に生じるインフラ資産に関する修繕需要が会計情報として記述されない，インフラ資産の効率的管理と

いう視点に立てば，インフラ資産の劣化に関する情報が財務諸表の中に明示的に記載される繰延維持補修

会計が望ましい．

　表2．4はわが国と欧米系諸国におけるインフラ資産の会計評価の方法を比較したものである．公会計制

度改革の遅れたわが国においても，2．4．4で言及するように，インフラ資産に対して減価償却が導入され

た．公会計制度改革の先進国であるアングロサクソン系諸国では，インフラのもたらす長期的な効用を認

識する一方，機能維持のため必要とされる維持補修に係るコスト情報を適切に会計表示することを目的と
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表2．4　インフラ資産の会計評価の動向
国名 インフラ減耗額の測定方法
日本 国 減価償却会計（財務省指針）

地方　治 価賞却万計（総マ省指針）

米国 連邦政府 減価償却会計（繰延維持

竢C費を補足情報として

@　記載：FASAB）
地方政府 ヤ価賞口会計（あるいは維持

竢C費を記載・GASB）
英国 国 更新会計（繰延維持補修費を

竭ｫ情報として記載：IFAC）
地　　・ 価　　云計（CIPFA）

ニュージー

@ランド

国 減価償却会計（財務省）

地方政府 更　会計（地　政府法）

オースト

宴潟A

国 減価償却会計（DOFA）
地方政・ 価賞却会計（NCOA）

フランス 国 減価償却会計（予算組織法）

地方政府 減価　除計（M44）
ドイツ 国 減価償却会計（費用便益分析の

@管理会計情報として記載
@　　　予算原則法）

地　政府 ’価賞　会計（，用便益分析の

@管理会計情報として記載

@　　Standard－KLR）

（）は会計基準等の制定機関あるいは根拠法

して，更新会計，繰延維持補修会計への移行が進んでいる．また従来公会計分野では現金主義会計が主流

とされたフランス，ドイツなど大陸系諸国においても，SNA統計への政府会計の整合性確保やインフラ整

備への費用便益分析の適用に際し減価償却費を考慮するといった観点から，会計方式の変更に向け議論が

進みつつある．現時点ではインフラ資産の会計方式が国によって多様に異なっており，SNA体系に基づく

経済指標の国際比較が困難になっている．インフラ資産の会計評価に関する国際標準化の必要性が強く認

識されており［25］，将来的に更新会計，繰延維持補修会計が国際基準になる可能性も否定できない，

2．4．4　SNA統計におけるストック評価

　SNA（System　of　National　Accounts：国民経済計算体系）は，1国全体のマクロ経済状況をフロー・ス

トック両面から体系的に整理する経済統計であり，国連によって概念規定および勘定体系の国際標準が示

されている．各国は1968年に国連採択された基準（68SNAと呼ばれる）に従い，国内統計の整備を行っ

てきたが，経済活動の多様化・グローバル化を反映し，1993年新たな概念規定に基づく新体系（93SNA）

に移行した．68SNAでは，適切な維持補修によりインフラ資産の機能が無限に保持されると仮定された．

すなわち，耐用期間中に価値や機能の劣化が顕著に表れる建築物を除いて，インフラ資産の固定資産減耗

（減価償却費）は計上されず，インフラ資産のストック概念にグロス（粗）とネット（純）の区別は存在し

なかった．

　インフラ資産も機能向上のために取替や老朽化によって除却が必要となる．そこで，わが国の68SNAで
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図2．3　93SNAと68SNAの対比

はサドンデス（Sudden－Death）の仮定を置き，平均耐用年数（47年）を経た資産（過去の投資額）を一括

して除却する方式を採用した｛21】．すなわち，ある期におけるインフラストックの変化は

（期末純固定資産）＝（期首純固定資産）

　＋（期中純固定資産形成）＋（調整額） （2．4．1）

と表される．ここで，調整額は期末と期首の資産額の差額のうち，期中のフローで説明されない残差を示

し，期中の価格変動，除却ならびに統計的な分類変更などで構成されている［11｝．わが国では，平均耐用

年数に到達しない段階で，機能向上・更新のために除却されたインフラ資産が相当量存在する．したがっ

て，わが国の68SNAでは過去のインフラ資産の除却が適切に評価されておらず，金額べ一スで表現され

るインフラ資産ストックがかなりの程度過大推計されている可能性がある．しかし，93SNAにおいては，

インフラ資産も有限の耐用年数を有するものと考え，図2．3に示すような方法でインフラ資本の減耗を計

測することとなった［101，［12］．国民経済計算体系にインフラ資産減耗を計上する意味は・劣化によるイン

フラ資産の減耗を単に資産価値の消滅として扱うのではなく，政府が行うサービスの対価とみなす点にあ

る．インフラ資本の減耗分を，政府サービスの対価をサービス生産に要する費用（公務員給与，固定資産
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表2．5　改訂SNAの影響（一般政府最終消費支出中の固定資本減耗額（名目：10億円）

　7年基準　　6，206　6，701　7，257　7，834

　2年基準　　2｝512　2，530　2，656　2，804

　　差3，6954，1714，6015，030
差／名目GDP　　O．8　　0．9　　1．0　　1．0

8，441　　9，503　　9，647　　10，224　　10，910

3，045　　　37443　　　3，250　　　　3，580　　　　3，747

5，397　　6，060　　6，398　　　6，644　　　7，172

　1．1　　　　1．2　　　　1．2　　　　　1．3　　　　　1．4

減耗等）を用いて計測している政府最終消費支出に計上する．このため，この変更は，国内総生産（GDP）

の水準を増加させる要因となる．表2．5は，インフラ資産の減耗額について，93SNA（平成7年基準）と

68SNA（平成2年基準）の結果を比較したものである，内閣府が作成した93SNAでは，減価償却の対象

となるインフラ資産に本来非償却資産であるべき地盤構造物や河川も含めており，SNA改訂によりインフ

ラ資産の減耗額が大幅に増加している．そのため，68SNAと93SNAにおける資産減耗額の差額は平成2

年度では3兆6千億円，平成10年度では7兆1千億円と急激に拡大している．93SNAにおけるインフラ

減耗額の算定方法が公開されていないため明確な判断を下すことはできないが，少なくとも93SNAでは

68SNAに見いだせるインフラ資産のストック額の過大推計の問題は一定程度解消している可能性がある．

しかし，依然としてインフラ資産の除却に関するデータは把握されていない．また，インフラ資産の償却

性に関する判断や耐用年数に関して現実との乖離が著しく，内閣府による93SNA統計がわが国のインフラ

資産の実態を正確に記述できている保証はない．インフラ資産をマネジメントする国土交通省，地方自治

体がインフラ会計の整備を通じて，国際的な経済統計の整備に貢献する意義は大きい．

2．5　インフラ会計システムの構築に向けて

2．5．1　インフラストックの計測方法

　インフラ資産のストック価額は，過去から現在までの投資によって現存するインフラの蓄積量を金銭評

価した結果である．インフラの資産評価の方法として，取得原価，再調達価額による場合がある，いずれ

の方式を採用すべきかは，インフラ会計の目的によるが，インフラ管理に活用することを目的とする場合，

再調達価額による方法が望ましい［28］，インフラ資産ストックは，過去のインフラ投資の結果として実現

したものであり，以下の3種類のストック計測方法がある［10］，

PI法（Perpe七ual　Inven七〇ry　Method）

　PI法は，過去の投資額のうち耐用年数以内のものを累積し，別途計算された資本の減価分を差し引いて，

間接的に資本ストックを推計する方法であり，多くの先進国で用いられている，この方法は，1）過去か

ら一貫した投資系列が，耐用年数以上間断なく存在する，2）耐用年数の推定が可能であり，3）・名目投

資額の実質化（不変価格表示）のための長期物価デフレータが存在する，という条件が満たされることを

前提とする，これらの条件が満足されれば，過去の投資額（固定資産形成額）を物価水準で調整し，実質
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表2．6インフラストック推計方法の比較
推計方法 基本情報 インフラ種別 記事

PI法 年度投資額

ｽ均耐用年数
恚p・減耗パターン

道路，港湾，鉄道

ﾊ信，治山，治水

_林漁業

・長期投資系列データが整備されていれば，様々な条件等を

l慮してストック推計可能，

E投資系列は耐用年数の2倍程度の期間必要，利用データが

ｪそれより短期間の場合ベンチマーク法を併用．

E平均耐用年数，減耗・除却パターンにより推計結果が影響

��ｯるため，別途減耗・除却の検討が必要．

BY法 基準時点投資額

iベンチマーク）

N度投資額
N度除却額

航空，上下水道

p棄物処理，海岸

s市公園，文教
X便，国有林
H業用水道

・ベンチマークとなるデータの整備状況に推計精度が依存．

E現状では年度毎の除却実績データは継続的な入手が困難な

ｽめ予め仮定する必要がありPI法と同様の問題がある．

PS法 年度資産物的数量

N度資産単価

公共賃貸住宅 ・数量及び単価に関する悉皆調査の規模・精度に依存して推

v結果が左右される．

E新規調査を実施する場合，長期間となり推計コスト大．

化された投資額を毎年積み上げるとともに，耐用年数を経過し機能を果たさなくなった資産を除却控除す

ることにより，年々の資本ストック額を推計することができる．いま，孟年次の投資額を々，耐用年数をm

年とし，耐用年数内ではサービス水準は変わらず，耐用年数後即座に除去されると仮定する．このサドン

デスの仮定は，旧経済企画庁によるインフラ資産統計で用いられてきた方法である［21Lこの時，粗資本

ストック、κ野は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご
　　　　　　　　　　　　　　　κρ一Σ1・一κ£1＋∫一々一　　　　　（2・5・2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　乞＝f－m十1

と表される．また，インフラ資産価値の残存率をゼロと仮定し，定額法を用いて減価償却を実施すれば，純

資本ストックκ∬は次式で表される．

　　　　　　　　　　　　　　　　κ野一K窪、＋為一素か　　　
（・・3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　乞；西一m十1

BY法（Benchmark　Year　Method）

　基準年の資本ストック額をベンチマークとして，その後の毎年の投資額及び除却額の系列を加減してい

く方法である，図2．4には，世界銀行等が提案しているBY法によるストック価額測定手順を示している．

BY法では，最初にベンチマークとなる資本ストックをPS法で計測し，これに各期の投資を加えるととも

に，別途計算された資本の減価分を差し引いて資本ストックを推計する．ベンチマークの資本ストックだ

けにPS法を適用するため，　PS法を繰り返し用いる場合よりも時間と費用を節約できる．しかし，多くの

先進国では，PS法を用いてインフラ資産ストックを計測をした実績がなく，ベンチマークとすべきインフ

ラ資産ストックデータが存在しない．このため，現在BY法を採用しているのは，わが国と韓国のみであ

る．わが国の「民間企業資本ストック」やSNAの「純固定資産」はともにBY法で作成されている，な

お，BY法でも，ベンチマーク時点から遠ざかるほど，　PS法で計測された資本ストック影響度が低下する

ため，長期間データを採用できる場合にはPI法とBY法による推計結果はほぼ一致する・
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①初期ベンチマーク資産額の設定

　　（人口統計、火災保険記録、企業財務データ、

　　資産調達記録、株式評価額などから推計）

②粗固定資本形成の推計

　　（有形および無形固定資産の獲得額）

③価格指数の設定（テフレータの想定）

④耐用年数の設定

　・耐用年数推定の基礎データ

　　（税務通達、企業会計情報、統計調査、

　　公式統計、専門家アドバイス、他国事例）

・耐用年数の変更（変化）

（機能的陳腐化等）

」ユ
⑤除却パターン（生存関数）の設定

　・サドンデス関数、定率関数、遅延定率関数、

ベル型関数、Wm飴y関数、　Weibull関数、対数正規関数

」ユ
⑥固定資本減耗額の推定

・減価償却関数の選定（定額法、定率法、級数法）

」ユ
⑦純固定資産額の推定

・（粗固定資産額）　　　（固定資本減耗額の累計）

図2．4　BY法の測定手順［25］

PS法（Physical　Stock　Value　Method）

　PS法は，調査時点に現存する全ての資産を調査表や訪問などによって直接計測する方法である．インフ

ラ資産ストックを直接測定するため，インフラ資産のタイプや特性に関する詳細な情報を獲得できる．し

かし，調査に時間がかかり，費用が嵩むことが難点である．日本と韓国以外では，オランダがPS法を用

いて製造業に関する固定資産ストック調査を行った事例があるに過ぎない．わが国では国富調査をPS法

により実施していたが，1970年調査を最後に中断されている．本格的な国富調査は費用がかかるため，こ

れに代わる簡便法として資本ストックを物量ベースで時系列的に把握し，これに平均単価を乗じて推計す

る方法がある．孟年次の資産の存在量を軌，基準となるサービス水準の下におけるインフラ資産の単位調
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達価額をpとすると，インフラ資産ストックは

κ孟＝（2孟×P （2．5．4）

と表される．現在，米国でもインフラ資産の再評価を簡便法を用いて実施しようという動きがある．わが

国では，長年インフラ資産の除却に関する適切な会計処理を行ってこなかったこともあり，BY法で測定し

たインフラ資産のストック量と現実のストック量が大幅に乖離している可能性が極めて大きい．本格的な

国富調査が財源的に不可能であるとしても，簡便法によりインフラ資産ストックを再評価することが必要

であろう［12］．なお，インフラ資産のサービス水準（設計・技術水準，景観等）が異なればインフラ資産

の単価pが変化する，ある所与のサービス水準の下でインフラ資産管理を実現するために必要となるコス

トを簡便法を用いて推計することが可能である．前述したように，インフラ資産管理ではインフラ資産が

維持すべきサービス水準を決定することが重要な課題となる．このような政策課題を分析するために，簡

便法によるインフラ資産の評価方法を開発することが重要である．

インフラの種別によるストック推計方法の適用比較

　インフラのストック推計方法は，対象とするインフラについてデータの入手可能性と性質に依存して，適

用可能な方法が決められる．表2．6は内閣府によるストックの推計について，適用される推計方法をまと

めたものである．PI法は，長期間の投資系列が利用可能な場合，民間資本との比較や国際的な比較可能

性にも優れている．わが国では戦前から旧内務省を中心にインフラ資産に関する年度ごとの投資額が統計

としてが整備されてきたこともあり，道路，港湾など交通インフラおよび治山・治水分野では統計データ

をもとにした資産額を推定評価している，

　BY法では，投資系列データの入手期間が短いインフラに対しても定義上最も正確な推計額を得ること

が可能であるが，ベンチマークデータとして包括的な固定資産調査結果が必要となり，その後の投資・除

却額の系列統計の精度に推計結果が依存する，戦後急速に整備が進展した航空，上下水道など施設に関し

ては，公団・公営企業体など除却を含む投資系列につい施設の耐用年数に比較した場合，短期間データし

か入手できないものの，公営企業特別会計など企業会計に準ずる会計データの入手が可能などインフラや，

国富調査をもとにしたベンチマークデータが入手可能であるため，BY法による推定を行っている．

　PS法では，インフラ資産の物的数量を基礎として，単価データにより資産総額の推計を行うため，　P

I法やBY法と異なり，数量・金額の対応関係が明確である．また，資産の種別や構造別に統計資料が整

備されているインフラ資産について適用される．わが国では，住宅・鉄道などでPS法が適用された例が

ある．
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表2．7 インフラ資産ストックデータベース
推計 対象 推計法 減耗・除却関数 耐用 記事
期間 （地域・種別） 年数

内閣府（2002）［26］ 1990一 公的固定資産 PI 不明 不明
内閣府（2001）［27］ 1953一 主要20部門 PI，　BY，　PS Sudden－Death 部門毎 税法上の減

1998 価償却期間
土居（2002）［281 1955一 都道府県別 BY ガンマ分布（45年後 30 JR，　NTTはイ

1998 総インフラ 残価率10％） ンフラ資産
遠藤（2002）［29］ 1975一 都道府県別 BY ガンマ分布（残価 目的別 JR，　NTTは民

1998 総インフラ 率は平均耐用年数 16－47 間資本ストソク

1．5倍時点で10％）
田中（2001）［30］ 1995． 中央・地方政 PI Straight－Line 47

1996 府別道路ストック Geometric

有料道路除外 Sudden－Death
赤井他（2001）［31］ 1985一 中央・地方政 PI Staright－Line 47

1998 府道路ストック Sudden－Death
有料道路除外

建設省（2000）［32］ 1965一 水戸，茨城 PI（県） ガンマ分布（耐用年 部門毎 税法上の減価
1995 全国 BY（市，国） 数時残価率10％） 償却期間

主要15部門 PS
石川（2000）［33］ 1974一 都道府県別 BY 建物等の減耗のみ考 不明 一般政府資

1997 総インフラ 慮（道路等公共物資 本ストック

産は対象外）

浅子他（1994）［37］ 1975一 都道府県別 BY ガンマ分布（45年度 30
1988 総インフラ 残価率10％）

電中研（1985）［36］ 1970一 都道府県別 BY，改良PI ガンマ分布（40年後 25
1982 主要4部門 残価率10％）

EBA（2002）［19］ 1925一 米国（連邦，州％tal） PI Geometric 60
2001 6区分

Kune＆ 1960一 フランス PI Geometric 36－45

Mulder（2002）［20］ 1996 交通インフラ
Fraumeni 1921一 米国 PI Geometric 20－80 構造部位毎
（1999）［49］ 1995 道路（3）区分 の耐用年数

Bel1＆McGuire 1931一 米国48州 PI 9Hyperbolic 14－80 構造部位毎
（1997）［50］ 1986 高速道路 Winfrey の耐用年数
Richardson 1961一 カナダ PI Straight－Line 60
（1996）［40］ 1993 高速道路 Hyperbolic

Holtz－Eakin 1960一 米国各州 PI Geometric 60
（1991，1993）［41］ 1988 Tbta1

Munnell 1969一 米国48州 PI Straight－Line 60
（1990）［42］ 1988 Total Winfrey

Faucett　and 1950一 米国 PI 9Hyperbolic 不明

Scheppach（1974）［43］ 1970 交通Tota1 Winfrey

2．5．2　インフラ会計構築の課題

　1980年代後半におけるインフラ資産の生産性評価に関する研究［2］を契機として，多くの機関や研究者

によりインフラ資産ストックに関するデータベースが開発された．表2．7にはインフラ資産の生産性評価

に用いられた代表的なデータベースを示している．これらのデータベースでは，対象とするインフラ資産

の範囲やデータ集計のカテゴリーが異なる．また，データベースにより異なった除却関数を想定し，インフ

ラ資産ストックを推定している．インフラ資産の除却に関するデータが入手可能でないため，いずれの除
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却方法が望ましいかを確認することができないのが実情である．今後，インフラ投資が新規投資から修繕・

更新投資に重点が移る中で，インフラ資産の除却に関するデータを獲得するための方法論が必要となる．

　表2．7に示した既存の社会資本データベースは，インフラ資産の量的ストックと劣化によるインフラ資

産の減耗を区別しておらず，いずれもインフラ会計情報としては不十分である．同表のデータベースを用

いて，将来の維持補修需要を推計できない．また，インフラの投資時期によりインフラ資産のサービス水

準（設計仕様，技術等）が異なり，歴史的な（物価調整後の）取得原価と再調達価額の間に相当程度の格

差が生じる．同データベースはインフラ資産の生産性を評価するために作成されたものであるが，それぞ

れが暗黙の内に想定しているサービス水準が異なるため，異なるデータベースを用いて評価したインフラ

資産の生産性を比較できない．この問題はいずれも2．4で考察したように，インフラ資産の量的価値と質

的価値を区別しないことにより生じる問題である．社会資本の生産性は，本来インフラ資産のサービス水

準を統一した上で，所与のサービス水準に対する生産性を測定すべきであろう．現実には，異なるサービ

ス水準を有するインフラ資産が混在して存在する．異なるサービス水準のインフラ資産価額を1元的な資

産価額に集計するためのヘドニック指標の開発が必要である．たとえば，ヘドニック指標はあるサービス

水準を所与として，そのサービス水準を満足するインフラ資産の再調達価額を集計することにより定義で

きる。ヘドニック指標を用いて異なるサービス水準とそれに対応するインフラ資産価額を求めることによ

り，サービス水準とインフラ資産の生産性の関係を分析することが可能となる．

　インフラの質的サービスの中には，たとえば景観がもたらす効用のように，国民経済計算体系の中に含

まれないが，家計の効用水準に直接影響を及ぼすようなサービスも存在する，家計効用もインフラ資産が

生み出す経済価値であり，インフラ資産のサービス水準を決定する場合には，家計によるサービス水準に

対する経済評価を考慮すべきである．また，その経済価値を会計情報として納税者に開示すべきであるが，

この問題は2．6でとりあげる．インフラ資産のサービス水準を与件とすれば，工学計算を通じて，その水

準を確保するための再調達価額や維持補修費を計算することができる．インフラ会計を構築するためには，

国・自治体として維持すべきインフラ資産のサービス水準を決定することが前提となる，維持すべきサー

ビス水準は，その時々の社会経済的・技術的条件に応じて決定されるが，サービス水準が変化すれば，イ

ンフラ会計の基準や計算手順も修正されることになる．

2．5．3　インフラ会計システムの構築方法

　インフラ会計システムは，インフラの整備やその維持管理の過程において発生する情報を体系的に整理

し，意思決定やアカンタビリティのための会計情報を作成・開示すること目的としている．実務上の活用

化を図るためには，1）インフラ整備・維持管理にかかる予算・執行の一連のプロセス（予算付与，執行，

決算）における情報の発生段階に応じて，金銭と物量データの双方が整合していること，2）貸借対照表，

行政コスト計算書などの財務会計データによる政策コスト分析，維持管理など管理会計データ活用，イン
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フラの生産性分析などマクロ経済統計など多様な目的に可能な限り対応できる共通データベースが提供で

きること，3）異なる主体間の会計データ突合が可能であり，インフラ整備・管理者としての責任分担を

明確化するとともに，地域別，インフラ別にその整備水準の評価が可能である．以上の要件を考慮したイ

ンフラ会計システムの構築手順の1例を図2．5に示している．現時点において，このフローに示すような

手順に従って収集・蓄積・整理されたインフラ会計は存在しない．

開始ハランスンート（ス
トソクテータ）の設定

インフラ台帳整備とコード体系の設定

予算体系と

年度執行予算
インフラの
物的・機能的テータ

決算時点の
執行確認

物的・機能的な
劣化の評価

インフラ台帳更新と会計テータ作成

目的別テータ加工（管理会計、政策
コスト分析、マクロ経済統計）

図2．5　インフラ会計のデータ構築手順

2．5．4　初期ストックデータの構築

　インフラ会計の構築にあたっては，まず初期時点におけるインフラ資産のストック額を計測する必要が

ある．インフラ資産のストック額の推計方法として，1）PI法もしくはBY法を用いて過去の決算統計を

積み上げる方法，2）公有財産台帳の整備により個別資産をPS法（簡便法）を用いて認識する方法があ

る．1）の方法は簡便であるが，インフラ資産の取得原価を把握することは困難である．実務的には決算

統計の数値を利用せざるを得ない．しかし，普通建設事業費には，インフラ資産の新規整備のみではなく，

更新，質的改良，大規模修繕が含まれる一方，除却が記録されていないため，そのまま加算していくと，イ

ンフラ資産が過大に累積されることになる．したがって，当初建設費の算定には，別途の作業で修繕費的

経費を普通建設事業費から除外し，当初取得原価のみが資産に計上されるように調整する必要がある．

　今後のアセソトマネジメントへの展開を考慮すれば，2）の方法が望ましい．この方法を採用すること

により，1）既に事業者が保有・管理している台帳を集計するため，正確な固定資産の明細がわかり，減価
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償却の明細もわかる，2）固定資産を企業会計における区分と同様に形態別に区分できる．3）行政評価

のための費用・データ（減価償却費，維持補修費）の提供が可能となる，4）他団体との費用比較が可能

であるという利点がある．しかし，既存インフラ資産に関しては，取得原価に関する情報が存在せず，再

調達価額を用いざるを得ない．インフラ資産を取得した時点と現時点の間において，インフラ資産に要求

されるサービス水準や設計仕様が異なるため，取得原価と再調達価額の問に大きな差異が存在する場合が

少なくない．再調達価額で評価することは，再調達価額計算の根拠となるサービス水準を確保することを

前提としている．言い換えれば，今後発生する当該資産の維持補修において，そのサービス水準を確保す

ることを想定していることに他ならない．財産台帳に基づいてインフラ会計を作成する場合，1）財産台

帳への計上基準（金額基準，資本的支出の計上の有無など）が事業者によって一定ではない，2）財産台

帳の整備状況が一定ではないので，会計上の資産計上の網羅性に欠ける，3）過去の時点における資本的

支出や修繕，改修の記録がない可能性がある，4）集計作業に時間がかかるという課題がある．これらの

課題を解決するためには，インフラ資産の台帳を会計主体内で統一的に管理するデータベース構築を効率

的かっ迅速に実施することが必要である．

2．5．5　コード体系と台帳データベース

　インフラ会計情報は，日常的業務の過程の中で発生する情報をルーチン的方法により更新しなければな

らない．インフラの物的・機能的データに関しては，インフラ種別ごとにインフラ資産台帳を用いて管理

することが可能である．しかし，予算・決算に関わる会計情報は，予算（決算）体系に従って作成・集計化

される．個別インフラ資産ごとに執行された金銭的情報を集計できるような会計体系になっていない．こ

のような予算・決算体系が原因となって，インフラ資産台帳にインフラ資産価額に関わるデータを記述で

きないのが実状である．インフラ資産価額に関する情報を資産台帳に記入するためには，個々のインフラ

資産をコード化するとともに，予算・決算体系の会計コードとインフラ資産コードを突合せることにより，

予算執行の結果を個別インフラ資産を軸に集計する必要がある．さらに，インフラ単位ごとの会計情報を

集計化し，財務会計，管理会計のための2次加工データを作成することとなる．インフラの種類は膨大で

あり，その管理・運営主体も多様である．一方で，予算・決算体系も複雑化しているため，柔軟かつ効率

的なデータ処理を実現するためのコード体系の構築を早急に開始する必要がある．

2．6　インフラ会計の適用例

2．6．1　政策評価と財務会計：納税者会計

　総務省の調査によれば，平成14年度時点で，わが国の3，300におよぶ地方自治体のうち，すでにその8

割にあたる2，677団体で貸借対照表の作成が進められている［44］．貸借対照表作成の目的は，自治体等の

保有する資産とこれに対応した負債・資本（正味財産）の状態を2．4．2で概説したような公会計として認
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資産の部

　建設仮勘定
将来の税金の部

　将来の税金

図2．6（1）　政府の貸借対照表

資産の部

　インフラ資産
負債の部

　　将来の税金
持分の部

　行政成果評価額

図2．7（2）　納税者の貸借対照表

識・評価・記述し，行政のアカンタビリティを確保することにある．しかし，現在多くの地方自治体で作成

されている貸借対照表は，インフラ資産の管理という視点から見れば，1）インフラのアセットマネジメ

ントという視点を欠いており，インフラ資産ストックに関する会計情報の信頼性も含めて，貸借対照表か

らインフラの実態を把握できない，2）地方自治体の立場から貸借対照表が作成されており，納税者（地

域住民）にとって理解しにくいという問題がある，インフラは納税者の負担により整備され，納税者の利

用に供せられるものである．このような視点から，吉田［4］は納税者会計概念を提案し，資産の稼動によっ

て提供される行政サービスと将来のコスト負担とが，利用者である国民（地域住民）からみて，合理性・

納得性をえられるかを判断するための新しい貸借対照表を提案している．アカウンタビリティという視点

に立てば，納税者会計は非常に優れた内容を持っている．

　政府・自治体が保有する資産は，主権者である納税者との関係から分類すると，1）既に納税者に提供し

たもの．2）行政が管理するもの．3）行政が納税者に負担を求めるもの．という3つに区分できる．従

来の政府貸借対照表では，これらの資産が区分されていないため，納税者が政策の適性度を判断すること

が困難であった．吉田は，納税者に対する政府のアカンタビリティを明示するため，図2．6に示すような

政府，納税者の2つの貸借対照表を提唱する．

　政府の貸借対照表図2．6（1）は，政府が継続的に保有する資産とこれを達成するために将来返済が必

要な負債，および両者の差額としての将来の税金で構成される．インフラ資産の建設途上にあっては，貸

借対照表の資産の部に「建設仮勘定」として固定資産が計上される．建設工事の完了と同時に納税者（利

用者）がインフラの稼動によるサービスを享受することになるため，この段階で，インフラ資産を納税者

の貸借対照表に計上する，同時に，政府の役割は，インフラ資産の整備からその維持・管理に移ることに

なり，当初計画されたインフラのサービス水準を利用者たる納税者に対して安定的に維持管理していくこ

とが責務となる．インフラの維持・管理に必要な毎年の費用は，維持・修繕を担当する政府の費用として

会計上認識される．

一方，納税者の貸借対照表図2・6（2）は，インフラ資産と負債，および持分（正味財産）で構成され
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る．このうち，インフラ資産は既に前年度末までに保有していた資産額に当該年度中に完成した政府によ

る資産額を加え，これからサービス水準の低下に見合った資産減耗（減価償却，繰延維持補修引当金など）

を認識・計上する．負債は，政府の貸借対照表の作成によって明らかになった当該政府の「将来の税金（つ

まり納税者の将来負担額）」を計上する．持分（正味財産）とは，納税者の資産から負債を差し引いた差額

で定義される．これを行政成果評価額とする，

　納税者会計の概念は，インフラの供給者（政府・自治体）と利用者・負担者（国民・地域住民）との間

で，インフラの整備・維持管理のプロセスに対応したうえで，インフラ資産の状態を供給者と利用者と異

なった貸借対象表に明示的に整理し，あわせて将来の（税）負担をも一元的に会計情報として捕らえると

いう意味から重要な役割を発揮するものと期待される．

2．6．2　インフラ資産の生産性評価

　インフラ会計の目的の1つは，インフラの生産性を計測し，インフラ資産の蓄積に関するアカウンタビ

リティを示す点にある．また，インフラ資産の生産性は納税者会計における正味資本を構成する重要な要

素である．インフラ生産性に関しは膨大な研究蓄積があり，その内容はgt　3．において，包括的にレビュ

ウしている．インフラの生産力効果を検討するために，生産関数を．

”＝xβ＋レ
（2．6．5）

と表そう．ここに，”＝（lnッ1，…，lnシn）’を要素とする被説明変数ベクトルであり，跳は地域乞σ＝1，…，η）

の地域総生産（GRP）である．また，β＝（βo，β1，β2，β3）’はパラメータ列ベクトル，ゾは誤差項列ベクト

ルである．記号’は転置を表す．また，行列X

　　　　　　　　　　　　　　　X－「∵淵　　一

は地域別の生産投入要素ベクトルであり，瓦は地域盛の労働力，瓦は民間ストック，αはインフラストッ

クを表す．地域乞におけるインフラの限界生産性は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　訟一讐　　　　　（…）

と定義される．限界生産性はインフラ資産を1単位増加した時それが地域総生産の増加にどの程度貢献

するかを評価した指標である．割引率を0．04として，インフラの新規整備による費用便益比が1．5を越す

ためには，インフラの限界生産性は0．067以上なければならない．

　以上の問題意識の下に，多くの研究者が表2．7に示すような独自のデータベースを作成し，インフラの

生産性を計測している［3｝．
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■隔0．26一

目

　　　　　　　　　　　　　　　　　図2．7　インフラの限界生産1生
生産関数影＝Xβ＋Σ淫1ξ。W’〃＋WX7＋レを考える．ここに，7＝（つro，つ〆1，戸γ2，つデ3）’はパラメータ列ベク

トルである．W及びξ、はそれぞれ階層的な知識スピルオーバー効果を表現する空間近接行列とその階層性を

表すパラメータである，この生産関数の第1項は通常の生産関数を，第2項は階層的な知識スピルオーバー効
果を，第3項は生産要素の地域間の双方向スピルオーバー効果を表す．地域間スピルオーバーがあるため，イ
ンフラの限界生産性は∂（Σ鼻1〃ゴ）／∂αと表される．

　本研究では，第5章においてスピルオーバー効果を考慮した生産性評価を行っている．具体的には土居

［28］のデータベースに基づいて，インフラの地域間スピルオーバーを考慮できるように，生産関数モデル

（4．3．2）を拡張し，インフラの限界生産性を計測している［33］．1975，1985，1995年時点におけるインフラ

の限界生産性を計測した結果を図2．7に示している．この図に示すように，過去20年の間にインフラの限

界生産性が急速に低下しており，限界生産性が0．06以下（インフラ整備の費用便益比が1，5を越えない）

となる地域も存在する．既往研究［3］でも，インフラの生産性低下が指摘されているが，1）1985年以降

インフラストックが過剰になり，限界生産性が著しく低下した，2）インフラの限界生産性が低い地方部に

おけるストックの蓄積により，社会全体のインフラ限界生産性が低下した等の指摘がなされている．他の

ことを一定とすれば，インフラ蓄積が進展すれば限界生産性は低下する．しかし，先に述べたように，イ

ンフラ資産が過大に推計されていれば，インフラの限界生産性は過小推計になる可能性がある．先に述べ

たように，インフラの除却に関する統計データが現存せず，インフラのサービス水準に関する想定が明確

でないため，サービス水準を調整したインフラの限界生産性を知るすべはない．しかし，既存データベー

スに基づいてインフラの限界生産性を直ちに結論づけることは危険だろう．今後，インフラ管理戦略を検

討するためには，インフラのサービス水準と対応した適切なインフラ・ストック情報を整備することによ
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り，インフラのサービス水準と限界生産性の関係を分析することが必要である．

2．6．3　アセットマネジメント

　インフラのアセットマネジメントを実施するためには，インフラのサービス水準を工学的に検査し，あ

わせて「現実に支出された維持補修費」と「工学的に推定したサービス水準を維持するために必要な（更

新）費用」に基づいて，インフラのサービス水準が適切に維持補修されていることを貸借対照表上に明記

できるような管理会計システムを構築することが求められる［25］．本研究では第6章で詳述するように、繰

延維持補修会計に基づいた道路舗装管理会計システムを構築した，同システムは道路舗装のサービス水準

を示すMCI値［471「22】に基づいて，道路舗装の修繕箇所の優先順位を決定するシステムである［11］．そ

こでは，MCI値がその管理水準に到達した時点で修繕を実施し，新規取得時のMCI値（MCI二9．0）に復帰

することにより，ライフサイクル費用の最小化が達成できるようなMCI管理水準を求める方法を提案して

いる，さらに，図2．2（2）に示した繰延維持補修会計に基づいて道路舗装のアセットマネジメントの実

績が記録される．すなわち，上述のように求めた修繕ルールにより各会計年度に発生する維持補修費を算

定するとともに，その金額が各年度の管理会計上に繰延維持補修引当金繰入額として計上される．各年度

における繰入額と維持補修費（支出額）との差額が各年度の期末において繰延維持補修引当金に繰り入れ

られる．三重県が管理する県道を対象として道路舗装管理会計システムを構築した［54］．

2．7　結言

　本章では，インフラ会計の目的とその基本的な考え方について考察した．インフラ会計はアカウンタビ

リティの確保，資源の効率的配分，アセットマネジメント，経済統計整備のために重要な役割を果たす．本

研究ではインフラの資産評価の方法と会計方式，インフラ会計の構築方法とその適用事例を示した．イン

フラ会計を構築するためには，会計学，経営学，行政管理学，経済学の分野における学際的な研究成果を

積極的に取り入れるとともに，具体的な方法論の提案と実践によるフィードバックが不可欠である．本章

ではインフラ会計の構築にあたっての課題と今後の方法論展開のための1っの有用な知見を提供したもの

と考える，

　インフラ会計の構築にあたっては，多くの課題が残されている．第1に，国・自治体が設定するインフラ

のサービス水準を前提として，インフラ会計における資産評価や会計計算の方法が決定される．インフラ

のサービス水準は，インフラ資産の性能規定だけでなく美観アメニティ水準によっても規定される．イ

ンフラ資産の望ましいサービス水準は，技術的条件だけでなく，社会的・経済的条件を勘案しながら総合

的に決定すべきである．サービス水準に関する国民のコンセンサスを求める方法論を開発する必要がある．

第2に，インフラ会計は国・地方自治体の立場からのみ作成して事足りるものではない．インフラ資産の

サービス水準を決定するためにも，納税者の立場にたったインフラ会計を具体的に作成していくことが必



2訊結言 41

要である・この意味で，2。6．1で紹介した納税者会計に関する研究が今後必要となる．第3に，納税者の立

場に立ったインフラ会計を構築するためには，インフラの生産力効果だけでなく，生活基盤，防災基盤と

してのインフラの生産性を計測する必要がある，その際，異なるサービス水準を有するインフラ資産価額

を1元的に総合化しうる指標の開発が必要である．第4に，インフラ会計がアカウンタビリティの基本的

ツールとして定着するためには，インフラ会計の監査制度を確立しなければならない．そのためには，イ

ンフラ会計の標準仕様を確立するとともに，インフラ会計の作成，管理を遂行できる人材の養成が不可欠

である．
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第3章

インフラストラクチャ管理のための経済会計情報

に関する研究

3．1　緒言

　現在，戦後に整備されたインフラストラクチャ（以下，インフラと略す）の老朽化が進展している．今

後，インフラ関連予算の中で，既存のインフラの維持補修費用の占める割合が増力口しよう．同時に，高齢

化の進展や人口減少に伴う財源難の中で，インフラの効率的な維持補修を達成しながら，必要なインフラ

の新規投資を実施するための総合的なインフラ管理戦略が必要とされている．

　インフラ管理を効率的に実施するためには，時間軸上の各時点におけるインフラのストック情報とイン

フラ管理の経済効果を的確に記述するための経済会計（以下，インフラ会計と呼ぶ）指標が整備されてい

なければならない．インフラ会計はインフラの効率的なアセットマネジメントを支援する管理会計情報を

整備する，それと同時に，政府が実施するインフラ管理の有効性と妥当性を財務会計情報国として公開す

ることにより，国民に対する説明責任［21［3］［4］を果たす役割を担うことになる．

　従来の経済統計では，インフラ資本ストックの水準が1次元のスカラー（金銭価値）で表現されており，

インフラの量的な整備・除却と質的な減耗・修繕を区別できない．インフラの新規整備，維持補修戦略を

議論するためには，インフラの量的・質的水準を区別して記述できるような会計情報が必要である，さら

に，インフラの新規整備は，将来における維持補修需要を確実に増加させる．このようにインフラの質的・

量的な水準は互いに関連しており，両者の相互関係を明示的に考慮しうるインフラ会計の枠組みを開発す

ることが不可欠である．

　本研究では，伝統的なラムゼイ型開放経済成長モデルを拡張し，インフラの質的・量的な管理施策を分

析するための動学的インフラ投資モデルを定式化する．その上で，インフラの望ましい新規整備維持補

修戦略の実現に必要となるインフラ会計情報の基本的な考え方について考察する．以下，2．では本研究の

基本的な考え方を示す．3．では動学的インフラ投資モデルを定式化し，4．では最適インフラ管理戦略につ

いて分析する．5．ではインフラ管理のための会計情報について考察し，インフラ会計作成のための知見と

してとりまとめる，

46



3．2．本研究の基本的立場 47

3．2　本研究の基本的立場

3．2．1　既往研究の概要

　マクロな国民経済に関する会計情報を体系的に整理する手法として国民経済計算（ASystem　of　NationaI

Accounts，　SNA）が整備されている［5］．中でも，国民の経済厚生状態を評価する指標として，　Net　Domestic

Product（NDP）が重要な役割を果たしている．従来より，代表的家計の消費行動を通じて，国民の経済厚

生指標を構築する試みがいくつか存在する・中でも，W・it－（・976）［6］やA・・nss・昭・Z，（・997）［7］等は，

伝統的なラムゼイ型経済成長モデル（以下，ラムゼイモデルと呼ぶ）を用いて，Net　Domestic　Productに

よる経済厚生評価が代表的家計の生涯効用（ラムゼイモデルの最適値関数）による評価と整合的であるこ

とを理論的に示した．ただし，厳密にはWeitzman等はNDPではなく，　Net　National　Product（NNP）に

ついて議論している．

　1993年に改訂されたSNAではNationalの概念が廃止されDomesticの概念に一本化された．しかし，

Weitzman等のモデルは，　NNPをNDPに置き換えても差し支えない構造をしているため，本論文では

NDPの呼称に統一する．さらに，　Hartwick（1990）［8］，　Mailer（1991）［91，　Aronssonε孟α♂．（1997）等は環境管

理問題を対象とした動学的マクロ経済モデルを定式化し，最適投資経路上での環境や生産資本の経済価値

の構造を環境会計（Green　Accounting）としてとりまとめる方法論を提案した．しかし，これらの動学的マ

クロ経済モデルでは，物的資本の量的側面と質的側面が区別されておらず，物的資本の新規整備と維持補

修に関する戦略を検討できないという限界がある．

　本章では，インフラ資本の質的水準，量的水準を明示的に考慮した動学的インフラ投資モデルを定式化

する．そして，Aronssonθ6αZ．による環境会計の枠組みを拡張し，政府によるインフラ資本の新設・除却

や，維持補修に関する情報を記述しうるインフラ会計の理論的な枠組みを提案する．

3．2．2　マクロ経済モデルと社会厚生指標

　AronssonθオαZ．（1997）は伝統的なラムゼイモデルを用いて，社会的に最適な資本形成過程と，その下で

の社会厚生を表す経済会計情報に関する一般的な枠組みを提示している．彼らの主たる関心は，伝統的に

経済厚生指標として用いられてきたNDP指標が，社会が保有する資本の価値評価の尺度として理論的に

適切かどうかを議論する点にある．国民経済計算において，NDPは当該時点の消費と投資の和として定義

される．NDP指標は実務的に容易に獲得できる経済会計情報であるが，それはある会計年度におけるフ

ローの情報に基づいた評価に過ぎない．一方，理論的な観点からは，経済厚生指標としてNDPというフ

ロー情報ではなく，「当該年度から将来に亘る消費の効用の現在価値」を用いる方が望ましいという批判が

なされてきた．

　この論争に対して，Aronsson磁α♂・は，外部経済性や計画者にとって制御不可能な技術進歩等が存在し
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ない最も単純な状況下では，NDP指標と将来効用の現在価値指標は互いに比例関係にあることを示した．

すなわち，伝統的にNDPを用いて経済厚生を評価する方法の理論的妥当性と実務上の有用性を立証する

ことに成功している．さらに，ラムゼイモデルを拡張することにより，外部性やリスク，資源の枯渇性等

が存在する状況において厚生評価に用いることができる修正NDP指標を提案した．　Aronsson♂α1．等は，

経済厚生を評価しえる望ましい経済会計指標を選択する際の視点は「経済厚生を計測するためにどのよう

な情報が必要なのか」，「必要な情報が現在の市場で利用可能なのか」の2点に集約されると指摘している．

　しかし，前述のように，Aronsson　e孟αZ．の資本評価の枠組みでは，資本ストックが資本価値という1元

的なスカラー指標で記述されている．資本は時間とともに減耗し，常に資産価額の減価として表現される．

その結果，減耗した資本に対する質的改善のための維持補修投資と新規に資本を獲得するための新規投資

が区別されず，ともに資本に対する投資として計上される．したがって，インフラ資本の新規整備と維持

補修の区別が本質となるインフラ管理のために有用な情報を提供できないという難点がある．この問題は，

インフラ資本の質的水準と量的ストックを区別しないことにより生起するものであり，インフラ管理の基

礎となるインフラ資本ストックに関する会計情報を作成するためには両者を明示的に区別する必要がある．

3．2．3　インフラ資本の維持補修と新規整備

　インフラ資本の管理方策を検討する際，維持補修と新規整備を概念的に区別する必要がある．従来，イ

ンフラの資産評価においては歴史的取得原価を用いてきた．さらに，インフラは無限期間にわたってサー

ビスを提供するものと仮定され，68SNAに基づく旧経済企画庁統計ではインフラの減価償却［10］は実施

されていない．68SNAでは平均耐用年数47年が経過すれば資産価額がゼロとなるサドンデスの仮定が採

用されているが，この会計処理はインフラの除却に対するものであり，減価償却の概念ではない．一方，

93SNAではインフラに対しても減価償却の概念を導入すべきであるとされ，内閣府による新しいインフラ

統計は減価償却を導入している［5｝．

　インフラは除却しない限り，適切な維持補修，修繕更新により無限の期間にわたって効用を発揮する．イ

ンフラの劣化・維持過程を会計的に記述する方法として繰延維持補修会計，更新会計，減価償却会計があ

る011．このうち繰延維持補修会計，更新会計では，適切な維持補修を通じてインフラ資本は常に良好で

安全な状態に維持され無限の耐用年数を持ちうると考える．したがってインフラの価値は減少せず，常に

取得時の資産価額が保たれる．インフラの質的水準を保つために必要な維持補修支出額が毎期支出される．

　一方，減価償却会計では，インフラは時間経過とともに劣化し，インフラ資本の価値が減価すると考え

る．インフラ更新のために必要となる費用をインフラの耐用年数にわたって費用配分するために減価償却

が行われる．インフラの耐用年数が工学的な検討により適切に設定されていれば，減価償却は繰延維持補

修会計における引当金と同等の意味を持っている．いずれの会計方式を採用するにせよ，貸借対照表上に

は新規取得時（再調達時）におけるインフラの資産価額とインフラの劣化による引当金（もしくは減価償
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却費累積額)が記述される.すなわち,貸借対照表では,インフラの量的ス トック水準とインフラの劣化

による質的水準の低下に関する会計情報の双方が表記される.

本研究ではインフラは社会的生産資本として生産過程に投入されると考える.新規取得時におけるイン

フラの質的水準は,技術的水準として外生的に与えられている.インフラはその除却が決定されない限り,

無限期間サービスを提供 し,社会的生産資本としてのインフラの機能は変化しない.たとえば,橋梁の劣

化が進展 しても,その程度が許容範囲内に納まる限り,橋梁としての機能は変化しない.また道路の舗装

状態が劣化 したり,不十分な清掃によって美観が悪化 したりしても,燃費や交通流に影響を及ぼさない限

り,物流コス トは変化 しない.インフラは多少,維持補修を怠っても,すぐにはサービス水準が低下しな

い特徴をもっている【12ト

インフラの量的ス トックと質的サービスを明確に区別することは難 しいが,本研究ではインフラの設計

諸元の中でたとえば道路幅員,延長等のように,社会的生産資本としての生産性に影響を及ぼす要因をイ

ンフラの量的次元に分類する.一方,美観,力学強度等,ある一定の水準を満足していれば,インフラの

生産性に直接的な影響を及ぼさない要因を質的水準を構成する要素と考える.インフラの質的水準を維持

するために必要となる維持補修費用は,無限期にわたるライフサイクル費用を最小にするように工学的に

計算され,毎期ごとに維持補修費 (会計上は引当金繰入額)として計上される.会計年度における財政状

態により,各年度のインフラの維持補修費は変動するが,長期的な観点に立てば,毎期に確保すべき平均

的な維持補修費は質的水準が決定されれば一意的に決定されるものである.したがって,インフラの長期

的な管理戦略を検討するにあたり,｢稀少な財源を新規整備と維持補修にどのように配分すべきか｣という

問題は存在 しない.

維持補修費はインフラが劣化するために不可避的に発生する費用であり,インフラを除却しない限り国

民が継続的に負担すべき費用である.むしろ,インフラ管理の上で議論すべき課題は, 1)将来発生する

維持補修費を考慮に入れて,インフラをどの程度新規に整備 (除却)すべきか,2)インフラの維持すべ

き質的水準をどのように設定するか,という問題である.以上の問題意識の下に,3.3においては,イン

フラの最適新規整備量を決定する動学的インフラ投資モデルを定式化する.インフラの最適質的水準の決

定問題は,のちに3.4.4で議論する.

なお,モデルに資本の質を導入することは資本の異質性を考慮することに他ならない.資本の異質性は,

設備投資理論の分野ではヴィンテージモデルによっても扱われているが,Johansen[131や Virma叫叫 等

によるputty-clay型のヴィンテージ生産関数に代表されるように,そこでは個々の資本の限界生産性が取

り付け後の時間の経過とともに低下していく状況が想定されている.以下ではサービス水準に関する異質

性を考慮 している.
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3．3　動学的インフラ投資モデル

3．3．1　モデル化の前提条件

　本章ではインフラの量と質の相違を考慮した動学的インフラ投資モデルを定式化する．政府は道路，港

湾，空港，橋梁等のインフラを整備する．インフラのストック水準を「量」と「質」という2つの指標を用

いて表現する，既存のインフラ資本ストックの質的水準は適切な維持補修により所与の水準に維持される

と仮定しよう．時刻オにおけるインフラのストック量をmωと表す．インフラ資本ストック量m（オ）は所

与の質的水準のインフラを新規取得する際に必要となる再調達価額で評価されている．一般に，インフラ

が取得された時点により構造物の仕様が異なるなど，取得時点によりインフラの質的水準が大きく異なる

ため，インフラの（物価調整後の）歴史的原価（取得価額）と再調達価額が同一になる保証はない．イン

フラの資産価額を再調達価額を用いて評価するためには，基準となる質的水準を規定しなければならない．

当然のことながら，想定するインフラの質的水準が異なれば，インフラ資本の評価価額も異なってくる．

　いま，インフラの質的水準gをそれを再調達する時の価額とベンチマークとして設定した質的水準を持

つインフラの再調達価額との価額比で表現しよう，インフラ会計では，インフラの資産価額を所与の質的

水準を持つインフラの再調達価額により評価するため，動学モデルにおける質的水準は時間を通じて一定

と考える．現実には，質的水準gは技術水準が変化するなどの理由により，時代により変化している．質

的水準が変化した場合，インフラ会計においては新しいqに対応させてインフラ資産価額の再評価を行う

ことが必要となる。このようなインフラ会計上の要請に基づいて，質的水準qは技術基準として与えられ，

時間を通じて一定と仮定する．質的水準qの定義よりg≧0であり，ベンチマークとなる質的水準はq＝1

で表される．また，質的水準qを持つインフラ資本ストックの資産価額はgm（のと表される．

　インフラの質的水準は時間とともに劣化するが，質的水準を常にgに維持するためには期間ムオに対して

維持補修費R（q）ムオが支出される．ただし，維持補修費はインフラ会計上引当金繰入額（あるいは，減価

償却額）として発生するものであり，毎期にそれを必ず支出する必要はない．支出されない場合，繰延引

当金（あるいは，減価償却累計額）としてインフラ会計上に累積されていく．当該インフラが修繕・更新

された段階で，インフラの質的水準はqまで回復する．しかし，会計上の措置として，インフラの質的水

準はqで表現され，それを維持するための費用として維持補修費R（q）が経常的に支出されると考える．ま

た，インフラの新規投資量を変数ゴωで表す．新規投資量ブ（のもインフラ資本ストック量m（のと同様に

ベンチマークとなる質的水準の投資を実施する際に必要となる取得価額単位で表現されている．したがっ

て，質的水準がqであるインフラを新規投資する場合，インフラの新規投資額はgゴ（のとなる．
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3．3．2　モデルの定式化

　社会計画者が民間資本とインフラ資本の投資量を集権的に決定する丘rst　bestの問題を定式化する．小国

の開放経済（small　open）を対象とし，世界利子率は時間を通じて一定であると考える．動学的インフラ投

資モデルの定式化にあたって，家計の無限視野を仮定したラムゼイモデルを採用する［15］．国内の家計数

は一定とし，社会計画者は代表的家計の生涯効用水準を最大化する，家計の無限の将来に亘る生涯効用水

準は，瞬間的効用水準の加法和で与えられる．時刻オにおける瞬間的効用u（c（孟），g）は消費c（オ）とインフラ

の質的水準gによって定義される，インフラの質的水準は時間を通じて一定であると仮定する．効用関数

u（・）は以下の性質を満足すると仮定する．

u・＞0，脇cc＜0，　Ug＞0，　Uqq〈0，　u。q＝0 （3．3．1）

以後，下付き文字は当該変数による偏微分を表す．消費とインフラの質的水準に関する限界効用は互いに

独立と考える．当面の間，質的水準qを外生的パラメータとして取り扱うため効用関数を蜜c（の）と表現す

る．3．4において最適なインフラの質的水準について議論する際に，質的水準gを明示的に取り上げる，

　対象国が時間を通じてSlnal1であることを保証するために，代表的家計の時間選好率は世界利子率rに一

致すると仮定する［15］．生産は労働民間資本，インフラ資本の投入によって行われる．ただし家計数は時

間を通じて一定とし，さらに一家計の労働供給水準を一定と仮定しよう．孟期における対象国の生産水準は

y（孟）＝F（Lω，κ（孟），mω）により与えられると考えよう．　L（の，κω，m（オ）はそれぞれ孟期における労働水

準，民間の生産資本，インフラ資本のストック量を表す．ただし労働水準一定の仮定よりL（の；L＝const．

である．F（・）は以下の性質をもっと仮定する．

FL＞0，凡L＜0，　　　　　　　　　Iim乾＝Oo，　lim凡＝O
　　　　　　　　　L→〇　　　　　　　　　　　　　　　五一→DO

FK＞0，1『κK＜0，　lim　FK；∞，　　　　　　　　　　　　　　　　　liln　Fκ＝0
　　　　　　　　　κ→O　　　　　　　　　　　　　　　　K→Oo

耳E＞0，Eηm≦0，　lim．F翫＝Oo
　　　　　　　　　m→O

FLκ＞0，　FKm＞0，週mL＞0

（33．2a）

（3．3．2b）

（3．3．2c）

（3．3．2d）

また，生産関数F（・）は労働水準と民間資本について1次同次と仮定する，そこで生産水準と生産関数につ

いて単位労働に関する集約形

　　　　　　　　　　　　・（・）≡Illl－F（1器m（の）…脚），m（・））　　（綱

を用いて議論する．ただしκ（の＝κ（の／Lωである，一方，m（のは単位労働当たりのストック水準ではな

く，対象国全体のインフラ資本のストック量であることに注意されたい．表記の見通しを良くする目的で

小文字を用いることとする．インフラ資本はピックス中立的に労働と民間資本の限界生産性を向上させる

ものとする・F（・）に関する上記の仮定より，単位労働当たりの生産関数／（κ（の，m（切について新古典派的
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性質

　　　　　　　　　　　　　　／・＞0，隔く0，嵩ノ・＝°・，無／・＝0　　　　（3・3・4・）

　　　　　　　　　　　　　　！m＞0，！mm≦0，1im！m＝Oo，！んm＞0　　　　　　　　　　（33．4b）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　πし→0

が成立する，ここで，生産関数に含まれるインフラ資本ストックは，実際のインフラ資本価額であるqm（の

でなく，ベンチマークとなる質的水準のインフラ資産価額単位で評価した変数mωにより表現されている

ことに留意する必要がある．このことは，インフラの質的水準qは社会的生産資本としてのインフラの生

産性に影響を及ぼさないことを意味している．

　いま，インフラの力学的強度や美観等の質的水準が向上し，インフラの質的水準がq（＞1）に設定され

たとしよう．この場合，インフラの資産価額はqm（孟）となる．しかし，質的水準が増加してもインフラの

生産性は変化せず，∂∫硫，m）／∂mの水準に保たれる，インフラの生産性は質的水準とは独立に与えられる．

よって，インフラ会計を作成するためには，インフラの質的水準を定義しなければならない．

　対象国の生産に投入される民間の生産資本廊）は毎期ηの率で減耗すると仮定する．インフラが除却さ

れるまでの耐用年数と比較して，民間資本の耐用年数は非常に短い．したがって，民間資本の投資には調整

費用が存在せず，瞬時に望ましい民間資本ストックが実現すると考える．small　openの仮定より，民間資

本は国際資本市場より調達される．民間の投資市場の均衡は，限界生産性から減耗率ηを差し引いたネッ

トの限界収益率が世界利子率rに一致する状態によって与えられる，民間資本ストックに関する最適化条

件は次式で与えられる．

！鳶（鳶，γγL）一η＝T （3．3．5）

対象国の民間資本ストックの均衡水準は上式の逆関数

ん＝κ（γ・十η，γγ乙），んr〈0，κη＜0，たm＞0 （33．6）

　で表される．すなわち，世界利子率が上昇すると海外貯蓄の効率が向上するため，対象国への投資は減

少する．また，減耗率が上昇すると，企業はより高い限界生産性を確保する必要があるため，投資水準を

減少させることになる．また，インフラ資本ストックが増大すると，より多くの民間資本が国内外から流

入する．

　質的水準gのインフラ資本の量m（のの蓄積過程は

伽（孟）＝9ゴ（の一gz（オ） （3．3．7）

と表される．以後，記号「旨は時刻亡による微分を表す．インフラ資本の量m（のの形成過程（33．7）に

おいて，ゴ（オ）は新設投資量，qZωは除却されたインフラの資産価額を表す．本研究ではインフラの除却ス
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R(q) i(i)I(i)

m(i)一J も一m(i+1)

図 3.1 インフラの形成過程と資産価額
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ケジュールは外生的に与えられ,時刻tにおいて資産価額 ql(i)-Tqm(i)のインフラが除却されると仮定

する.すなわち,既存のインフラ資本ス トックに対して,毎期一定割合 Tの大きさのインフラ資本が除却

される.

一方,インフラ資本投資には調整費用が生 じる.調整費用は,例えば取引費用,仮設費用等に代表され

るように,新設投資に付随して発生する資本的投資費用以外に必要となる費用を意味する.調整費用が存

在 しない場合,初期時点でインフラ資本を瞬時に定常状態のス トック量に到達させる政策が最適インフラ

投資問題の最適解となる.調整費用が存在するために,インフラの新規投資が時間軸に沿って継続的に実

施される.本研究では次式で表されるHayashil161型調整費用 0(q,j,m)を仮定する･

o(q,jp ,-qj･Z(孟) (3･3･8a)

Z(0)-0,Z'>0,Z">0 (3･3･8b)

同一の投資水準であれば,より大きなス トック水準の下で行ったほうが調整費用 0(･)が少なくなる･す

なわち,最終的に同一レベルのインフラ資本ス トックを実現するのであれば,集中的に投資するよりも,段

階的に投資する方が効率的となる.また毎回の投資に固定費用はかからないことが想定されている.この

ような調整費用関数は投資の速度を抑制する機能を持つ.インフラの質的水準q(_>0)に応 じて維持補修

費用 R(q)が発生する.より高い質的水準を維持するためには,より頻繁な補修が必要となり,維持補修費

用が増加するため

R(0)-0,R'(q)>0 (3･3.9)

が成立する.図3.1はインフラの形成過程を模式的に表している.陰のついた長方形の部分がt期のインフ

ラ総資産価額qm(i)を,一番外側の長方形が (i+dt)期の総資産価額qm(i+dt)を表している･インフラの

新規投資j(t‖こよりインフラの資産価額はqj(i)土酎口し,除却障)により資産価額はql(i)減少する･時刻t

において供用されるインフラ資本ストック量がm(i)-I(i)単位である場合,維持補修費用 fm(i)-I(i))R(q)
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が発生する，この時，政府による最適インフラ投資問題は

　　　　　　　　　　　　　　謂皇渓一，∠°°・¢）剛融　　　　　　（3．3．1）

　　　　　　　　　　　　　　subject　to

　　　　　　　　　　　　　　血＝γα十！（κ，m）一（γ一←η）鳶一c

　　　　　　　　　　　　　　　　－（一・m）R（・）一・・｛1＋Z（畜）｝　　（331・b）

　　　　　　　　　　　　　　γれ＝ゴー戸γγγL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．10c）

　　　　　　　　　　　　　　1imα（オ）exp（一γオ）≧0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．10d）
　　　　　　　　　　　　　　毒→QQ

と定式化できる．ただし，雄）＝｛c（の，ゴ（オ）｝は制御変数ベクトルである．α（のは対象国の海外への貸付水

準を，血①は当該期の経常収支を表している．式（3．3．10b）に示すように，経常収支は貸付による利子所得

と生産から，民間資本の利払いと減耗に対する維持費用，消費，インフラ資本の投資費用を差し引いた残

額と等価である．

　インフラ資本の投資費用は式（3．3、10b）の右辺2行目により示されている．右辺2行目第1項は除却せ

ずに継続して供用する資本に関する維持補修費用を表す．右辺2行目第2項は新設するインフラに関する

投資費用であり，中括弧の第1項は投資財，第2項は調整費用を表す．式（3．3．10c）は式（3．3．7）を量的ス

トックの次元で表したインフラ資本の蓄積過程である．式（3．3．10d）はNo－Ponzi－Game条件を表す．

3．3．3　最適化条件

　当該期価値ハミルトニアンは次式で与えられる，

　　　　　　　　　　　　　　　　　H（の＝u（c）十λ〔1十qμλγ箆　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．11）

ただし，λ（のは消費財の当該期価値の潜在価格を表す．また，μ（のは消費財の潜在価格で基準化した単位

質的水準当たりのインフラ投資の潜在価格を表す．1階の最適化条件は，式（3．3．10b）一（3．3．10d）と

　　　　　　　　　　　　　　　t6c＝λ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．12a）

　　　　　　　　　　　　　　　・一・＋Zω＋畜Zω　　　（一）

　　　　　　　　　　　　　　　入＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．12c）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　！m（鳶，m）
　　　　　　　　　　　　　　　μ＝（T十ツ）μ一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　q
　　　　　　　　　　　　　　　　　＋（1つ）Rl9）一（読）2禰　　　（・・12d）

　　　　　　　　　　　　　　　　limμλexp（－丁孟）m＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．12e）
　　　　　　　　　　　　　　　か→∞

　　　　　　　　　　　　　　　　lim　H（のexp（一γの＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．3．12f）
　　　　　　　　　　　　　　　ε→QO
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で与えられる･式 (3･3･12a),(3.3･12C)より消費財の潜在価格は消費の限界効用に一致し,その水準は時間

を通じて一定となる･したがって,消費水準も時間を通じて一定となり,式 (3.3.lob),(3.3.10d)より最適

消費水準は

c*(i)-c-

-r(ao+L∞lf(緑 *)-(r+碑 -(-*

-,-～)R(q,-qj･(1+Z(蓋)〉]exp(-rT,dT〉
=J､Uo (3.3･13)

と表せる.ただし,αOは初期時点で海外に蓄積された資本ス トックである.上付きの ｢*｣は最適経路で

あることを示す.すなわち,右辺の被積分関数は初期時点から無限の将来に至るまでの最適経路上で定義

される.さらに,γ｡は代表的家計が獲得できる生涯資産の現在価値を表す.毎期の消費水準はγ｡の利子

に一致する.換言すると毎期 C-の消費を無限の将来まで継続することによって,生産やインカムゲインに

よって獲得した総資産を消費 し尽くすことになる.開放経済を仮定しているため最適消費水準は効用関数

形に依存 しない.

式 (3.3,12b)はインフラ資本の量的投資に関する最適化条件を示す.左辺の潜在価格 FL(i)は,消費cLの

限界効用で評価 した限界的 1単位のインフラ投資による生涯効用の増分を意味し,基準化されたインフラ

資本ス トックの増加の便益に相当する.右辺はインフラ投資の限界費用であり,第 1項は投資財,第2項,

第3項は限界調整費用を表す.いま,境界条件

lim p(i)expト(r+7)打 -0
tー 00

が成立すると仮定すると,式 (3.3.12d)より次式が成立する.

- エイ∞〈聖 -(1-1 ,響

+U*2Z′(C'*)チexp(-(r+7)(T-i))dT

(3.3.14)

(3.3･15)

ただLu*-j*/m*である.被積分関数の第 1項はインフラ投資による瞬間的限界生産性を意味する･ま

た,第2項はインフラ投資によって生じる限界的維持補修費用を,第3項はインフラ資本の増加に伴って

生じる調整費用の限界的減少効果を示す.すなわち,今期にインフラを増やすことによって,将来の各時

点におけるインフラ投資による調整費用が

釦 *Z(S))--C2Z,(U*, (313･16,

だけ削減される便益を意味する.インフラ資本の量的投資に関する基準化された潜在価格 〃(t‖ま,以上の

効果を現在時点から無限の将来に亘って集計した値に決められる.その際,世界利子率とインフラ除却率

の和として定義される一般化割引率が採用される.
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　潜在価格は終端時刻を境界条件とした微分方程式（3，3．12d）の解として与えられる，状態変数である資本

ストソクの最適経路は現在の状態を境界条件として決まるのに対して，随伴変数である潜在価格の最適経

路は横断性条件によって与えられる終端時刻の状態を境界条件として後ろ向きに決定される．インフラ会

計では過去から現在に至るインフラの新規整備，維持補修実績を用いた会計情報が記述される．

　インフラの潜在価格を計算するためには，将来に亘るインフラ投資シナリオが必要となり，過去から現

在までに至るインフラ管理実績を記述する会計情報のみを用いて潜在価格を計算することはできない．そ

の一方で，リスクがなく世界利子率が外生的に与えられた開放経済においては，式（3．3．15）に示すように，

インフラの潜在価格は個人の効用関数や海外貸付の水準とは独立に決定されるため，インフラの潜在価格

を算定する上で，将来の消費や金融資本のストック水準に関する情報は必要でない．現在時点で現在から

将来にわたる最適インフラ投資戦略に関する情報があれば，インフラの潜在価格を計算することができる．

3．4　最適投資戦略とその特性

3．4．1　インフラ生産性と投資戦略

　各期における最適インフラ投資率σ（オ）≡ゴ（孟）／m（オ）を定義しよう．式（3．3．12b）より，最適インフラ投資

率σ＊（孟）は潜在価格μωのみの関数として

σ＊ i孟）≡く（μ（孟）） （3．4．17）

と与えられる．ただし，

　　　　　　　　　　　　　　　ζ（1）＝0，ζ’（μ）＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．4．18a）

　　　　　　　　　　　　　　　∂σ＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　可；ぐ（・）＝・7（。・）＋。・Z〃（。・）〉°　　　（3・4・18b）

が成立する．条件（3．4．18a）より，μ（ε）；1の時，σ＊（の＝0となりインフラの新規整備は行われない．最

適投資率σ＊（のは潜在価格μ（のに関する強単調増加関数であり，μω＞1が成立する場合にはインフラの

新規投資が必要となる．すなわち，インフラ投資ルールZは

　　　　　　　　　　　　　｛μ（の＞1⇒新規整備が正当化される　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．4．19μ（孟）≦1　⇒新規整備は正当化されない）

と表せる．潜在価格μ（のは，動学的世界における資本投資基準を表すものであり，企業投資理論における

「Tobinの限界q（Tobin’s　marginal　q）」［17］［18］に他ならない．特に，民間資本と比較して，インフラ資本

ストックの経済的寿命（除却されるまでの期間）は極めて長い．このような経済的寿命の差異を考慮して

インフラ資本の生産性を評価するためには潜在価格μ（のを用いる必要がある．インフラ蓄積過程における

長期定常状態を

挽（孟）＝0，μ（オ）＝0 （3．4．20）
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により定義 しよう.上式と式 (3･3.5),(3.3.10C),(3.3.12d),(3.4.17)より,定常状態の投資水準js,投資率

OIS,インフラ資本のス トック量ms,潜在価格 psは

j8-7mS,o･8-7

fk(ks,ms) - ,+rl

FLS-1+Z(7)+7Z′(7)

(r+7)pS=生 壁⊥塑 -(1-7)空也 . ,2Z,(7)
q q

(3.4･21a)

(3.4.21b)

(3.4･21C)

(3.4.21d)

と表せる･長期定常状態におけるインフラの潜在価格 〃Sは式 (3A.21C)により与えられる.すなわち,定

常状態においてはインフラの新規整備 jsはインフラの除却量7mSに一致する.定常状態においても,イ

ンフラ資本の除却が行われるため,定常状態におけるインフラの限界投資効率を表すTbbinの限界qは1

にはならず,インフラの新規整備に伴 う調整費用Z(7)+TZ′(7)の分だけ1より大きい値を示す.また式

(3.4.21d)を整理すると,定常状態におけるインフラ資本ス トックmβは

fm(ks,ms)+q72Z′(7)-(1-7)R(q)+qpsT+qps, (3.4･22)

を満足する水準に決定される.左辺第 1項はインフラの限界生産性を,第2項はインフラ投資による調整

費用の減少効果を表す.一方,右辺第 1項はインフラス トック量の増加に伴 う維持補修費用の増分を表す.

右辺第 2項はインフラス トックが 1単位増加することに伴って7単位のインフラを除却することによる損

失を,インフラ投資の潜在価格で評価 したものである.右辺第3項はインフラ投資費用と同額の資本を国

際資本市場に投資した場合に得られる利子収入を,インフラ投資の潜在価格で評価 したものである.すな

わち第3項は金融資産として保有した場合の収入を犠牲にすることによる逸失便益 (インフラ投資の機会

費用)と解釈される.すなわち,上式 (3.4.22)の左辺はインフラ資本の追加的投資に伴う限界便益を,右辺

は限界費用を表 している.上式は長期定常状態におけるインフラ投資の費用便益ルールを示している.そ

して潜在価格 〃βに式 (3.4.21C)を代入すると

fm(ks,ms)+q72Z′(7)

-(1-7)R(q)+q(7+ r)(1+Z(7)+TZ′(7)) (3.4,23)

を得る.長期定常状態においては,潜在価格 〃8という情報を用いずに費用便益評価を行 うことができる.

3.4.2 定常状態と動的管理過程

インフラ蓄積過程の長期定常状態の近傍における挙動を分析するために,式(3.3.10C),(3.3･12d)を(ms,〃S)

の回りで準線形化すれば,移行動学

rh-(′(FLS)mS(IL-FLS) (3.4.24a)
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μ

μ8

～λ＼ミ

　　　　　　腕＝0

鼠　　も＼3PP

μ一・」

mm　　　　m5

図3．2　鞍点経路と定常状態

　　　　　　　　　　　　　　　！撫鑑＋鑑m
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　8m一ηz）十γ尋（μ一μs）　　　　　　　　　　　　　　　（3．4．24b）　　　　　　　　　　　　μ＝－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　q

を得る．世界利子率が外生的に与えられる開放経済では，インフラ蓄積の動学過程を貯蓄や消費とは独立

に分析することができる，さらに，

メ瓶峨＋瑞m＜0 （3．4．25）

が成立するとき，インフラ蓄積過程に鞍点経路と定常状態が存在する（付録参照）．条件（3．4．25）の第1

項は，インフラストックの増加が民間資本の限界生産性を増加させることによって，民間資本の追加的投

入を招く効果を示す．言い換えれば，インフラの増加が民間投資を誘発する間接的効果を意味している．

　一方，第2項はインフラの蓄積により，その直接的な限界生産性が逓減する効果を意味している．定常

状態（m8，μ8）の近傍において，第2項の負の効果が第1項の正の効果を上回るとき，図3．2に示すように

（m，μ）平面に鞍点経路5PP（Saddle　Point　Path）と定常状態が存在する．任意の時点におけるインフラ資

本のストック量mに応じて鞍点経路上の潜在価格μが決定される．

　例えば，ある時点におけるインフラ資本mがm8よりも小さい時，インフラの限界投資効率μはμ8よ

り大きくなる．式（3．4．21c）よりμ8＞1であり，μは1よりも大きい値をとる．最適投資ルール（3．4．19）に

従ってインフラ投資を実施し，インフラ資本ストックを増加させることが必要となる．他のことが一定で

あれば（技術革新等が存在しなければ），インフラ資本ストックの増加に伴ってインフラの限界投資効率

μは鞍点経路に沿って次第に小さくなり，インフラ蓄積過程は長期定常状態（鵬5，μ8）に収束する．

3．4．3　比較動学分析

　インフラの質的水準gの変化がインフラ蓄積過程の定常状態に及ぼす影響に関して比較動学分析を試み

る．以下では，インフラ蓄積過程の安定条件（3．4．25）が成立すると仮定する，まず，インフラに要求される

質的水準gが増加した場合を考えよう．例えば，耐震基準等，インフラに対する要求性能が増加し，同じ

生産性を有するインフラであっても，その取得価格が増加した場合などが相当する．式（3．4．21c），（3．4．22）
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より,定常状態の潜在価格 ps,インフラの量msと性能 qの関係について次式を得る

dms r(1+Z+7Zl)+7(1+Z)+(1-7)R'

dq fStk枕 +fit,n
く0

インフラの限界投資効率FLSは質的水準qの影響を受けず,インフラの新規率はインフラの質的水準に依存

しない･一九 インフラの質的水準qが大きくなれば,インフラ投資による便益よりも費用の方が大きく

なる･qの増加は,式 (3.4.22)の左辺に示す便益よりも,右辺に示す費用の方をより増大させる.限界費

用の増分を賄 うためにインフラ投資はより大きな限界生産性 fm(ks,ms)が必要となる.その結果,インフ

ラ資本に関する収穫逓減の仮定より,インフラス トック量は減少せざるを得なくなる.インフラの質的水

準が増加すれば,長期定常状態におけるインフラ資本ス トックmsは嘩少する.

ついで,インフラの長寿命化がインフラ蓄積過程の定常状態に及ぼす影響を分析する.長寿命化により,

インフラの単位年度あたりの維持補修費が節約されると考える.すなわち,維持補修費が毎年等額発生す

るように会計処理する場合,q/R(q)tまインフラが更新されるまでの耐用年数を表す.したがって,いまq

を一定と仮定 して,維持補修費R(q)が減少することは,耐用年数が増加することを意味する.インフラの

長寿命化が長期定常解に及ぼす影響を分析するために,維持補修費用を

R(q)≡pRo(q),月○′(q)>0 (3･4.27)

と特定化 しよう.インフラの長寿命化によりパラメータβが減少すると考える.氏(3.4.21C),(3.4.22)より

有 -0,誓

dFLS (1-7)Ro(q)

fStk境l+fan
<0 (3･4.28)

を得る.技術進歩による維持補修費用の減少により,定常状態におけるインフラ資本ス トック量は増加す

る.なお,以上の結論は長寿命化に要する価格が不変であるという仮定の下に導出している.長寿命化の

ためにインフラの価格が増加する場合,長寿命化の効果 (3.4.28)だけでなく,インフラ価格の増加の効果

が同時に働くため,比較動学の効果を一意的に評価できない.

最後に,インフラの除却スケジュールの変更の影響について考えよう.インフラの除却率Tが長期定常

解に及ぼす影響は以下のように評価できる.

dps

dT
2Z/+TZ〝>0

dms q(1+Z+TZ′)+rq(2Z′+7Z〝)-R

dT fStkkL+fan

すなわち,除却率が増加すれば定常状態におけるインフラの限界投資効率 〃βは増加する.また,式(3.4.29b)

より

里垣 ,(1+Z恒 Z′)+,(2Z′.,Z′′)
q
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　γ　　　　dm8
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝｛讐・⇒可〉°　　　（343°）

が成立する．すなわち，インフラの単位ストック当たりの取得価額gと維持補修費用R（g）の比R（g）／gが，

割引パラメータγ，ッにより規定される上式右辺の水準よりも大きいときには，除却率の増加は定常状態の

インフラ資本ストックを増加させる，また，除却率の減少は定常状態のインフラ資本ストックを減少させ

る，このことは，維持補修費用が占める割合が大きいときに，インフラを長期間供用する（除却率を小さ

くする）ことはインフラ管理費用の増加をもたらし，社会が持続的に保有できるインフラのストック量が

減少することを意味している．すなわち，維持補修費用が大きいときには，インフラの除却スピードが早

いほど（取替えのサイクルが速いほど），定常的なインフラ資本ストック量は増加する．

3．4．4　最適質的水準の決定

　以上では，インフラの質的水準gを与件として取り扱ってきた．質的水準が異なれば，インフラの単位

ストソク当たりの資産価額が異なる．限界生産性∫mは標準的技術水準のインフラ資本価額に対して定義さ

れる．インフラの質的水準が異なっても，物理単位で計測されるインフラの量的なストックに関する限界

生産性は変化しないと仮定した．しかし，インフラの質的水準は家計の効用水準や維持補修費に影響を及

ぼす．さらに，インフラの質的水準が異なれば，長期定常状態におけるインフラの量的水準も異なる．し

たがって，インフラの最適ストック量を議論するためには，インフラの最適質的水準を同時に議論するこ

とが必要となる．

　効用関数にインフラの質的水準qを明示的に含め，u（c（オ），9）と表そう．質的水準は初期時点で決定され，

一度決定されれば技術基準として時間を通じて一定に保たれると仮定しよう．また時刻オにおける最適イ

ンフラ投資問題の最適値関数をγ（α（の，m（オ），g）とする，

聯），m（・），・）≡∠°°繭）即｛イ圃｝伽
（3．4．31）

時刻0における最適インフラ投資問題（3．3．10a）一（3．3．10d）の最適値関数はy（αo，mo，g）により表される，一

方，式（3．3．13）より，開放経済では最適経路上の消費水準c＊は時間を通じて一定となる．よってc＊は長

期定常状態における消費水準c8に等しい．すなわち

c＊ iの；c8＝～5＝Tα8十！（κ8，γγL8）一（γ・十η）κ5

　　　　《m5一ッm3）R－9ッm5｛1＋Z（の｝ （3．4．32）

したがって次式を得る．

γ（α（孟），m（オ），9）－u（c㌔q）－u（♂，9）

　　　　　　　　　　T　　　　　　　　γ

（3．4．33）
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最適値関数 V(as,ms,q)をqに関して微分すれば,

dV(a(i),m(i),q)_u…C昌+uq

dq r

封ra這+fStm昌

-(ms-TmS)R′-TmS(1+Z)

-(軒 瑚 R一画 (1+Z,･3]
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(3.4.34)

を得る･ただし,申 まcsで評価した消費の限界効用である.式 (3･4･26b)よりm昌<0である.式 (3･4･35)

の2行目の第 1項はインフラの質的水準の限界的変化に伴 うインフラ資本調達資金の利子支払いの限界的

変化を表す.第 2項はインフラ資本ス トックの減少を通じたGDPの減少を表す負の効果である.第3項,

第4項はそれぞれ質的水準の増加によって維持補修費用,新規投資費用が増加する負の効果を表す.一方,

第5項,第6項は定常状態におけるインフラ資本ス トックの減少によって維持補修費凧 新規投資費用が

減少する正の効果となる.第7項は質的水準の増加に対する家計の支払い意思額である.最適なインフラ

の質的水準q*は,内点解を仮定すると,

dV(a (i),m(i),q*)
= 0

により与えられる.式 (3A.35)より,q*は,

些 +,a言-(mB-Tms)R*′-7mS(1+Z)
u芸

-(m昌一7m芸)1r +q'7m芸(1+Z)-fStm芸

(3.4.35)

(3.4.36)

を満足する水準に決定される.各変数はq*において評価されている.議論の見通しをよくするため,一度

建設されたインフラは除却されないと仮定しよう.すなわち,7-0と仮定する.前述したように,イン

フラの更新投資は維持補修引当金 R(qHこ計上されており,インフラの更新による古いインフラの撤去は,

ここでいう除却に含まれない.この時,最適化条件 (3.4.36)は

I/萱 ,,.･い ,I,:,/I. I∴III:, ,,/､l:.,
uさ

(3.4.37)

と簡略化できる.ここで,αβは海外に蓄積された資本ス トックであり,その水準は初期ス トックαOの値

に依存する.7-0が成立する時,最適インフラ資本ス トック量を表す最適化条件 (3･4123)は,

fm(ks,ms) -q*,+R(q*) (3.4.38)

と表せる.すなわち,インフラの最適ス トック量は,インフラの限界生産性がインフラ調達費用の利子支

払いと維持補修費用の合計で表される一般化資本コス トと一致する水準に決定される.式 (3･4.38)を式

(3.4.37)に代入すれば,

u;
- --r(a言+q*m言)+msIF′
u芸

(3.4.39)
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を得る・左辺はインフラの質的水準に関する家計の支払い意思額である・右辺のT（α耳＋q＊m葛）は質的水準

の増加に伴う利子の変化を表す．帽＋g＊m葛く0のとき，第1項は利子支払いの増加を意味する．すなわ

ち，インフラの最適質的水準は，サービス向上に対する支払い意思額が，質的水準の増加による利子の変

化と維持補修費の限界的変化に一致する水準に決定される，

3．5　インフラ管理のためのインフラ会計情報

3．5．1　インフラ会計情報

　本研究ではsmall　open経済の下における動学的インフラ投資モデルを定式化した．本モデルにおいて，

インフラ資本ストックの資産価額は，1）ある基準となる質的水準qを想定した再調達価額で評価され，

2）インフラ資産の質的水準gを半永久的に維持するために必要となる修繕費用R（のが毎年費用として発

生する，という会計原則に従って記述される，政府がインフラマネジメントを効果的に実施するためには，

3．4．1で述べたように動学的マクロ経済モデルの枠組みにおいてインフラのshadow　priceを評価する必要

がある，そしてsh昂dow　price等と整合的な，最適インフラ投資戦略を実施するために必要な情報が政府が

管理する経済会計上に記述されることが必要である．

　特に，インフラ投資戦略を経済会計情報に基づいて検討するためには，動学投資モデルの最適解がSNA

体系として表される国民経済計算会計と整合的でなければならない．そこで，以下では動学モデルの最適

化条件に関する情報がSNAとして整備される経済会計情報と整合的であるかどうかを分析する．

3．5．2　ハミルトニアンと社会的厚生評価

　現在期価値ハミルトニアンHP（のを次式で定義する．

　　　　　　　　　　　17P（オ）＝H（孟）exp（－丁孟）

　　　　　　　　　　　＝u（c，（1）exp（一γ・孟）十λexp（－Tの（1十qμλexp（一蛇）挽　　　　　　　　　　　　　　　（3．5．40）

最適経路上における現在期価値ハミルトニアンHP＊（のは制御変数，状態変数，随伴変数，時刻により

　　　　　　　　　　　　　　HP＊（孟）＝HP＊（c＊，ゴ＊，α＊，m＊，λ＊，μ＊，オ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．5．41）

と定義される．ここでHP＊（のを孟に関して微分すれば，

　　　　　　　　　　　　　砒　　　　　　　　　コ

　　　　　　　　　　　　　　　　　＋H契＊入＊＋πβ＊μ＊＋Hr＊　　　　　　　（3・5・42）

を得る．ただし，HP＊の下の添え字は，現在期価値ハミルトニアンの最適経路上における当該変数による

偏微分を意味する．さらに，1階の最適化条件（33．12a）一（3。3．12f）を考慮すれば次式を得る．

　　　　　　　　　　　　　　　盟P＊（オ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　漏一ru（c＊，g）exp（一γ・孟）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．5。43）

　　　　　　　　　　　　　　　　　砒

ゴHμ（オ）－H理＋H5・＋曙が＋硝血・
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上式の両辺にexp(ri)を乗じ,初期条件 (3.3.12f)の下で時間tに関して積分すれば,当該期価値- ミル ト

ニアン

H*(i)-r
仁

u(C*(T))exp〈-r(T-A))d,

-rV(a(i),m(i)) (3･5.44)

を得る.ただし,H*(i)-HP*(i)exp(ri)である.また効用関数,最適値関数においてqの表記は省略する.

最適値関数V(a(i),m(i))は状態評価関数とも呼ばれ,対象とする経済の状態変数の価値を表す.すなわち,

t期に存在する海外貸付の水準とインフラ資本ス トックの状態 (a(i),m(i))から,無限の将来にわたってイ

ンフラ投資を最適に管理することによって得られる生涯効用の現在価値の最大値を意味する.したがって,

最適値関数V(a(i),m(i))は,社会が保有する金融資本とインフラ資本の組み合わせ (a(i),m(i))の資本価

値を適切に表現した会計情熱 こなっていることが理論的に保証される.式(3.5.44)は,ある時点におけるフ

ローの価値を表す当該期価値-ミル トニアンH*(i)を用いて,現有の資本ス トックを用いて達成可能な経

済価値を評価できることを示 している.式 (3.5A4)の会計的意義を明確にするために同式を展開する.す

なわち,

u(C*)+入*d*+qFL*入*rh'

=γ
十

u(C*(T))expト r(T-i))dT (3.5.45)

を得る.式 (3.5.45)に示すように,左辺に現れる当該期の消費,経常収支,インフラ投資に関するフロー情

報を用いて,右辺に示す将来にわたる効用の割引現在価値を評価できる.社会的厚生評価の分野では,経

済会計情報としてフローの情報としてのNDPを用いるべきか,あるいはス トックの情報である将来効用

の割引現在価値を用いるべきかを巡って論争が重ねられた.

weitzman(1976)は式 (3.5A4)を導出することにより,フローとス トックによる社会的厚生評価指標が,

実は同じ会計情報を異なった方法で表現 しているに過ぎないことを明らかにし,経済会計情報に関する論

争に終止符を打った[6ト フローとス トックに関する会計情報に関する関係式は,その後,Hartwick(1990),

Maler(1991),Aronssonetal･(1997)等により理論的彫琢が重ねられた･最適インフラ投資問題においても

同様の社会的厚生水準に関する基本会計式 (3.5.44)が成立する･

インフラ会計では,過去から将来にわたって発生する維持補修費用がインフラの維持補修引当金繰入額,

あるいは減価償却額として期間内配分され,各会計年度における会計情報として記載される.すなわち,

時間軸上で変動があるキャッシュフローを供用期間で均等に配分し, 1期分のフローのタームで評価する.

また,発生した費用を実現した収益と対応させて配分するという費用収益対応の原則が存在する.最適値

関数V(a(i),m(i))は金融 ･インフラ資本で構成される資本ス トックがt期以降の各期で発生する価値の割

引現在価値を表 しており,最適値関数V(a(i),m(i))に割引率を乗じたrV(a(i),m(i))は資本ス トックの1
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期あたりの平均的価値に相当する．Ty（α（オ），m（の）≡の＝const．の大きさの一定の社会厚生のフローが時

間軸に沿って発生すると考えれば，将来に生じる社会的厚生のフローの割引現在価値をオ期の当該期価値

として評価した結果が最適値関数値と一致する，すなわち，

　　　　　　　　　　　　　∠°°測げ回）｝伽÷聯），m（の）　　　（・圃

が成立する，したがって，毎期に計上される平均的価値のが最適値関数y（α（オ），視ω）の代替指標となりえ

る。ここで，式（3．5．44）に着目しよう，最適経路上の当該期価値ハミルトニアンH＊（のは資本（α（古），m（オ））

がもたらす資本価値V（α（の，m②）に対する利子配当に相当する．

3．5．3　社会的厚生指標の性質

　式（3．4．33），（3．5．44）より，

　　　　　　　　　　　　　　　　∫1＊（孟）＝rV（α（舌），γη（舌））＝冠（c＊）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．5，47）

が成立する，当該期価値ハミルトニアンは当該期の効用水準と等価になり，時間を通じて一定となる．この

関係はインフラ蓄積過程が定常状態に到達する以前の段階においても成立する．また，式（3，5．45），（3．5．47）

より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　λ＊（｝＊十gμ＊λ＊γ箆＊＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．5．48）

が成立する．したがって，以下の関係が成り立つ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　gμ＊γれ＊＝一（Σ＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．5．49）

式（3．5．49）は当該期のインフラ資本の総価値の増加が経常赤字に一致することを意味する．すなわち，イ

ンフラ投資は海外市場から資金を調達することにより実施されるため，インフラの資産価額の増加は海外

で貯蓄している金銭的資本の減少を招くことになる．また，式（3．5．49）は最適経路上では経常収支とイン

フラ投資の比ゲ／q仇＊が，基準化されたインフラ投資の潜在価格μ＊に一致していることを表している．

　また，Hartwick（1990）に従って，効用関数をcに関して線形近似し，限界効用を用いて最適経路上の当

該期価値ハミルトニアンを金銭単位で表現する．ただし，質的水準gはパラメータと考える．すなわち

　　　　　　　　　　　　　　　　　　u（c＊）側u：c＊＝λ＊c＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3．5．50）

と近似し，式（3．5．47），（3．3．10b）を用いれば，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　H＊（孟）　＊
　　　　　　　　　　　　　　　　　2V、DP＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝C
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　uき
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　；f（た＊，m＊）－a＊十γ・α＊一（γ十η）焉＊

一（m＊一ツm＊）R（・）一・ブ＊ o・＋z（券）｝（・・5…）を導ける［1gJ・・行目の右辺の第・項は現有の民間資本，

インフラ資本ストックがもたらす生産物であり，当該期のGDPに相当する，第2項は経常赤字，第3項

は海外貸付からの利子収入を表す．第4項は民間資本の利払いと減価償却費を表す，最終行はインフラの

維持補修費用，および新規整備費用を表す．上式に示すように，NDPを計算する際には，　GDPから資本

収支，インフラの維持補修費用や新規投資費用を控除する必要がある．すなわち，インフラの最適投資戦

略と整合的なNDP指標を算定するためには，通常の経済会計情報である国内生産物！（庵＊，m＊），経常赤字

が，海外からの資本収入γα＊，民間部門の利払いと減価償却費（r＋η）摩の他に，インフラ資本ストック

m＊ Cインフラの定常的な維持修繕費用R（g），および新規投資費用qプ｛1＋Z（ゴ＊／m＊）｝に関するインフラ

会計情報が必要となる．

3．5．4　インフラ会計情報の作成上の課題

　残念ながら，現行のインフラ資産ストック情報は，経済会計情報（3．5．51）を求めるために十分な情報を

有していない．まず，インフラ資産ストックm＊に関しては，1）質的水準gの異なるインフラの取得原

価を加算したものであり，インフラの質的水準に関する政策分析ができない，2）過去に撤去されたイン

フラ資本ストックが会計上除却されていない，という問題を有している，

　1）の問題に対しては，インフラの力学的条件だけでなく，国民の支払い意思額を通じた評価（3．4．39）

も考慮し，インフラのあるべき質的水準を決定することが必要である．2）に関しては，現存するインフ

ラ資産の再調達価額を用いた資産評価を実施することが必要である．また，除却の会計処理の問題ではイ

ンフラ資産台帳の整備と資産価額評価とその更新システムを整備することが必要となる．

　つぎに，定常的維持補修費用R（ωに関する情報は現時点で利用可能でない．この値を算定するために

は，現存するインフラ資産の最適アセットマネジメント戦略を検討し，インフラ資本の質的水準を維持す

るために必要な修繕費用を算定することが必要となる，最後に，新規投資費用に関しては情報が存在する

ものの，その中に新規投資に付随して発生する調整費用Z（ゴ＊／m＊）に関する情報が含まれていないという

問題がある．

　なお，インフラの最適ストックに関わる意思決定を行うためには，インフラ投資の潜在価格であるμ（の

を求める必要がある．インフラ投資の潜在価格に関する研究成果は蓄積に乏しく，調整費用関数Z（ゴ加）

の推計事例も極めて乏しいのが現状である．これまで，インフラの資本ストックに関する議論はインフラ

の生産性［20｝を用いて議論されることが多かった．しかし，この方法ではインフラが極めて長期に供用さ

れる資本であるという特性を考慮することができない，今後，インフラ投資の潜在価格に関する研究の蓄

積が不可欠である・また，インフラの除却率7を一定としていた．インフラの除却はインフラの転用や機

能更新と対応して実施される．インフラの最適な除却スケジュールに関する研究は，今後に残された大き
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な研究課題である，また，現実には多様な種類のインフラが存在する．よって，GDPを算出する集計的な

生産関数の同定が重要な問題となる．複数インフラで定義される生産関数を得られれば，各インフラ資産

について最適質的水準の決定条件等の本章の分析結果を適用することができる．

3．6　結言

　本章ではインフラの量的ストソクと質的水準を同時に取り扱った最適インフラ投資モデルを定式化した，

インフラの最適投資モデルに関しては膨大な蓄積があるものの，インフラの新規整備・除却，維持補修の差

異を考慮した最適インフラ投資戦略に関してはほとんど研究が進展していないのが実情である．本研究で

は，インフラの新規整備戦略や最適な質的水準を議論するための分析枠組みを提案するとともに，時間を

通じたインフラの投資戦略に関する情報をインフラ会計情報として整備するための課題について考察した．

　インフラ会計情報の目的は，インフラの効率的なアセットマネジメントを支援する管理会計情報を管理

するとともに，政府が実施するインフラ管理の有効性と妥当性を財務会計情報として公開することにより，

国民に対する説明責任を果たす役割を担うことにある．提案したインフラ会計情報を作成するにあたり残

された研究課題は3．5．4でとりまとめた通りである．さらに，本章に直接関係する研究課題として以下の

事項があげられる．第1に，インフラの限界投資効率を経験的に推計するための方法論を開発する必要が

ある．インフラと民間資本の明らかな相違点は，耐用年数の違いにある．従来より，インフラの生産性を

議論した研究［201が蓄積されているが，インフラと民間資本の耐用年数の違いを明示的に考慮してインフ

ラの生産性を測定した事例は多くない，インフラの限界投資効率を測定するためには，将来におけるイン

フラ整備シナリオを考慮する必要がある．このような本来後ろ向きに推計すべき限界効率性の推計方法に

関する方法論の開発が不可欠である，第2に，インフラの質的水準を評価するための効用関数を推計する

必要がある，そのためにはインフラの質的水準に対する家計の支払い意思額に関する経験的な分析情報を

蓄積していくことが重要である．さらに，納税者の立場からインフラ資本ストソクとアウトカム指標をバ

ランスシートとして記述するような納税者会計［41，［111に関する研究が必要となろう．第3に，本章のマク

ロ動学モデルは実物経済を記述したものであり，ファイナンスの過程におけるインフレ等の問題を考慮す

ることはできない．貨幣を導入した経済モデルへの拡張が今後の課題である．第4に，本モデルでは1国

レベルの社会計画者による丘rst　bestの問題を扱っているため，予算制約はNPG条件のみとなっている。

市場分権問題を定式化する場合には，税や政府の財政的制約条件が必要となり，財政的制約が拘束的とな

る場合には丘rst　best解は達成されないことになる．また財政的制約によってインフラの段階的投資が促進

されるという構造が生まれることになる．政府の財政的制約条件を考慮した最適なインフラ管理モデルの

分析が必要である。



3.6.結言

付録. 鞍点経路の存在条件

(m(i),FL(i))に関する動学過程を定常状態 (ms,ILS)の近傍で準線形化することにより次式を得る

0 (I(ps)ms

=(ms,ILS) r

m - m s

/I-/ Lj

67

ただ し=(ms,ILS)--(fStkk㌫+film)/qである.上の連立微分方程式の固有値 FCl,rC2を求めると,

Kl,K2-芸〈r土 師 〉
('>Oに留意すると,=(ms,ps)>0のときに2つの固有値はKl>0,Fc2<0になる.従ってfStkk㌫+film<

Oであることが,(m,FL)空間に (ms,ILS) に収束する鞍点経路が存在することの必要十分条件 となることが

わかる.
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第4章

社会資本の生産性と経済成長に関する研究

4．1　緒言

　従来より，短期的な景気刺激策・経済安定化策として公共事業の役割について多くの議論がなされてき

た，近年では，公共投資がもたらす乗数効果の低下が指摘されている．公共投資の結果は社会資本として

蓄積され，民間部門の生産性向上や生活環境の向上に寄与している，本論文では，主として社会資本整備

が民間部門の生産性向上や経済成長に及ぼす側面に着目する．財政難が予想されるなか，社会資本の生産

性を実証的に検討していく意義は大きい．

　1980年代後半以降，米国を中心として社会資本の生産性に関する研究が蓄積された．Aschauer［1，2］は，

生産関数を用いて社会資本の生産性を計測し，米国における社会資本整備の遅れが米国の1970年代以降

の生産性上昇率の鈍化をもたらしたと主張した，彼が用いた社会資本の概念，データセット，推計方法に

対して批判が集中したが，それを契機に社会資本の生産性に関する膨大な研究成果が蓄積された．しかし，

個々の研究成果における推計値には大きな差異が存在し，社会資本の生産性に関して見解の一致を見るに

至っていない．

　同じく1980年後半以降，Romer［15，4］，　Lucas［5］らにより，人的資本や社会資本の蓄積を明示的にモデ

ル内に取り込み，永続的な成長現象を説明する内生的経済成長理論が急速に発展した．その中で，「地域（国

家）間における経済成長率の地域間格差は収束する傾向にあるのか否か」に関して議論が戦わされている．

もし，経済成長率が収束するならば，社会資本によって経済成長率をコントロールすることの意義は小さ

い．「経済成長率の収束＝発散論争」は，いまだ決着していないが，これに関する論議は社会資本の整備戦

略を考えていく上で極めて重要な検討課題である，

　社会資本の生産性や経済成長効果に関する膨大な研究成果が蓄積されており，レビュウ論文もいくつか

発表されている．本章では，4．2で議論するように，社会資本の定義と規模の経済性の取り扱い方とに焦

点を当てて研究成果をとりまとめるとともに，残された研究課題や今後の発展の方向性について考察する．

以下，4．2では本研究におけるレビュウの視点を明らかにする．4．3では社会資本の生産性の計測事例を総

括し批判的検討を行う．4．4では内生的経済成長理論における社会資本の役割について議論する．4．5で

70
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表4.1社会資本の分類

種類 わが国での R7王 t 三井 .太田 t201における分頬 米統計局 t161 Aschauerlllの定義政府 公 ､ 民間 生活 交 通 匡事土 農林 その コア の社会資本
企業 企業 環境 通信 保全 漁業 他 M 分 類 コアA

ab 道路港湾 .航路 ○○ ○○ ○ (⊃ ○○ 〇〇〇 ⊂) 〇〇〇 ○○ ○○ ○

Cd 航空鉄道 ○ ○ ○○ ○○ ○○ ○○ (⊃(⊃

e∫g 地下鉄電気通信公共賃貸住宅 ○○ ○○ ○○ ○○ (⊃ ○

h1Jk 下水道廃棄物処理水道都市ノ＼ 〇〇〇 〇〇〇〇〇〇〇〇 ○○ 〇〇〇 ○ 〇〇〇 〇〇〇〇

l ム園文教施設厚生福祉 壬 ○○ ○ ○○ ○○ ○

mn0pqrStuV 施設治水治山海岸農林漁業郵便国有林工業用水道電気 〇〇〇〇〇 〇〇〇〇 ○ 〇〇〇(⊃○ 〇〇〇〇〇

注) コアMは三井 .太田 【20】によるコア社会資本の定義を,コアAは As chauerl11によるコア社会資本の定義を表す.

は,社会資本整備が経済成長に及ぼす効果に関する経験的知見をとりまとめる.最後に,4.6では,今後

の研究課題について議論する.

4.2 本章の基本的立場

4.2.1 既往研究の概要

社会資本の生産性に関して,すでに膨大な文献が蓄積されている.それに伴い,これらの文献を包括的

に体系化 しようとする試みもいくつかなされている.たとえば,Gillen【6]は交通施設に限定しているもの

の,この分野における優れたレビュウ論文として定評がある.社会資本全般に関して包括的な体系化を行っ

た試みとしてSturmr7Jがあげられる.Sturmは時系列データ,クロスセクションデータを用いた社会資本

の生産性に関する計測事例をOECD諸国を対象として包括的にレビュウしている.その中には,1998年

時点までの英文による代表的事例は概ね収録されている.

わが国においても,三井,太田[20jが,社会資本の生産性に関する包括的な研究を行っている･そこで

は,都道府県別,部門別に社会資本の生産力の分析を行 うとともに,社会資本の財源や公的金融の役割に

ついても言及 している.以上の研究レビュウは,主としてマクロ生産関数,費用関数を推計することより,

社会資本の生産性を計測 しようとする研究事例を対象としてお り,社会資本が経済成長に及ぼす影響の考

察はなされていない･吉野,中島 [9jはわが国のデータを用いて部門別,地域別の社会資本の生産性を分析

するとともに,需要創出効果を踏まえた財政支出関数と連立させることにより,単位期間後の時点に財政

支出を拡大できる比率を乗数の形で算出することを試みているが,長期的な経済成長-の影響を分析する

という視点はない.
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一方,近年の経済成長理論の発展に関してはすでに多くの著書に紹介されている[10,11].その中で,内

生的経済成長理論における社会資本の役割に関しては,Button[12],NijkampandPoot[13]らが研究展望を

行っている.最近の内生的成長理論や経済地理学では,規模の経済性の存在を巡る議論が中心課題になっ

ている.新古典派経済成長理論に関しては経験的分析が蓄積されているものの,内生的経済成長論におけ

る規模の経済性に関する実証的な検証に関してはほとんど研究が蓄積されていないのが実状である.

4.2.2 本研究におけるレビュウの視点

社会資本は生産の効率化,経済成長に資するだけでなく,国土の保全,生活環境の改善等,国民生活の

広い範囲にわたって影響を及ぼす.本論文では,これら広範囲に及ぶ効果の中で,社会資本の生産効率化

効果,および経済成長-の効果に限定し議論する.社会資本が ｢どのような効果をもたらすか｣は社会資

本のタイプにより多様に異なる.現在,社会資本整備において生産基盤資本から生活基盤資本-と比重が

移 りつつある.このような状況下では,単純にすべてのタイプの社会資本を用いて社会資本の (生産効率

化に果たす)生産性を計測した場合,その値は時間とともに低下する.従って過去の研究事例における計

測結果を比較,解釈する上で個々の文献における社会資本の範囲を明確にすることは極めて重要である.

内生的成長理論や経済地理学の発展により,経済成長や都市集積の形成において規模の経済性が果たす

役割が重要視されている.しかし,社会資本の生産性や成長効果に関するこれまでの研究事例では,規模

の経済性にそれほど関心が払われておらず,アプリオリに規模に関して収穫一定の生産技術の存在が仮定

されている場合も少なくない.規模の経済性が存在する場合,非線形関数を推計せざるを得なくなり,計

量経済学上の問題が新たに追加される可能性がある.規模の経済性が複数の均衡解の存在をもたらす場合,

社会資本の生産性の推計はさらに困難となり,社会資本の生産性を一意に定義できない可能性すら存在す

る.筆者の知る限り,生産性の非一意性の問題を議論した研究事例は見あたらない.しかし,研究事例の

中には推計方法には問題が残るものの,規模の経済性に関する断片的な知見もいくつか得られている.以

上の知見から,規模の経済性の程度に関する見通しや今後の研究の発展方向に関する有用な示唆を得るこ

ともできよう.

以上の問題意識のもとに,本論文では従来の研究レビュウで必ずしも体系的な整理がなされていなかっ

た社会資本の種類や規模の経済性に関する取り扱いに関して焦点をあてづつ,既存の社会資本の生産性や

経済成長効果に関する計測結果を展望し,今後に残された研究課題をとりまとめる.

4.2.3 社会資本の定義と分類

社会資本の生産性を計測する1つの目的は,社会資本と民間資本の生産性を比較し,効率的な資源配分

を議論する点にある.この目的を考えれば,対象とする社会資本の範囲を明確に定義することが重要であ

る.一般に,社会資本とは生産活動の生産力を間接的に高める機能をもち,共同消費性,非排除性,技術
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的不可分性等の理由により市場機構によっては十分な供給されないような財を指 している【14ト実証分析

を行 う上では,基礎データの入手可能性もあり,r公共主体が提供する財のうちで1年という当該勘定期間

内において使用され尽くされずに,将来にわたって便益を発生するもの｣という,国民経済計算 (新SNA)

体系における公的固定資本形成の定義に従 うことが多い.表4.1に示すように,民間企業も多大な社会資

本を供給 している.実際上社会資本と同等の機能を有する民営鉄道やガス施設などの民間資本をどう取り

扱 うかが問題である[15].

表 4.1には,経済企画庁の20分類を基準として,既存の研究事例における代表的な社会資本分類を示

している･たとえば,三井 ･太田[20】は社会資本を1)生活環境,2)交通通信,3)国土保全,4)農

林漁業,5)その他,の5つのカテゴリーに分類している.一方,米国では公的機関が社会資本の定義を

行っていないが,統計局の資料においては非軍事の政府支出額は表4.1の右のように分類されている.公

共住宅や電気通信 ･郵便が含まれておらず,治山･治水 ･海岸に当たる部分は自然資源保護という項目で一

括されているのがわが国と異なる.Aschauerは社会資本の中でも生産資本としての性格が強いものを ｢コ

ア ･インフラス トラクチャ｣と呼び,残 りの社会資本と区別 しているが 【1],その中には生活関連資本とし

ても機能するものが数多く含まれる.また,三井 ･太田が定義するコアはAscllauerのそれとは異なってい

る.過去の研究事例における社会資本の定義は極めて多様であり,表4.1に示すカテゴリーは便宜的分類

であることは否めない.

民間資本と比較するためには,単位期間における資本量を,その取得に必要となる金銭 (再取得価格)

で定義することが望ましい.一時点に存在する社会資本のス トックを金額ベースで評価する方法としては,

(1)過去の投資額を加算するとともに,耐用年数を加味して減耗分を差 し引くというPerpetuallnventry

Method(恒久棚卸法),(2)資本ス トックを物量ベースで時系列的に調査し,これに平均単価を乗ずると

いうPhysicalStockValueMethod (物量的ス トック法),(3)両者を混合して,基準年次における物量

ス トックを調査 して金額換算するとともに,それ以降の投資額,除却額を積み上げるというBenchmark

YearMethod(基準年次法)がある.日本では社会資本を上記の各方法で推計することが試みられてきた

が,1961年以降経済企画庁がPI法による推計値をほぼ10年おきに公表 しており,最近の研究で多く用い

られている[15].Mannell16]などの米国における研究では,PI法により全国レベルの資本ス トックを算出

し,これを基準時点の物量により州別に配分 している例が多い.

社会資本の計量化に当たっては,次のような問題が存在する.第 1に耐用年数や価格補正デフレーター

を適正に設定することが容易ではない.例えば電気通信施設などのように,コンピュータ等の技術発展に

伴い,同じ金銭によって建設できる社会資本の量や質が時間的に大きく変化すること,施設の機能的な耐

用年数が技術革新に伴い物理的な耐用年数よりも短かくなることが多いこと,同一の規格の施設であって

も地形条件の厳 しい地域や土地価格の高い都市部では建設費用が大きくなることなどを考慮できるように

耐用年数や価格補正デフレーターを設定することはきわめて困難である.第2に,国家をさらに細分した
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地域ごとの基礎データが不足しており,地域ごとの推計値の精度が低いという問題がある.第3に社会資

本の利用度が一定ではない.すなわち純粋な公共財には混雑は生じないが,実際の社会資本ではその利用

量に応 じてサービスレベルが変化することがほとんどである.道路や公共施設の多くは利用が競合的であ

るために,混雑現象が生じる.逆に,公共交通機関のように利用量に合わせてサービスの提供量が設定さ

れているような場合には,利用者が多いほどサービスレベルが高い.このような場合には,社会資本の利

用度を指標化する必要がある.例えばAschauerは,FederalReserveBoardが公表している民間資本の稼

働率データを用いて社会資本の利用度を補正して分析を行っている[1ト しかし,この代理指標は経済活動

量と強く相関するため,経済成長が社会資本の生産性を規定するという逆方向の因果関係を生 じる可能性

がある.

4.3 社会資本の生産性

4.3.1 生産関数アプローチ

社会資本の生産を計測する一般的な方法として, 1)生産関数を用いる方法,2)費用関数を用いる方

法がある.生産関数アプローチでは,社会資本の生産性を計測するため,時点tにおけるマクロ生産関数

の中に,投入要素として,労働力および民間資本に社会資本を加えた以下の生産関数を仮定する.

Yt-At･f(NL,Kl,Gt) (4.3.1)

ここで,Ytは民間部門の産出量,Nlは民間部門の労働投入量,Ktは民間部門の固定資本,Gtは社会資本

である.さらに,ALは技術進歩係数 (ヒックス中立的技術進歩)である.1例としてCobb-Douglas型生

産関数

yt-At.NtQ･KtPAGl (4.3.2)

を仮定しよう.生産技術が規模に関して収穫一定であれば,α+β+7 -1が成立する.生産技術に規模の

経済性が存在する場合,α+β+7>1となる.さらに,生産関数が1次同次であれば,式 (4･3.2)を

･n芸 -lnAt･αln荒 畑 1瑠 (4･3･3)

と書き換えることができる.上式を推定することにより,社会資本の生産弾力性Tを求めることができる.

さらに,パラメータβの値をβ-1-α-Tより決定できる.Aschauerは,技術進歩率をタイム トレン

ドtに置き換え,さらに短期的な景気変動を考慮するため民間資本の稼動率 CUtを導入し,米国の1945-

1985年の時系列データをもとに以下の推定式を得ている[号

(1nYt-1nKi)-一2A2+0･008L

+0.35(lnNl-1nKL)+0･39(1nGL-lnKt)

+OA31nCUl (4.3.4)



4.3.社会資本の生産性

Rather(1983)[22J
Aschauer(1989)川
Munnell(1990)【18】
Tatom(199川 叫
岩本(1990)[20】
Ford(1991)[21]
三井(1992)r22]

西垣 (1994)Ⅰ23】

表4.2 生産関数アプローチ

75

~e百て1-g-｢
CD(1g)CD(1g)

CD(dl)

CD(1g)

CD(d1)

CD(1g)

CD(1g)

CD(le)

TL(1e)
TL(le)
TFP

CD(lg)
CD(1g)CD(1g)

TL(1g)TL(1g)

CD(1g)

CD(lg)

CD(dl)CD(dl)

CD(1g)

TL(1g)

Mera(1972)【24】

Costa(1987)【9]
Eberts(1987)【26】
Hulten(1991)【27】
Munnell(1990)【28】
Munnell(1991)【29I

G.lMila(1992)
1
2
3
4

3
3
3
3

3
4
4
4

9
9
9
9

9
9
9
9

1
1
1
1

子

野

野

井

浅

吉
吉

三

浅子 (1994)【35】

Evans(1994)【11]
G･-Mlla(1996)【37l
H,-Eakin(1996)f387
吉野 (1999)(9】

t.S.t.S.t.S. 1949-73 0.06(+) 0.22 C total1949-851949-87 0.39(+)0.33(+) 0.260.ll C*C* cACOre

ttちSSSS 1949-891956-84196089 00.2385 国で有青 0.0931 CCC totaltotal1

tt 1956-89 ケ､0.25(+) 0.38 C* totatotal
0.170(+) 0.404 C cM

t 1965-82 0.0025(+) 0.40 C 非 cM

米国(州)
米38大都市圏

米国(9地域)

米国(州)

米高所得12州
米中所得26州
米低所得10州

米国(州)

日本(県)
日本(9地域)日本(9地域)
日本(県)日本(県)

日本(全国)

米国(州)米国(州)米国(州)

日本(11地域)

Pa.C.S.Pa. 1954-63

1972
1958-78

pa一 1970-86
pa. 1970-86
PO. 1970-86
pO. 1970-86pO. 1970-86

:pa. 1969-82
PO. 1975-85
pa. 1975-84

1966-74

pO. 1975-841975-88

PO. 1975-88
Pa. 1970-86
Pa. 1970-83
Pa. 1969-86
Pa. 1975-94

q
a-∫,∫-V

aィ,k一m
total

a,h,j
a,h,j,t

totaltotaltotaltotal

a,1
aィ,h-q

totaltotaltotaltotaltotal

ltotal
total

t,otal

a,h,j,t

atotal

total

total

第2次産業
第3次産業
非農業
製造業のみ

13県で有意

空間相関
第1次産業

第2次産業
第3次産業

注)文献欄には第1著者のみ示す.関数欄の記号はCD:Cobb-Douglas型生産関数,TL:translog型生産関&.TFP･全要素生産性.le:level変数,
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ことを意味している.規模欄は規模に関する経済性を表し,C規模に関して収種一定,D:規模に関して収穫逓減を意味する.数値は規模に関する弾力

値を表す.*は規模の経済性の有無に関する検定の有無を示す.タイプ欄の記号は社会資本の種類(表4.1参照)を表す.coreはコア社会資本,cA

はAs chauerrl】,cM は三井･太田120】によるコア社会資本,totalは社会資本全体を意味している･

社会資本の生産弾力性は (△Y/Y)/(△G/G)-0.39と推定され,社会資本ス トックの 1%の増大が総生産

Ylを0.39%増大させることになる.Aschauerは以上の成果に基づいて 1970年代を通 じた米国経済の停滞

は不十分な社会資本ス トックに起因していると主張した.彼の研究は多くの政策論議や研究者の関心を惹起

し,社会資本の生産性計測に関する膨大な実証研究の蓄積をもたらした.当初は,単純な生産関数 (4.3.3)

を用いて社会資本の弾力値を直接計測することに主眼が置かれた.その後,生産関数の複雑化,説明変数

の追加,社会資本の部門別分類,対象地域の拡大等が試みられた.さらに,時系列データだけでなく,ク

ロスセクションデータ,パネルデータ等,データセットの拡充も試みられている.表 4.2に代表的な研究

成果を整理 している.なお,論文中に複数の推計結果が含まれている場合,同表には参考文献として掲載

した他の論文においてもっとも引用されている推計結果のみを記載 している.

これ らの研究ではTatoml19],HultenandSchwab[27]等を除いて,社会資本の限界生産性は正の有意な

値をとってお り,程度の差こそあれ社会資本が生産性の向上に貢献するという結果となっている.時系列
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表 4.3 費用 ･利潤関数アプローチ

文 献 特定化 対策地域 data 年次 費用 (利潤 ー)弾力値 代替弾力値 タイ7 規模労働刀 貸本

Demo(1991)【41】B d 1991 42 (t)tloglf 米 SMSAS d pa(p) 1970-786088 0.08-0.5*1 0.1-OA短期的 -0.ll-(-0ー4) a,h,j C

ernt( )【 ]Lynde(1992)t39]S t̀(1993)[431 vcrtlog1 Wee°米国西 ドイツ t.st.S(C)(C) 19 -1958-89197089 unCearcostsavingt ill (+)0.45-0.4900004 -0.71-(-0.90)003004 COretotal ×CC
elZNadiri(1994)[40】 ggcd 米国 pOpa(C)(C) 1956-86 COS SaVlng-0.05-ト0.21) 0-1.4 -0.02-(-1.4) atotal Ⅰ

三井 (1994)【34】 tlog 日本 pO(C) 1966-84 0.25 0.05-0.32 0.22-0.49 total C

三井 (1995)【20】 tlog 日本 (県) pO(C) 1975-84 0.20 0.19 0.36 totalCOre I

注)文献欄には第 1著者のみ示す 特定化欄の記号は vclrr.variablecostlaborrequirementFunction,tlog:translog,(り:trancated,gl

generalizedleontief,gcd generalizedCobb-Douglasを意味する data欄は paパネルデーF,po:プーリングデータ,t.S.:時系列データ,C,S･:

クロスセクションデータ,(C)･.#用テ一久 (p)I,利潤データを意味している･代替弾力値欄はの符号がマイナスの場合.補完弾力値を表す･タイプは対

象とする社会資本の種類を表す,記号は表 4.1を参照.coreはコア社会資本,totalは社会資本全体を意味 している.規模欄は規模の経済性の有無を

表 し,Cは収穫一定,Ⅰは収穫逓増を表す × は規模に関する収穫一定の仮説が棄却されたことを表す.

データを用いた推計結果に対 して,クロスセクションデータを用いた場合,社会資本の生産性がより小さ

く推定される結果となっている.その理由の1つは,社会資本の生産力効果が他地域-スピルオーバーす

ることがあげられる.クロスセクションデータの場合,モデルの説明力が向上する可能性が高いが,それ

と同時に推計上種々の問題が生じる.この種の問題点は4.3.4で一括して考察するが,クロスセクション

データに付随する問題として,たとえば労働力は地域間人口移動の結果として実現したものであり,説明

変数の内生性の問題を無視できない.Holtz-EakinandSchwaltz[38]のように空間隣接行列を用いてスピ

ルオーバーを考慮する場合には,誤差項の空間相関の問題も考慮する必要がある.クロスセクションデー

タ,パネルデータ,プーリングデータを用いた場合,規模の効果が棄却できない場合が多い.地域生産関数

に規模の経済が存在する場合,4.5.4で述べるように社会資本の生産性を一意的に定義できない可能性が

ある.生産関数アプローチは社会資本の生産性を計測する有力な方法であるが残された課題も多い.

4.3.2 費用 ･利潤関数アプローチ

生産関数アプローチの限界は経済活動の利潤最大化 (費用最小化)行動を明示的に含んでいないことで

ある.完全競争のもとでは,費用関数は生産関数と双対関係にあり,費用関数に基づいて社会資本の生産

性を推計する方法が提案されている【39ト生産関数が規模に関して収穫一定であると仮定しよう.費用関

数を

C(pr,PIK,yL,AL,Gt)-NT,iKnt(prNt+ptKKl)
S.t.Yt-Al･f(Nt,Kl,G土)

と定義する.ただし,ここで,pINは賃金率,p㌢は資本コス トである･Shephardのレンマより労働力と民

間資本に対する生産要素需要関数を
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N芸-gN(pr,Ptr,Yt,Gt)-∂Cl/apr(4.3.5)

K言-gK(PIN,ptK,yt,Gi)-∂Ct/∂pf(4.3.6)と表そう.費用関数をGで偏微分することにより,社会資

本の潜在価格

右ニー∂Cl/∂Gt

を定義することができる.費用関数の定義

cl-P㍗Nl'+pIKKt'

と式 (5.4.35)より

-At-ptK(諾) ･ pr(諾)

(4.3.7)

(4.3.8)

(4.3.9)

を得る･∂Kt*/∂Gt,∂Nt*/∂Glは社会資本投資による生産要素Kt,Niの変化量であり,この値が負であれ

ば民間資本,労働力が社会資本と代替的であり,社会資本の増加は常に生産費用を減少させることになる.

費用関数･利潤関数を用いることにより,トランスログ関数のように自由度の大きい関数を用いても費用最

小化条件によりパラメータ数を減らすことができ,安定性のある推計結果が得られる可能性が大きい.ま

た,社会資本と生産要素の間の代替 ･補完関係を分析できるという利点がある.費用関数アプローチを用

いて規模の経済性を考慮 した社会資本の生産性の計測方法に関しては,三井,太江口20]に詳細な説明があ

る.費用関数アプローチを用いた場合,市場構造に関する制約を設けることが不可欠となる.特に,生産

要素市場が不完全競争的な場合には,費用関数アプローチは困難となる.

費用関数 ･利潤関数を用いた研究事例として,たとえばLyndeandRichmond〔39]は, トランスログ費

用関数を用い,1958-1989年の米国の (非金融)民間部門の生産費用が,社会資本によって節減されてい

ることを明らかにした.社会資本の労働力に対する代替弾力性が-0.45から-0.49,民間資本に対する補完

弾力性が0.71から0.90であるとした.また,NadiriandMamuneas叫 は,1956-1986年の米国における

12の産業部門別に,社会資本を含めた費用関数の推定を行い,社会資本とR&D投資とはいずれも費用低

減効果を及ぼし,社会資本の弾力性は産業別に-0.05から-0.21と,R&D投資より大きいとした.その他の

代表的な費用関数アプローチによる社会資本の生産性の計測結果を表 2.3に示している.いずれの事例も

社会資本は民間部門の生産性にプラスの効果を及ぼしていることが分かる.なお,費用関数 ･利潤関数を

用いたアプローチも生産関数アプローチと同様の問題を有 している.特に,このアプローチでは価格ベク

トルを外生変数として取り扱 うが,価格ベクトルの内生性の問題を無視することができない.

4.3.3 VARアプローチ

生産関数,費用関数を用いて社会資本の生産性を計測しようとする試みに対して様々な批判的検討が行

わた.これらの問題点に関しては4.3.4で言及するが,代表的な批判の1つとして社会資本と地域成長の
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表4.4 VARモデルによる因果性テス ト

Clarida(1993)【47】

McMillin(1994)【48】

Sturm(1995)Ⅰ49】
Otto(1996)(50]

高橋 (1996)【51]

MFP,G

芸,蛋 ,宴,インフ レ率
Y,K,a,L
Y,K,a,H

Y,a,貸金*,名目国内所得

MFP とGは共和分,因果の

有意な因果関係はない

社会資本が総生産に因果関係
社会資本と労働力,総生産の間に因果関係なし
民間資本は社会資本に正の因果関係
費用関数を共和分関係 として推定

規模に関する収樺一定は棄却

症)M FP 多要素生産性,K=民間資本,G社会資本.L甥 働九 H:労働時間.Y 民間部門 GDP,PE/pY･,エネル ギー相対価格

間の因果関係の問題があげられる.すなわち,経済的に豊かな地域ほど社会資本-の投資能力が大きく,鰭

果として充実 した社会資本ス トックを持つことになりやすい.従って社会資本が経済成長の原因なのでは

なく,む しろ経済成長の結果に過ぎない,という解釈も可能である.現実のデータにおいて,両方向の因

果性を分離することが求められる.このような観点からVAR(VectorAutoRegressive)モデルを用いて,

社会資本と経済成長の因果関係 [45]を分析するアプローチが試みられている.

vARは経済理論モデルを特定化せず,時系列データ間の関係より因果関係の把握を試みることができる.

さらに,社会資本投資の効果が発現するまでの時間遅れや,社会資本投資が民間投資を招き,結果として

生産量に影響を及ぼすという間接的な効果も分析できるという利点がある.Sargentr461によるGranger因

果性テス トを説明するために,p次元のVARモデル

(:tt 日

中 11(L) 中 12(L)

zt I l中 21(L) 中 22(L) ] (:tt)+ ( ;:tt ) (4･3･10,

を考える.ただし,軋,I(L)-(申ijlL+中Ij2L2+･･･+中tJpLP)であり,LはラグオペレータでありLxt- 恥 1

を表す. Eitは平均ゼロ,共通の共分散行列 ∑を持つ誤差項である･任意のpに対 して 申12p-0が成立す

る時,由 ま2日こ対してGrangerの因果性がないと定義する･中12p-0の制約条件を持つVARモデルと制

約条件無 しのモデルをOLSにより推定し,残差平方和の比に関するF検定を行 うことで因果性の検定が

できる.VARモデルを用いた研究事例は,それほど多くないが,表2.4にはVARモデルを用いた社会資

本と総生産の間の因果性テス トの判定結果を示 している.このように,多変量時系列データによる線型同

時方程式体系のモデル化が可能となるが,データが非定常性を示す場合,変数間の関係を推定する際 ｢見

せかけの回帰｣と ｢同時性バイアス｣を生ずることになる.複数の非定常な時系列変数間に長期的な均衡

関係が存在するとき,この均衡関係を共和分 (cointegration)と呼び,変数間の関係を定常過程 として推

定,検定する方法が提案された [52]車3日54ト共和分関係は,長期的均衡関係からの乗離 (ェラー)を均衡

値-と修正する誤差修正モデル (VECM‥VectorErrorCorrectionModel)で表現できるため [521,このモ

デルを用いた実証研究も開始されている.

表 2.4に示 した5つの論文のうち,SturmandHaan囲 のみが社会資本投資から総生産に至る正の因果

関係を検出している.彼らは19世紀後半 (1853-1913)におけるオランダの長期時系列データを用いて社会

資本,固定資本,GDPの間のGranger因果性テス トを行った結見 1)社会資本はGDPにプラスの因果
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性を持っ,2)民間資本はGDPに対して中立的, 3)GDPは社会資本に対 してマイナスの因果性を持つ

という結果を導いている.さらに,社会資本の中でも交通インフラの投資によりGDP押 し上げ効果が明

確に現れるという結論を出している.残念ながら,残りの研究事例は,経済変数間の明確な因果関係を検

出するに至っていないIClaridal47]は,欧米4カ国について各国の社会資本ス トック量と民間部門の多要

素生産性 (MFP)とは共和分関係にあり,これら2変数間には長期的均衡関係が存在 していることを明ら

かにした･ただし,Grangerテス トによる因果関係の方向については有意な結論を得 られていない.高橋

[51】は,米国のデータを用いた共和分分析を行 うとともに,社会資本を含む長期費用関数を推定し規模に

関して収穫一定性の仮説を棄却している.McMillinandSmythl48],OttoandVoss[50Jは変数間の共和分

を考慮しておらず,推計結果の信頼性に問題がある.VARモデルの研究は緒についたばかりであり今後の

発展に期待 したい.

4.3.4 批判的検討

本章で紹介 したアプローチに対して,様々な批判が加えられた [55ト これらの批判的検討は以下の5点

に要約されよう.第 1は,4.3.3で述べた因果関係の問題である.第2は,社会資本の定義と入手可能な

データの整合性である.通常,社会資本ス トック (あるいはフロー)に関する統計は,いわゆる ｢官庁統

計｣として整備されているが,社会資本の分類や,集計の地域単位 ･期間などが分析モデルの前提となる経

済理論の仮定とは必ず しも整合 していない.また,労働力や民間資本に関するデータに関しても同様の問

題が生じる.第3に,観測データの非定常性の問題がある.データに非定常性成分が含まれる場合,OLS

推定を行った場合に ｢見せかけの相関｣が現れるなど,推定結果の信頼性に問題が生 じる.Tatoml19Jは

単位根検定により観測データに非定常性があることを示し,見せかけの相関を回避するために階差系列に

対 してモデルを推定すべきであるとしている.第4に,規模 (集積)の経済性の存在である.既存の研究

事例の大半は完全競争や生産技術の規模に関する収穫一定性を仮定し,生産関数 (あるいは,その双対関

係にある費用関数 ･利潤関数)を推計する方法が採用されている.規模の経済性が存在する場合には,の

ちに4.5.4で言及する問題が生じる.さらに,社会資本のスピルオーバー効果を把握する上でも困難を生

ずる.第5に,社会資本の混雑現象の問題がある.社会資本が排除可能,非競合性を満足する純粋公共財

の場合,混雑現象は生じない.現実の社会資本は混雑現象を引き起こしており,企業は社会資本の混雑度

と対応させて社会資本の利用頻度を選択する.先行研究では,混雑現象による社会資本の利用度の変化と

い う問題を取捨し,民間資本の稼動率指数という代理指標を用いているが,稼働率指標では混雑現象を十

分に表現しえない.

以上の指摘とは別に,従来の文献では社会資本のネットワーク的特性を十分には反映できていないとい

う問題がある.これまでの研究は,あたかも社会資本を地方公共財として取り扱ってきた.特に,交通 ･

通信基盤施設は都市間における財,知識,アイデア,金銭の流動の効率化に資する部分が多い.一部の研
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究事例では,スピルオーバー効果を考慮することにより,これら社会資本の生産性を計測することとして

いるが,有意な結論を得ていない.ネットワーク構造を持つ社会資本の生産性の計測方法は未発達である.

4.4 社会資本と内生的経済成長論

4.4.1 内生的経済成長論の発展

Solowは物的資本の蓄積,人口成長,技術進歩が経済成長に及ぼす影響を分析 し,経済成長の究極的な要

因は技術進歩にあることを明らかにした[56ト しかし,技術進歩は外生的に与えられ,技術進歩が生じる

メカニズムに関しては深く分析されなかった･1980年代にRome申5,4】やLucas[5】らによって展開され

た内生的成長論は技術進歩や人的資本の形成を内生的に説明することを試みた.中でも,Romerは技術進

歩を知識の生産過程として位置づけた.そこでは知識のもつ非競合的な性質やスピルオーバー効果が規模

の経済性を生み出し,不完全競争を前提とする成長モデルを提案 した.内生的成長理論の発展の結果,経

済成長における社会資本の役割に関して再び関心がもたれるようになった [57,58].内生的成長理論では,

定常状態の経済成長率が外生的な人口増加率や技術進歩率ではなく,経済の内生的な要因により決定され

ることになる.すなわち,社会資本ス トックのある程度の伸びを確保すれば,民間資本の限界生産力は逓

減せず自律的な成長を遂げることとなり,持続的な経済成長が達成されることになる.

内生的成長モデルの重要な性質は規模に関する収穫逓増効果にある.Romerモデルでは人口水準の増加,

貯蓄率の増加や研究開発部門で働く労働者の比率の増加が定常状態での成長率の増加をもたらす.Lucas

の人的資本モデル 囲,AghionandHowittのシュンベータ型モデル [59]等,多くの内生的経済成長モデル

も経済規模の拡大が,経済成長率の増加をもたらす.これに対してJonesは内生的経済成長モデルにおけ

る規模効果は現実のデータによって支持されないことを主張した[60].JonesはRomerと異なる研究開発

部門の生産関数を用いて,規模効果が存在 しない内生的成長モデルを提案 した.その結果,研究開発部門

の生産性や労働力の成長率が定常成長率を決定することを示した.このモデルでは長期的成長率の差異は

研究開発部門の生産性の相違と効率単位で測定した (人的資本を加味した)労働力の成長率の差異によって

説明される.Jonesモデルでは,研究開発部門の生産性は 1)知識生産における労働投入の弾力性,2)知

識ス トックのスピルオーバー効果に依存する.研究開発部門の生産性を反映するこれらのパラメータの値

に関する経験的分析が必要となる.

4.4.2 集積の経済と経済地理学

新都市経済学の分野では,都市集積のメカニズムを規模の経済効果により内生的に説明しようとする試

みが蓄積され,経済地理学 [61,62]という新 しい分野が誕生しつつある･Starrett[63】は空間経済システム

のミクロ基礎づけに関する研究を行い,完全競争価格メカニズムのみでは均質な立地空間において経済活

動の空間的集積を生み出せないという空間不可能性定理を示した.すなわち, 1)閉鎖経済, 2)ゼロ取
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引費用,3)均質空間,4)完全市場という仮定の下では正の輸送費用を伴 う競争的空間均衡は存在しな

いことを示 した･藤田[641は都市集積を説明するためには,4つの仮定のうち,3),あるいは4)の仮

定を取り除く必要があることを指摘 し,それぞれに対 して非市場的相互作用モデル,不完全競争モデルを

定式化できることを示 した.前者の代表的なモデルとしては,個人,企業,組織間のコミュニケーション

による知識やアイデアのスピルオーバー効果を明示的にモデル化する方法である.そこでは,主体間の非

市場的相互作用により生じる技術的外部経済が都市集積をもたらすことになる･一方,後者はSpence囲 ,

DixitandStiglitzl66】による独占的競争モデルを用いて,不完全競争および輸送費用により生じる金銭的

外部経済性の影響による空間的均衡を分析することを目的としている.それぞれの立場から,すでに数多

くのモデルが提案されているが,たとえば都市システムの形成過程に関しては参考文献 【62,67jに詳しい.

これらのモデルでは,Starrettの不可能性定理の指摘もあり,都市集積による規模の経済性が極めて自然に

受け入れられている.そこでは,古くはMyrdall68】,Kaldorl69]等が提唱した循環的累積的蓄積過程 (ポ

ジティブ ･フィー ドバック)に従って,都市集積が形成される.集積の効果,知識のスピルオーバーによ

り資本が蓄積されている地域,高度な教育を受けた人間や知識の蓄積に優位な経済環境がある地域ほど経

済成長が早くなる.

4.4.3 多地域経済成長モデルの発展

最近,内生的成長理論と経済地理学の発展を踏まえて,都市システムの経済成長を説明しようとする多地

域内生的経済成長モデルの開発が試みられている.4.4.1で述べた内生的成長モデルと4.4.2で述べた内生

的集積モデルは,ともに独占競争市場の金銭的外部経済性による規模の経済性という理論的基盤を共有し

ている.したがって,2つのモデルを融合したような多地域経済成長モデルを展開することが可能である.

このような観点から,MartinandOtavianor70],Martinl71]はHelpmanandKrugmanl72】の貿易モデル

の枠組みの中でRomer型内生的成長モデルを展開している.そこでは,独占競争市場がもたらす金銭的外

部性だけでなく知識のスピルオーバーという技術的外部経済性を考慮 している.BaldwinandFbrslid閏

はKrugmanのcore-peripberyモデル ト叫 を下敷きとして,Romer型内生的成長モデルを提案している.

彼らは経済成長に従って中心地一周辺地域の関係がより明瞭になり地域格差が生じやすくなることを明らか

にした.しかし,地域間に十分な知識のスピルオーバーが存在すれば地域間格差が是正されることを示して

いる.KobayashiandOkumura[14]は,知識生産における学習効果とスピルオーバーを考慮 した都市シス

テム成長モデルを提案 している.これら既存の研究は,集積の経済が成長率の地域間格差の拡大をもたら

し,知識の地域間スピルオーバーが収束化をもたらすメカニズムに着目している点で一致しているが,い

ずれも知識生産における規模効果を仮定してお りJonesが指摘 した問題点を克服できていない.Jonesモ

デルを用いて規模効果の問題を解決 していくためには,社会資本が知識開発部門の生産性に及ぼす影響に

関する理論的 ･経験的な研究の進展が必要である.また国内 ･国際間の知識のスピルオーバーに関する理
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論的 ･経験的研究の蓄積が不可欠である.

4.5 地域格差の収束-発散論争

4.5.1 収束-発散論争

従来より,経済成長が空間的な集積に及ぼす影響に関して研究が蓄積されてきた.新古典派的な経済成

長論の立場に立てば,生産要素の自由な地域間移動により地域間の経済格差は縮′トされる.市場メカニズ

ムにより,所得,要素収益率等により計測される地域間格差はやがて解消する方向-と収欽する.地域間

格差は要素市場の不完全性,発展過程の時間的なタイムラグによって生じたものに過ぎない.新古典派的

世界では伝統的に空間構造の重要性を無視 してきた事情もあり,世界経済の統合化の進展により地域間 ･

国際間の格差が縮小するという考え方が支配的である.一方,内生的経済成長論,経済地理学の分野では,

集積の経済や各種の外部経済性が,経済機能の大都市集中化をもたらすメカニズムに着目する.先進地域

は後進地域から人的資本を吸収することにより資本を蓄積するというポジティブフィー ドバックのメカニ

ズムが機能する限り,財やサービスの循環や資本,知識の蓄積が地域間の経済格差を拡大する.そこでは,

同じ新古典派的パラダイムから出発 しながらも,市場メカニズムが経済の集中化と地域間格差を創出する

とい う結論が得られる.

経済成長理論の発展と同時に,経済成長に関する多くの実証的研究が蓄積された.中でも,先進国にお

ける国家間,地域間の経済格差は戦後一貫して縮小基調にあることが多くの論者によって指摘されている.

伝統的な新古典派的経済成長論によれば,(経済構造が類似の地域では)経済成長率は長期的に収束する傾

向にある.このような新古典派的な経済成長率の収束性に関する実証的研究が蓄積され,収束命題は経験

的に成立するという主張がなされた【75,76トー方で,内生的経済成長論によれば,経済成長率が収束する

という保証はない.事実,1980年代後半よりわが国も含めて先進諸国間の経済格差,地域間の経済格差は

再び拡大する傾向にあるという報告事例もある[77ト経済成長率の収束命題はEU等の経済統合を支持す

る理論的基盤となっている.しかし,経済成長率が発散する場合には,地域間格差に関する政治的論議が

不可避となろう.このような現実的な政治問題を背景として,経済成長率の収束性に関する経験的分析が

精力的になされている.しかし,現在のところ,超国家的なレベルで進行しつつある経済統合が地域格差

に及ぼす影響には著しい不確実性が存在する.本節では,経済成長率の収束性に関する研究を紹介し,今

後の研究課題をとりまとめる.

4.5.2 条件付きβ収束性

地域経済成長率の収束に関する議論はヨーロッパの経済統合における現実的な政策論争や内生的経済成

長理論の経験的妥当性を巡る議論の中で興味を浴びるようになった.最近になり,経済成長率の収束性に

関する議論が数多く蓄積された [78日83トBarroandSala-トMatinは地域格差の収束性に関する2つの概
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表 4.5β収束性の推定結果

Barro(199川78】
Barro(1991)[79]
Barro(1992)[80]

B･-David(1996)[81]

CaShin(1995)[82】
S･-i-Matin(1996)t83】

合衆国 (州)
日本 (県)

25輸出国
25輸入国
オーストラリ
米国 (州)
日本 (県)

欧州90地域

1960-85
1950-85
1880-88
1930-87
1960-85

0
1
9
0
0

9
9
9
9

ト

.1
5-
0

8
0
5
5

9
8
9
9

1
8
1
1

1

0.011
0.018
0.025
0.034
0.018

2
2
7
9
5

2
1
1
1
1

0
0
0
0
0

0
0
0
∩〕
0

念を定義し,その経験的な計測を試みた[10].低所得地域 (国)の経済成長率が (他の事情を一定にして)

高所得地域 (国)より大きい場合,弱収束 (β収束)すると呼ぶ.一方,地域 (国)間の所得の標準偏差

が減少する場合,強収束 (o収束)すると定義する,地域格差がβ収束したとしても,それがJ収束に繋

がる必然性はない. 1人当たりのGDPに関する時系列データyl(i-,1,･･.,T)を用いて

log (£ )
-a-(1 - e-β)log(yト 1)+ut (4.5.ll)

を推計すればβ値を計測できる.一九 地域 i(i-1,- ,I)のクロスセクションデータに基づく場合,

Ti･log(慧)-a一〈吐苧 〉log(yto)+uto,T (415･12)

を推計すればいい.ただし,0,Tは経済成長を計測する初期時点と最終時点を表す.β>0であれば初期

時点の GDPは左辺の成長率に負の効果をもたらし,β収束が成立する.BarroandSala-LMatinは,日

本,合衆国,ヨーロッパ各国の国内の地域を対象に分析を行い,地域経済成長率は年平均 2%の速度で同

-の定常経済成長率に収束する傾向があることを指摘した [101,すなわち,経済構造が似通った先進国の

中の地域を対象とする限り,地域経済成長率は技術進歩の速度で期待される同一水準に収束する.しかし,

1人当たりのGDPには,初期時点の地域格差を反映して定常的な格差が残ることになる.すなわち,β収

束は観測されるがJ収束は生じない.以上の地域間収束性の議論は新古典派的経済成長理論と整合的であ

り,類似の経験的分析事例が蓄積されつつある.これらの代表的な研究成果を表4.5にとりまとめている.

以上の研究成果の信頼性は,分析に用いたデータセットの精度に依存 している.たとえば,Barroは経済

成長率の国際比較を試みている [78].その際,利用可能なデータがないため,年次の異なる代理的な経済

指標を用いて推計を試みており,データの信頼性に対する批判も多い.

表 4.5の結果は推計結果の信頼性が異なるため,これより包括的な結論を導くことは困難である.しか

し,推定結果は0.01110.034の範囲にわたって分布 している.Bar°andSala-トMatinはCobb-Douglas生

産関数において (人的資本も含めた)資本のシェアが0.75であればβ-0.02になるとしている.Mankiw

は常識的な資本のシェアであればβ-0･04になると指摘した [84ト 上記の結果ではβが0･02以下の場合
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表4.6社会資本と経済成長率
文 献 対象地域 期間 7 タイプ

Barro(1989)[861 72国 1960-85 (+) total
Barro(1991)[781 76国 1960-85 (-) total

Easterly(1993)[87] 約 100国 1970-88 (+)口 αtotal

Crihfield(1995)[88] 米国 市 1960-77 (-) b

H.-Eakin(199鞘89】 285都米国州 197 1-86 ト)+/- Ctotal
Mas(1995)[90] スペイン 1955-91 0.0043(+) total

注)文献欄には第 1著者のみ示す.Tは式 (4.5.13)の係数 記号 (+)は Tが有意に正であることを.(-)は限界生産性が有意でないことを表す タ

イプは推計に用いた社会資本の定義であり,aは交通通信施乱 !=まlocal社会資本.Cはstate社会姿本を表す.

もあり,β収束性を結論づけることは無理である.

以上の研究は,いずれも経済成長率の収束が顕著であった戦後の経済成長期を対象としている.近年の

地域格差の拡大化に関する議論は,1980年以降に出現しつつある現象を対象としたものであり,これらの

先行研究が対象とした分析期間とは ｢ずれ｣がある.たとえば,ButtonandPentecost[85]は賃金所得は

1970年代には収束傾向を示 したが,1980年代には逆に拡大したとしている.その上で,ヨーロッパにおけ

る実賃金所得の収束は定常的ではなく,景気変動とともに循環的な変動を見せていると結論づけている.以

上の結果を見る限り,成長率の収束は決定的な傾向ではなく,地域間格差を是正するための政策は無意味

ではない.少なくとも社会資本の整備が地域経済の成長率に及ぼす影響を分析することには意味があろう.

4.5.3 社会資本と経済成長率

1970年代を通じて成長率の大幅な収束がみられたが,成長率の格差が消滅 したわけではない.定常的経

済成長率の差異を説明するために,就学率,歳出構成,社会資本等,Solowモデルに新たな要因を導入し,

定常成長率の違いを説明する試みがなされた.また,地域経済の成長率の場合には,地域間技術伝播が経

済成長率に影響を及ぼすため,地域の開放度やアクセシビリティを用いて定常成長率の違いを説明する試

みが現れた [80ト 経済成長率と公共投資の関連に関しては,多くの研究事例がある･これらの研究ではた

とえば,以下のような回帰モデルが用いられる.

･n (筈 );- co+β (芸 ) ｡‥ (蛋 );+6T (415･13)

ただし,(△Y/N)Fは期間 rO,T]中の1人当たりのGDP平均成長率,(Y/N)Oは初期時点における1人当

たりのGDP,(IG/Y)訂は期間 【0,T]におけるGDPに占める公共投資の平均的割合,xはその他の説明変

数である.βは技術的キャッチアップ率,小ま公共投資による経済成長効果を表 している.表4･6は代表的

な研究事例におけるTの推計結果を示 している.上記の結果から,公共投資が経済成長に及ぼす効果に関
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して明確な結論を得ることは困難である.特に,人的資本の蓄積や地域間の知識のスピルオーバー効果な

ど,モデルにとりあげられていない要因の影響が顕著であることが予想されるなど,モデルの特定化誤差

が無視できない.これらの文献では,説明変数に内生変数が含まれており,推計方法に問題がある場合が

少なくない.特に,変数間に因果関係が存在する可能性があるため,因果性テス ト等を含めて多方面から

検討を行 う必要がある.

4.5.4 今後の研究課題

これまでに蓄積された経験的分析は,いずれも単純な仮定に基づいており,経済空間の存在とそれを改

善 ･発展させる社会資本の役割を無視 している.空間経済には集積の経済性が機能するため,極めて多く

の均衡解が存在する可能性がある.空間経済が効率の悪い均衡にロックインされている場合,社会資本に

対する集中的な投資を通じて,地域がその後進性から抜け出す可能性がある.このような場合,社会資本

の生産性を限界的な基準で評価することは危険である.均衡解の間での効率性比較に関する実証分析が不

可欠である.

規模の経済性と不完全競争に基づく実証的研究は非常に遅れている分野の1つである.規模の経済性が存

在する経済では,非線形性が強く働くため,均衡解の数が1つである保証はない.特に,多くの地域経済で

構成されるような都市システム経済においては,極めて多くの均衡解が存在する可能性がある.Munl91],

奥村等 [921は生産技術に微小な規模の経済性が存在する場合においても複数均衡解が存在することをシミュ

レーション実験により確認している.現実の経済では,複数個存在する均衡解の中から1つの均衡解が歴

史的な経緯を経て選択されている.特に,生産関数あるいは費用 (利潤)関数の説明変数が有する内生性

の問題が無視できない場合,構造方程式を推計する必要が生じる.この場合,均衡解およびその近傍にお

ける局所的な情報のみに基づいて,たとえば均衡解をもたらした構造方程式を推計することは極めて危険

である.

複数個ある均衡解からどの均衡解が現実に選択されたかという大局的情報を用いて,構造方程式を推計

する方法論の開発が必要となろう.また,複雑なモデルでは均衡解の数も膨大になることが予想される.実

証分析にあたっては,可能な限り簡単なモデルを用いて,均衡解選択による推計バイアスを避ける工夫を

する必要がある.また,経済システムに効率性の異なる複数の均衡解が存在する場合,社会資本の生産性

を一意的に決定できないという問題が生じる.均衡解において対象とする地域 (国家)が経済効率性の高

い状況か,相対的に低い状況にロック･インされているかにより,社会資本の生産性が異なることになる･

部分的解決ではあるが,Munnell[29]が試みたように経済効率性の異なる地域グループに対 して社会資本の

生産性を推定する必要がある.いずれにせよ,社会的資本の生産性の推計値の範囲にある幅を許容するこ

とが必要である.規模の経済性,不完全競争下における社会資本の生産性,成長効果を計測する研究は立

ち遅れている.
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4.6 結言

本論文では,社会資本の整備が国民 (地域)経済の生産性や経済成長に及ぼす影響に関する研究成果に

関して研究展望を行った.限られた紙面の上で,社会資本の生産性に関する包括的な研究レビュウを行うこ

とは不可能である･Sturm[7],三井 ･吉野 [20】等が議論 した社会資本の部門別生産力効果,公共投資によ

るクラウディング ･アウト効果,財源調嵐 社会厚生評価等の問題は割愛せざるを得なかった.本稿では,

社会資本の定義に注意しつつ整備がもたらす規模の経済効果に焦点をあてて既存文献の概括的なレビュウ

を試みた.

対象とする地域,期間により結果はさまざまであり,包括的な結論は得られないが,4.3.4で述べたよう

に先行研究に対する批判に応えて推計法の改善が目覚ましく進みつつある.ただし,ネットワーク型の社

会資本をどのように定義し生産性をどのように計測すべきかは,大きな課題として残されている.社会資

本整備や経済成長に規模の経済効果が働くかどうかに関しても,理論的,実証的研究の両面において,い

まだ決着がついているとは言い難い.4.5.4で述べたように,複数均衡解を判別するモデルとの同時推定

など,均衡解選択バイアスを回避できる推計手法の開発が望まれる.都市集積のメカニズムや規模の経済

効果に関する実証的研究は緒についたばかりであり,今後の研究成果の蓄積を得たざるを得ない.

本論文は社会資本が果たすべき役割の中で,生産資本としての役割にのみ焦点をあてたものである.今

日,社会資本の整備は生産資本整備から生活環境整備に重点がシフ トしつつある.生活環境資本の生産性

を計測するためには,家計の厚生水準に基づく評価が不可欠である.高速交通体系や情報 ･通信技術の発

展は,社会 ･経済構造を変化させる原因となる.社会資本のもたらす長期的な効果は,個々の施設整備に

よる限界的な効果で評価できるものではない.社会資本は社会のさまざまな個人や組織に対して多様な活

動の場を提供する.このような活動は,インフラス トラクチャを効果的に利用するためのルールや慣習を

確立する.社会資本の整備がもたらす多様な効果を計測するための理論的 ･実証的研究の枠組みの発展が

ますます要求されている.



参考文献 87

参考文献

[1]Aschauer,D･A∴Ispublicexpenditureproductive?JoumalofMonetaryEconomics,Vol.23,pp.177-

200,1989.

[2】Aschauer,DIA･:Whyisinfrastructureimportant?In:Munnell,P.(ed.),IsThereaShortfallin

PublLcCapitalInvestment?,ConferenceSeries34,FederalReserveBankofBoston,1990.

[3]Romer,PIM.:Increasingreturnsandlong-rungrowth,Jour71alofPol如CalEconomy,Vol.94,pp.

1002-1037,1986.

[4]Romer,P･M･:Endogenoustechnologicalchange,JoumalofPoliticalEconomy,Vol.98,pp.71-102,

1990.

[5]Lucas,R･:Onthemechanicsofeconomicdevelopment,JoumalofMonetaryEconomics,Vol.22,

pp.3-42,1988.

[6]Giuen,D.W.:nansportationinfrastructureandeconomicdevelopment:Areviewofrecentlitera-

ture,LogisticsandTransportationReview,Vol.32,pp.39-62,1996.

[7]Sturm,∫.-E.:PublicCapitalE3;PenditureinOECDCountries,TheCausesandImpactoftheDecline

inPublicCapitalSpending,EdwardElgar,1998.

[8]三井清,太田清編著‥社会資本の生産性と公的金融,日本評論社,1995.

[9]吉野直行,中島隆信編:公共投資の経済効果,日本評論社,1999.

[10]Barro,RJ.andSalai-i-Matin,X.:EconomicGrowth,McGrow-Hill,1995.

[11JAghion,P.andHowitt,P.:EndogenOuSGrowthTheory,TheMITPress,1998.

r12】Button,K.:Infrastructureinvestment,endogenousgrowthandeconomicconvergence,TheAnnals

ofRegionalScience,Vol.32,pp.145-462,1998.

[13]Nijkamp,P.andFoot,I.:Spatialperspectivesonnewtheoriesofeconomicgrowth,TheAnnalsof

Re9ionalScience,Vol.32,pp.7-37,1998･

[14】Youngson,A.J.: OverheadCapital,AStudyinDevelopmentEconomics,Edinburgh University

Press,1967.

[15]経済企画庁総合計画局編‥日本の社会資本-21世紀-のス トック,東洋経済新報社,1998.



88 参考文献

[16]Munnell,A･H.=Infrastructureinvestmentandeconomicgrowth,JoumalofEconomicPerspectives,

Vol.6,pp.189-198,1992.

[17]Ratner,J.B.:GovernmentcapitalandtheproductionfunctionforU.S.privateoutput,EconomもC

Letters,Vol.13,pp.213-217,1983.

[18]Munnell,A.H.:Whyhasproductivitygrowthdeclined?Productivityandpublicinvestment,New

En9landEconomicReview,Jan/Feb,pp･3-22,1990.

t19]Tatom,J･A.:Publiccapitalandprivatesectorperformance,FederulReserveBankofStLouislbiew,

Vol.73,pp.3-15,1991.

[20]岩本康志:日本の公共投資政策の評価について,一橋大学経済研究,VoIAl,pp･250-261,1990･

[21]Ford,a.andPoret,P･:Infrastructureandprivatesectorproductivity,OECD-ESD,Paris,19911

t22]三井清,井上純‥社会資本の生産性に関する研究,郵政研究所DiscussionPaperNo.1992-04,1992･

[231西垣泰幸:社会資本の最適水準,奥野,焼田,八木編著:社会資本と経済発展,名古屋大学出版会,1994.

【24】Mera,K∴Regionalproductionfunctionsandsocialoverheadcapital:AnanalysisoftheJapanese

case,RegionalScienceandUrbanEconomcis,Volt3,ppl1571186,19721

[25]Costa,I.S･,Ellson,R･W･,andMartin,R･C･:Publiccapital,regionaloutput,anddevelopment:

Someempiricalevidence,JournalofRegionalScience,Vol･27,pp･419-437,1987.

[26]Eberts,氏.W∴ Estimatingthecontributionofurbanpublicinfrastructuretoregionalgrowth,

FederalResemeBankofCleveland,WorkingPaper,No･8610,1986･

[27]Hulten,C･R･andSchwab,R･M･:Publiccapitalformationandthegrowthofregionalmanufacturing

industries,NationalTa3;Joumal,Vol.44,pp.1211134,1991.

[28]Munnell,AIH.(eds･)Isthereashortfallinpubliccapitalinvestment?,ConferenceSeries34,Federal

ReserveBankofBoston,1990･

[29]Munnell,AIH･:Commentson'IsThereTooLittleCapital?InfrastructureandEconomicGrowth,'

byC.a HultonandR.M.Schwab,AmericanEnterpriseInstituteConferenceonInfrastructure

NeedsandPolicyOptionsforthe1990'S,1991･

[30]Garcia-Milk,T.andMcGuire,T･J･:Thecontributionofpubliclyprovidedinputstostates,Re9Wnal

ScienceandUrbanEconomics,Vol.22,pp.229-241,1992.



参考文献 89

[31]浅子和美,坂本和典‥政府資本の生産力効果,フィナンシャル ･レビュー,No.26,pp.97-101,1993.

[32]吉野直行,中野英夫:首都圏-の公共投資配分,八田達夫編 :東京一極集中の経済分析, 日本経済新聞

社,1994.

[33]吉野直行,中野英夫:地域別公共資本の生産拡大効果,住宅土地経済,No.13,pp.24-29,1994.

[34]三井清,竹揮康子,河内繁:社会資本の地域間配分,郵政研究所 DiscussionPaperNo.1994-22,1994.

[35]浅子和美,常木淳,福田慎一,照山博司,塚本隆,杉浦正典‥社会資本の生産力効果 と公共資本政策の経済

厚生評価,経済分析,Vol.135,経済企画庁,1994.

[36]Evans,P･andKarras,G.:Aregovernmentactivitiesproductive?EvidencefromapanelofU.S.

states,ReviewofEconomicsandStatistics"Vo1.76,pp･1-ll,1994,

[37]Garcia-Milk,T.andMcGuire,T.J.,Porter,R.H.:Theeffectofpubliccapital instate-level

productionfunctionsreconsidered,TheReviewofEconomicsandSlalistics,Vol.78,pp.177-180,

1996.

[38]HoltzIEakin,D.andSchwartz,A.E.:Spatialproductivityspilloversfrom publicinfrastructure:

Evidencefromstatehighways,InternationalTaxandPublicFinance,Vol.2,pp･4591468,1995･

[39]Lynde,C.andRichmond,I.:Theroleofpubliccapitalinproduction,ReviewofEconomicsand

Slatistics,Vol.74,pp.37-45,1992.

[40]Nadiri,M.I.andMamuneas,T.P.:TheeaectsofpublicinfrastructureandR良DcapitalOnthecost

structureandperformanceofU.S.manufacturingindustries,ReviewofEconomicsandStalislics,

Vol.76,pp.22-37,1994･

[41]Deno,K.T.:Thee鮎ctofpubliccapitalofU･S.manufacturingactivity:197011978,Southem Eco-

nomicJour7Wl,Vol.53,pp.401-411,1988.

[42]Berndt,E.andHansson,B.:MeasuringthecontributionofpublicinfrastructurecapitalinSweden,

NEBR WorkingPaper,No･3749,1991･

[43]Seitz,H.:A dualeconomicanalysisofthebenefitsofthepublicroadnetwork,TheAnnlasof

Re9ionalScience,Vol.27,pp1223-239,1993･

[44】Morrison,CJ.andSchwartz,A･E･:Stateinfrastructureandproductiveeprformance,Amerwan

EconomicReview,Vol.86,ppl109511111,19961



90 参考文献

[451Granger,C･WJ∴Investigatingcausalrelationsbyeconometricmodelsandcross-spectralmethods,

Econometrica,Vol.37,pp.424-438,1969.

[46]Sargent,TJ.:AclassicalmacroeconomicmodelfortheUnitedStates,JoumalofPoliticalEcorwmy,

Vol.84,pp.207-238,1976.

[47]Clarida,R･H.:Internationalcapitalmobility,publicinvestment,andeconomicgrowth,NBER

Workin9Paper,NoA506,1993.

[48]McMillin,W.D,andSmyth,D.I.:AmultivariatetimeseriesanalysisoftheUnitedStatesaggregate

productionfunction,EmpulicalEconomics,Vol.19,pp.659-74,1994.

[49]Sturm,I.IE.andHaan,I.de:Ispublicexpenditurereallyproductive?NewevidencefromtheUSA

andtheNetherland,EconomicModelling,Vol.12,pp.62170,1995.

[50]Otto,G.andVoss,G.M.:PubliccapitalandprivateproductioninAustralia,Southem Econom乞C

Journal,Vol.62,pp.723-736,1996.

[51】高橋青天:米国における社会資本の長期的影響-ヨハンセンの共和分分析による計測,フィナンシャル

レビュー,Vol.41,pp.8ト94,1996.

【52]Engel,氏.F.andGranger,C.W.:Cointegratiomanderrorcorrection:Representation,estimation,

andtesting,Economelrica,Vol.55,No･2,pp･2511276,1987.

[53]Johansen,S.=Statisticalanalysisofcointegrationvectors,JournalofEconomicDynamicsand

Control,Vol.12,pp.231-254,1988.

[54]Johansen,S.andJuselius,K.:Maximumlikelihoodestimationandinferenceoncointegration-With

applicationstothedemandformoney-,OxfordBulletinofEconomicsandStatistics,Vol･52,pp･

169-210,1990.

[55]Gamlich,E.M.:Infrastructureinvestment,Areviewessay,JoumalofEconomicLiterature,Voll32,

pp.1176-1196,1994.

[56JSolow,R･M.:Acontributiontothetheoryofeconomicgrowth,QuaierlyJoumalofEconomics,

Vol.70,pp.65-94,1956.

[57]Barro,R.∫.:Governmentspendinginasimplemodelofendogenousgrowth,JoumαlofPolitical

Economy,Vol.98,pp.103-125,1990･



参考文献 91

囲 Barro,RJ.andSala-i-Matin,X.:Publicfinanceinmodelsofeconomicgrowth,1b iewofEconornic

Sludies,Vol.59,pp.645-661,1992.

[59]Aghion,P･andHowitt,P.:Amodelofgrowththrough creativedestruction,Ecorwmetrica,Vol.60,

pp.323-351,1992.

[60]Jones,CII･:R&D-basedmodelsofeconomicgrowth,JournalofPoliticalEconomy,Vol.103,pp.759-

784,1995.

[611Krugman,P∴Geographyand7Tade,TheMITPress,1991.

[62】Fujita,M･,Krugman,P.,andVenables,A.J∴TheSpatialEconomy:Cities,Regions,andInlem a-

1ionalTylade,TheMITPress,1999.

[63]Starrett,D.:Marketallocationsoflocationchoiceinamodelwithfreemobility,JoumalofEconomic

Theory,Vo1.17,pp.21-37,1978.

【64]藤田昌久:空間経済システムの自己組織化と発展について,大山道広他編 :現代経済学の潮流1996,

東洋経済新報社,1996.

[65]Spence,M,:Productselection,fixedcosts,andmonopolisticcompetiton,ReviewofEconomic

Sludies,Vol.43,pp.2171235,1976.

[66]Dixit,A･K･andStiglitz,J･E･:Monopolisticcompetitionandoptimumproductdiversity,American

EconomicReview,Vol.67,pp.297-308,1977.

[67]Huriot,J.-M.andThisse,J･-F.(eds･)=EconomicsofCities,CambridgeUniversityPress,2000･

4.5cm

[68】Myrdal,G･:EconomicTheo7甘andUnderdevelopedRegion,Duckworth,1957･

[691Kaldor,N.:Thecaseforregionalpolitics,ScottishJoumalofPoliiicalEconomy,Vol･17,pp･337-348,

1970.

【70】Martin,P･andOttaviano,G･Ⅰ･P∴Growinglocations:Industrylocationinamodelofendogenous

growth,EuropeanEconom乞CReview,Vol･43,pp･281-302,1999l

l71]Martin,P･:Publicpolicies,regionalinequalitiesandgrowth,JournalofPublicEconomics,Vol･73,

pp.85-105,1999.



92 参考文献

[72】Helpman,E･andKrugman,P.‥MarketStructureandForm'9n升ade:IncreasmgReturns,Imperfect

Competition,andtheInternationalEconomy,TheMITPress,1985.

[73]Baldwin,R･E.andForslid,R.:Thecore-peripherymodelandendogenousgrowth:Stablisingand

de-stablisingintegration,NBER WorkingPaper,No16899,1999･

r74]Kobayashi,K･andOkumura,M･:Thegrowthofcitysystemswithhigh -speedrailwaysystems,The

AnnalsofRegionalScience,Vol.31,pp.39-56,1997.

[75】Dollar,D.andWolff,E.N.:Competitiveness,ConverlDenCe,andInteγmationalSpecialization,The

MITPress,1993.

[76JBaumol,W.∫.etal.(eds.),ConvergenceOfProductivity,OxfordUniversityPress,1994.

[77]Suarez-Villa,L･andCuadradoRoura,J･R.:Regionaleconomicintegrationandtheevolutionof

disparities,PapersinRe9WnalScience,Vol.74,pp369-387,1993.

[78JBarro,氏.∫.:Economicgrowthinacross-sectionofcountries,QuarterlyJoumalofEconomics,Vol.

106,pp.407-444,1991.

[79]Barro,a.I.andSala-i-Matin,X･:Covergenceacrossstatesandregions,BrookingPapers,Vol,1,

pp.107-182,1991.

[80]Barro,R.∫.andSala-i-Matin,X.:Covergence,JoumalofPoliticalEconomy,Vol.100,pp.2231251,

1992.

[811Ben-David,D,:madeandconvergenceamongcountries,JournalofInter7WtionalEconomics,Vol.

40,pp.279-298,1996.

[82]Cashin,P.andLoayza,N:Paradiselost?Growth,convergenceandmigrationintheSouthPacific,

IMFStanPapers,VoIA2,pp.608-641,1995.

[83lSala-i-Matin,X.=Regionalcohesion:Evidenceandtheoriesofregionalgrowthandconvergence,

EurlDPeanEcorwmicReview,VoIAO,pp.132511352,1996.

[84】Mankiw,N.G.:Thegrowthofnations,Brookin9SPapersonEcorwmicActivity,Vol.1,pp.275-310,

1995.

[85]Button,K.I.andPentecost,E.:TestingforconvergenceoftheEUregionaleconomies,Economic

Inqu%ry,Vol.33,pp.664-671,1995･



参考文献 93

[86]Barro,RJ･:Across-countrystudyofgrowth,saving,andgovernment,NBER WorkingPaper,No･

2855,1989.

[877Easterly,W.andRebelo,S.:Fiscalpolicyandeconomicgrowth,JoumalofMonetaryEconomics,

Vol.32,ppA17-458,1993.

[88】Crih鮎1d,∫.B.andPanggabean,M.P.H∴Ispublicinfrastructureproductive?Ametropolitan

perspectiveusingnewCapitalstockestimates,RegionalScienceandUrbanEconomics,Vol･25,

pp.607-630,1995.

[89】Holtz-Eakin,D.andSchwartrz,A･E∴Infrastructureinastructuralmodelofeconomicgrowth,

RegionalScienceandUrbanEconomics,Vol.25,pp.131-151,1995.

[90]Mas,M.,Maudos,J･,P6rez,F･,andUriel,E∴InfrastructuresandproductivityintheSpanish

reg10nS,RegionalStudies,Vol.30,pp･641-650,1996.

[91]Mum,S･･,Transportnetworkandsystemofcities,JoumαlofUrbanEconomics,Vol･42,pp･2051221,

1997.

[92j奥村誠,小林潔司,山室良徳:輸送費用の減少が都市群システムに及ぼす影響のシミュレーション分

析,土木学会論文集,No･604/ⅠⅤ-41,pp･23-34,1998･



第5章

スピルオーバー効果を考慮 した社会資本の生産性

評価に関する研究

5.1 緒言

昨今,社会資本がもたらす生産効果に関して,多くの議論がなされている.その中で,社会資本の生産

性の低下を指摘し,社会資本整備の役割に対しで懐疑的な見解も現れている.社会資本の生産性に関して

は,すでに膨大な研究が蓄積されており,その成果は参考文献 [1日2]に詳しい.しかし,個々の研究成果

における推計値には大きな差異が存在 し,社会資本の生産性に関して見解の一致を見るに至っていない.

従来より,生産関数モデルを用いて社会資本の生産性を計測した研究事例は数多く蓄積されている.の

ちに5.2で言及するが,既往の文献では社会資本をあたかも純粋な地方公共財として取り扱っており,社

会資本の整備効果の地域間スピルオーバーを十分に考慮していないという問題点がある.社会資本の効果

は個々の地域の範囲を越えて,空間的な広がりを持つ場合が少なくない.特に,交通 ･通信施設などの社

会資本 (以下,ネットワーク型社会資本と呼ぶ)は,地域間の知識,情報,金銭の流動の効率化を通じて,

生産におけるスピルオーバー効果の増進を目的として整備される.

一般に,社会資本のスピルオーバー効果は,多様な形態を通じて現れる.より直接的には各地域の経済主

体が他の地域の社会資本を利用することによりその便益がスピルオーバーする.あるいは,ある地域の企

業が他の地域の民間資本や労働力を利用することもあるだろう.このような直接的な効果だけでなく,財

や旅客の地域間流動を通じてアイデアや知識が伝播することにより生産性を向上させるという間接的な効

果もある.このようなスピルオーバー効果は地域間で双方向に発生する場合もあれば,大都市から小都市

-と階層的に発生する場合もある.社会資本のスピルオーバー効果を議論する場合,多様な形態で現れる

スピルオーバー効果を総合的に把握しうるモデルが必要となる.

本研究では,生産における地域間スピルオーバー効果を考慮した社会資本の生産性を評価する方法を提

案する,その上で,わが国における社会資本の生産性とスピルオーバー効果に関して実証的な知見を得る

ことを目的とする.以下,5.2では,本研究の基本的な考え方について説明する.5.3では,社会資本のス

ピルオーバー効果について考察し,そのモデル化の方法について考察する.さらに,5.4でモデルの推計方
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法と仮説検定の方法を説明し,5.5において実証分析の結果を示す.5.6は,まとめと今後の課題である.

5.2 本章の基本的立場

5.2.1 既往研究の概要

既に,第4章で詳述したように,生産関数を用いた社会資本の生産性計測に関しては膨大な研究事例が

蓄積されている[1].以下では,既往研究が有する問題点のうち,本研究と関連の深い主要な問題点をレ

ビューしておく.第 1は,社会資本の定義と入手可能なデータの整合性の問題である.社会資本ストック

データは経済企画庁より官庁統計として公表されているが,のちに5.4で考察するようなス トックの過大

推定の問題を抱えている.第2に,データの観測データの非定常性の問題がある.データに非定常成分が

含まれる場合,見せかけの相関の問題が現れる.この間題に関しては,すでに土居がわが国のデータ (県

民総生産,社会資本ス トック,民間資本ス トック,労働力の自然対数値)に対して単位根検定を実施し,都

道府県別データに関しては非定常成分 (単位根)が存在するという仮説を棄却できるとしている[3ト第3

に,クロスセクション･データに基づいた生産関数では,社会資本のスピルオーバー効果が問題となる.以

上の他にも,生産関数モデルは第4章で指摘した問題点を有しているが,本章では主として社会資本のス

ピルオーバーに焦点を置き問題点の克服を試みる.

生産関数モデルにおける社会資本のスピルオーバーの問題に関しては,すでにいくつかの文献で議論さ

れている.たとえば,浅子は,1975-85年に至る都道府県パネルデータをプールして生産関数の推定を行っ

た【41.その結果,時系列モデルと比較して,プールモデルから推定される社会資本の生産性が小さくなる

と報告している･また,吉野 ･中野等 [5日 8】も同様の結果を報告している･また,海外の研究事例におい

ても,時系列データとクロスセクションデータを用いた推計結果では,後者のほうが社会資本の生産力効

果が低く推計されている[9日13].Munnelはその理由を,r時系列データを用いた推計結果では,地域間

のスピルオーバー効果も含んだ形で社会資本の生産力効果が計測されるが,クロスセクションデータを用

いた場合では各地域の社会資本が自地域の生産のみに貢献するような生産関数を想定しているため,社会

資本の便益が他の地域にスピルオーバーする効果が無視される｣と指摘している[10].この場合,時系列

データと比較して,クロスセクションデータの推計結果では社会資本の生産力効果が過小に評価される危

険性がある.したがって,クロスセクションデータを用いる場合,地域間におけるスピルオーバー効果を

明示的に考慮する必要がある.

5.2.2 スピルオーバー効果

社会資本の効果はその資本が整備された地域だけでなく,地域を越えて他の地域にも波及する.特に,道

路や鉄道 ･空港といったネットワーク型社会資本の整備効果は,ネットワークで連結されたすべての都市

間の所要時間を短縮 し,その効果はネットワークで連結されたすべての地域が享受する.5.3で示すよう
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に,クロスセクションデータを用いる生産関数モデルでは,社会資本のス トック額が各地域ごとに分割 し

て集計化されるため,ネットワーク型社会資本の特性を十分に表現することは不可能である.

社会資本のスピルオーバー効果は, 1)ある地域の生産活動が,当該地域の社会資本だけでなく他地域

の社会資本も利用するという直接的なスピルオーバー効果と2)社会資本を通じて知識,アイデアという

無形の財が地域間を移動することによって得られる間接的なスピルオーバー効果に分類できる.前者は社

会資本が複数の地域における生産活動に同時に利用されるという結合生産がもたらす効果である.このよ

うな結合生産は社会資本ス トックだけに限られるわけではない.たとえば,ある地域の労働者が他の地域

に生産活動に貢献する可能性も否定できない.このような結合生産の効果は非排除性という特質を持っ社

会資本に顕著に現れる.

一方,知識は部分的に排除可能な公共財としての性質を持っ【14日15].知識は人的流動やコミュニケー

ションを通じて地域間を伝播する.コミュニケーション技術の発展により情報やデータの地域間移転は非

常に容易になった.しかし,フェイス ･ツウ･フェイスのコミュニケーションが必要な知識の移転において

は,地域間の距離抵抗は依然として重要な要因である.このように社会資本は,直接的 ･間接的なスピル

オーバー効果を持っている.したがって,社会資本の生産性を計測するためには,多様なスピルオーバー

効果を同時にモデル化できるようなアプローチが必要となる.

5.2.3 本研究の視点

社会資本のスピルオーバー効果を考慮するために,生産関数モデルの拡張がいくつか試みられている.

このような拡張に関する研究事例はそれほど多くはないが,その中で, 1)生産関数の中に他地域の社会

資本ス トックを導入することにより社会資本の生産要素としてのスピルオーバー効果を表現しようとする

試みがある (以下,要素スピルオーバーモデルと呼ぼう).さらに,2)地域の生産量をその地域における

知識ス トックの代理変数と考え,5.3で示すような空間ラグモデルを用いて知識の地域間スピルオーバー

効果を表現する試みがある (以下,知識スピルオーバーモデルと呼ぶ).あるいは, 3)誤差項の間に空

間自己回帰構造を導入 しスピルオーバー効果を表現する空間自己回帰モデルが提案されている.

要素スピルオーバーモデルの既往研究としてカリフォルニア州の高速道路の生産性を計測した事例があ

る囲 .そこでは,生産関数の中に白州と近接州の道路ス トック変数を導入 し,近接州の道路資本ス トッ

クのスピルオーバー効果の推定を試みている.その結果,州レベルにおいてはスピルオーバー効果は計測

されないと結論づけている[16ト 一方,Boarnetは同じくカリフォルニア州の道路インフラを,州より狭

い地域を基本単位 として積み上げ,インフラによる民間資本,労働力等の地域間移動をモデル内に明示的

に取り込むことにより,スピルオーバー効果の計測を行っている[17日1町 また,Canaletaは,スペイン

の交通インフラを対象として,自地域と周辺地域の結びつきを交通量で表現し,周辺地域の交通インフラ

を生産関数に導入 してスピルオーバー効果を計測している【1町
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わが国においても,スピルオーバー効果を考慮にいれた社会資本の生産性の推定結果が得られている.た

とえば,三井は都道府県単位に基づいた生産関数を推定しているが,その際に半径 100km,300km圏内に

ある近隣の都道府県にある社会資本ス トック額を積上げた説明変数を用いている[20].その結果,近隣地域

の社会資本は有意な正のスピルオーバー効果を持つと結論づけている.また,山野は,要素スピルオーバー

モデル,知識スピルオーバーモデルを用いて,社会資本のスピルオーバー効果の計測を試みている[21].

本章では,要素スピルオーバーモデル,知識スピルオーバーモデルが,空間自己回帰モデルの特殊ケー

スに該当することに着目し,社会資本のスピルオーバー効果を体系的に整理する方法を提案する.さらに,

5.3.4で考察するように,知識のスピルオーバー効果には方向性があることを指摘し,双方向なスピルオー

バー効果だけでなく,階層的なスピルオーバー効果を同時に検出できる方法を提案することとする.なお,

地域生産関数モデルにおけるスピルオーバー効果は,供給側から捉えた波及効果であるのに対 し,地域間

産業連関分析から得られる地域間生産波及効果は,産業部門間の投入要素の連関に基づく需要側の波及効

果であり,両者の間に直接の関係はない.また,本章で用いる推計手法はすでに空間計量経済学の分野で

提案されたものであり分析手法自体には新規性はない.山野 【叫 と問題意識を共有化 しているが,本章で

はスピルオーバー効果の分解とその計測問題に主眼をおいており,このような視点から社会資本の生産性

を分析した研究事例は見あたらない.

5.3 モデルの定式化

5.3.1 生産関数モデル

生産関数を用いた社会資本の生産性の計測方法は,大きく1)時系列アプローチ, 2)クロスセクショ

ンアプローチに分類できる.この中で,データセットの構築が比較的容易であったため,時系列データを

用いた研究事例が先行 した[22].これに対して,Costaは,クロスセクションのデータを用いて生産関数

lnYi-β0+β11nNl+β21nKt

+P3lnGi+E3 (5.3.1)

を推計する方法を提案 したr9].ただし,添字i(i-1,- ,n)は地域を表す.また,Yl,N" Ki,Giはそれぞ

れ地域iの地域総生産,労働九 民間資本ス トック,社会資本ス トックを表す.また,Etは正規分布N(0,02)

に従 う誤差項である.この時,社会資本の生産弾力性はβ3-(△YJYJ/(△Gi/Gt)と表せる｡ただし,記

号△は微少な増分を表す.生産弾力性を用いれば,地域iの社会資本ス トックがLJ(%)-100×(△Gi/Gt)

増加すれば,地域総生産がβ3LJ%増加すると評価される.ここで,式 (5.3.1)を行列表記すれば

y-XP +E (5.3.2)
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と表せる･ここに,y-(lnYl,･,.,lnYn)′を要素とする被説明変数列ベクトル,β-(β｡,β1,β2,β3)′はパ

ラメータ列ベクトル,e-(El,･,.,En)′は誤差項列ベクトルである.記号/は転置操作を表す.また,X は

弓 ;

lnNl lnKl lnGl

lnNn lnKn lnGn

と表されるnx4次行列である

通常,生産関数モデルでは,式 (5.3.1)に対して,1)β1+β2-1,または2)β1+β2+β3-1とい う

生産の 1次同次性条件に関する制約が課される.Meadによれば,前者の仮定 (労働 と民間資本の間で規

模に対する収穫一定)の下では,社会資本の役割は ｢生産環境の創出｣と位置づけられる.これに対して

後者 (労働と民間資本と社会資本の間で規模に対して収穫一定)の仮定は,社会資本は ｢対価不要の生産

要素｣と解釈できる.いずれの仮定が妥当であるかは,理論的には決着できず実証分析において検証され

るべきである[23ト

5.3.2 スピルオーバーを考慮した生産関数

前述したように,生産関数モデル (5.3.1)では社会資本の地域間スピルオーバー効果を表現することはで

きない.そこで,生産関数 (5.3.1)にスピルオーバー効果を導入する方法として, 1)自地域の社会資本ス

トックGiだけでなく,他地域の社会資本ス トックを説明変数として加える方法 (要素スピルオーバーモ

デル), 2)地域総生産を知識ス トックの代理変数と考え,地域間のスピルオーバー効果を表現する方法

(知識スピルオーバーモデル)が提案されている[21ト要素スピルオーバーモデル,知識スピルオーバーモ

デルは,それぞれ

lnYt-βo+β1lnNi+β2lnKt+β31nGt

+¢∑ wl,lnGJ･+Et
J≠i

lnYl-Po+β11nNt+β21nKi+β3lnGt

+p∑ wullnY,+どi
J≠t

(5.3.3a)

(5.3.3b)

と定式化できる.ここに,Wt,は地域間の近接関係を表すパラメータであり,モデル推計にあたって外生

的に与えられる.パラメータ少,βは,それぞれ生産要素,知識のスピルオーバー効果の強さを表す未知パ

ラメータである.式 (5.3.3a),(5.3.3b)を行列表記すれば

y-Xβ+¢W g+e

y-XP+pWy+E

となる.ただし,9-(lnGl,･-,1nGn)'は各地域の社会資本ス トックを表す n次列ベク トル,W は空間

近接パラメータWt,を要素するnxn行列であり,対角要素はW"-0(i-1,･･･,n)である･要素スピ
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ルオーバーモデル (5.3.4a)は,着 目している地域の生産活動が利用する他地域の社会資本ス トックを生産

関数に変数として導入するモデルである.この場合,空間近接行列 W の各要素は,他地域の社会資本の

利用の程度を表 している.

要素スピルオーバーモデルは,他地域の社会資本ス トックの利用可能性を考慮 したモデルであり,生産関

数モデルの自然な拡張となっており,モデルの解釈も容易である.一方,知識スピルオーバーモデルでは,

他地域の生産額が当該地域の生産額に正のスピルオーバー効果を持っと考える.Keilbachは生産における

外部経済として,知識の地域間スピルオーバー効果が重要な役割を果たすと論 じた 【24トその上で,他地

域における知識やアイデアのス トック量の代理指標として,他地域の生産量を用いることが可能であると

し,他地域の生産量を生産関数の説明変数として含むような空間ラグ構造を持つ知識スピルオーバーモデ

ル (5.3.4b)を提案 した.要素スピルオーバーモデル,知識スピルオーバーモデルのいずれも社会資本のス

ピルオーバー効果を表現する方法として説得性をもっており,排他的にそのいずれかを選択すべきではな

い.むしろ,2つのモデルを統一的に包含するようなスピルオーバーモデルを定式化することが望ましい.

5.3.3 空間自己回帰モデル

空間計量経済学の分野において,誤差項の空間相関を持つような空間相互作用モデルに関する研究が蓄

積された【25トまた,土木計画学の分野においても,いくつかの適用事例が存在する 【26日27]･ここでは,

生産関数 (5.3.1)の誤差項の間に存在する空間相関を,代表的な空間相関モデルである空間的自己回帰モデ

ル (spatialautocorrelationmodel)を用いて表現しよう【28日31ト

y-XP+E

E=AWe+Z/

ここに,人は誤差項の空間相関パラメータ,i,は正規分布N(0,627)に従う誤差ベクトルである.式 (5･3.5b)

は,誤差項 Eが自己回帰構造を持つことを表 している.生産関数 (5.3.5a)の誤差項の間に式 (5･315b)で表

されるような空間相関が存在する場合,誤差項 Eは

e-(I-人W)-1L,

と表すことができる.分散 ･共分散行列 0-E(ee′)は

n-Et(Z一入W)-1ul,I((ト AW)Ll)′】

-(I-AW)-1E(Z/Z/′)((I-人W)-1)′

-(I-AW)tlJ27((ト AW)~1)′

-C'2(I-AW)~1((I-入W)′)ー1

-C'2〔(I-入W)′(Z一入Ⅵ′)rl

(5.3.6)

(5.3.7)
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と表される.空間自己回帰モデルでは,分散 ･共分散行列 nの逆行列は容易に評価することが可能であり

n11-0･-2(I-人W )′(ト AW) (5.3.8)

と明示的に求めることができる･空間自己回帰モデルのスピルオーバー構造を明らかにするために式(5.3.5a)

を式 (5･3･5b)に代入すれば,式 (5.3.5b)は

y-Xβ+入W (y-Xβ)+Z/

-Xβ+入Ⅵ′y-入W Xβ+Z/ (5.3.9)

と分解できる [32ト ここに,右辺第 1項は通常の生産関数モデルを,第2項は知識のスピルオーバー効果

を,第3項は要素のスピルオーバー効果を,最終項は誤差項を表す.すなわち,空間自己回帰モデルを用

いることにより,生産要素と知識という2種類のスピルオーバー効果を同時に含むような生産関数を推計

することができる.

式 (5.3.9)より,空間自己回帰モデルは特殊なスピルオーバー構造を表 していることが理解できる.第

1に,第 2項の知識スピルオーバー効果と第3項の要素スピルオーバー効果が同一のスピルオーバーパラ

メータ人を持つ点があげられる.第2に,要素スピルオーバー効果が当該地域の生産に対して負のスピル

オーバー効果を持っ点である.他地域における生産要素と当該地域の生産要素の間に代替的な関係が成立

する.空間自己回帰モデルでは他地域の生産要素が持つ補完的な関係を表現することができない.このよ

うに空間自己回帰モデルを用いた場合,スピルオーバー効果に関して強い仮定を置くことになる.ここで,

式 (5.3.9)を

y-Xβ+AW y-W XT + l/ (5.3.10)

と変形 しよう.ここで,Tはパラメータベクトルであり,空間自己回帰モデルでは共通要素制約条件

7-人β (5.3.ll)

が成立する.現在,共通要素制約条件を緩和 した空間相互作用モデル (5.3.10)に関する研究も進展 してい

る[33日 35]･式 (5.3.10)において7-0を仮定すれば,知識スピルオーバーモデルが得られる.あるいは,

A-0,かつ7-(0,0,0,-め)を仮定すれば要素スピルオーバーモデルを得る.前述したように,共通要素

制約は過度に強い仮定であり,双方のスピルオーバー効果の相対的な強さを比較できるモデルの方が望ま

しい.このような視点から,次節では社会資本の複合的なスピルオーバー効果を考慮するために,共通要

素制約を緩和 した生産関数モデルを定式化する.なお,誤差項の空間相関構造を,移動平均モデル

E-AWz/+Z, (5.3.12)

を用いて表現することも可能である[36].しかし,空間相関構造を自己回帰モデルと移動平均モデルで表現

しても推計結果に実質的な差異が発生しないことが報告されておりf25〕,本研究では推計が容易な自己回帰
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モデルを用いることとする･また,以上の定式化では誤差項Uの異質分散性を考慮していない.Anselinl25】

は誤差項の異質分散性を考慮 した空間的自己回帰モデルを提案 しているが [25],異質分散性が存在してい

ても誤差項の空間的相関を通じて平準化され,実用上は大きな問題にならないことを指摘 している.した

がって,本章では異質分散性の問題をとりあげない.

5.3.4 複合的スピルオーバーモデル

知識は,生産性の大きい地域から小さい地域-と階層的にスピルオーバーする可能性が大きい [24ト こ

のような見解は,最近発展 しつつある多地域内生的経済成長理論でも支持されている.そこでは,知識ス

トックの大きい地域から小さい地域-と流れる知識のスピルオーバー効果が,生産性の地域間均等化をも

たらすことが想定されている甘 しかし,知識スピルオーバーモデルや空間自己相関モデルでは,このよ

うな知識のスピルオーバー効果を十分に表現できない.

問題意識を明示的に説明するために,知識スピルオーバーモデルにおける社会資本のスピルオーバー効

果を具体的に求めてみよう.知識スピルオーバーモデルでは,地域jにおける社会資本の限界的な増加が

(空間近接性に影響を及ぼさないという条件の下で)地域 iの総生産 Ytに及ぼす限界的な効果は

荒 - β3堵 (5･3･13)

と表される.ただし,ptjは逆行列 lZ-pWJ~1の (ij)要素である･式 (5.3.13)は,地域 iにおける社会

資本の整備により生 じる知識のスピルオーバーの乗数効果を集計化 したものである.しかし,式 (5.3.13)

より明らかなように,他のことを一定にすれば,社会資本の限界的なスピルオーバー効果は,社会資本ス

トックGjが小さい地域ほど大きい･また,知識ス トックYtが大きい地域に対して,より限界的なスピル

オーバー効果が大きく現れることになる.対称的な空間近接行列を用いた知識スピルオーバーモデルを用

いる限り,社会資本ス トックの大きい地域 (生産性の高い地域)において知識ス トックが生産され,それ

が生産性の低い地域に波及していくという階層的な空間相関関係を表現できない.この問題は空間自己回

帰モデルにおいても現れる.

知識の階層的なスピルオーバー効果の差異を表現するために,空間近接行列 lγ に対 して,

W ;J弓 等J afSilrJSI豊 'αS (5･3･14,

を要素とする階層的空間近接行列 lγ β(β-1,･-,β)を定義 しよう.ただし,0-αo<α1- <α∫-∞

である.式 (5･3.10)を拡張し,非対称的な空間近接行列W sを用いて知識の階層的なスピルオーバー効果

を表現するとともに,対称的空間近接行列 W を用いて生産要素のスピルオーバー効果を表現しよう.こ

の時,複合的なスピルオーバー効果を表現する生産関数モデルを

S

y-xβ+∑EsWsy+WXT+us=1
(5.3.15)
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と定式化できる･ここに,Es(S-1,･･,,S)はランクSの知識の階層的スピルオーバー効果の程度を表す

パラメータ,7-(0,71,72,73)′は未知パラメータベク トルである.上式の右辺第 1項は通常の生産関数

を,第2項は知識スピルオーバー効果を,第3項は生産要素スピルオーバー効果を表す.第4項は正規分

布 N(0,0121)に従 う誤差ベク トルである.第 2項は階層的なスピルオーバー効果を,第 3項は双方向のス

ピルオーバー効果を表現している.なお,第3項では,知識以外の生産要素のスピルオーバー効果も考慮

している.

5.4 分析の方法

5.4.1 データセット

従来より,都道府県単位より細かい地域単位での民間資本,社会資本に関するデータは整備 されていな

い.中でも社会資本に関するデータの整備が遅れている.都道府県単位での社会資本データに関しては,い

くつかのデータセットが入手可能である.旧経済企画庁が公表 している社会資本ス トックデータ[37]以外

にも,NTTや JR民営化以前に関しては,大河原等 [38],浅子等 [4〕,吉野等 [5げ あり,民営化後のデー

タに関しては土居 [3]によるデータセットが利用可能である･旧経済企画庁の社会資本ス トックデータは,

社会資本の除却を考慮せず,耐用年数に達 しない範囲の中で過去の投資額を積み上げることにより,社会

資本ス トックを求めている.残りのデータセットは社会資本の減価償却を考慮 している.例えば,土居の

データセットでは,社会資本の除却スケジュールとしてワイブル分布を仮定している.

現実の社会資本の整備過程において,社会資本が物的耐用年数により除却された事例は極めて少ない.

多くの場合,機能的な耐用年数により除却されている.社会資本整備の過程で,新規に社会資本が整備さ

れた場合も少なくないが,機能的な耐用年数を迎えた古い社会資本を除却し,機能水準を向上させること

を目的として社会資本が整備された事例が少なくない.あるいは,堤防,道路, トンネル等のように物理

的な耐用年数を想定 しにくい施設もある.社会資本ス トックの除却を考慮していない旧経済企画庁の社会

資本ス トックデータは,現実の社会資本ス トックをかなりの程度過大に評価 している危険性がある.土居

が仮定 したように,現実の除却スケジュールにおける残価率分布がワイブル分布に従っている保証はない

が,少なくとも旧経済企画庁データのような社会資本ス トックの過大評価の問題はある程度は回避できて

いる可能性がある.このような考え方に基づいて,本研究では土居が公開しているデータベース [39】に基

づいて生産関数を推計することとした.残念ながら,現時点で過去の社会資本整備の過程の中で発生した

古い社会資本ス トックの除却量を明確に評価 したス トックデータは存在しない.

本研究では,土居がネット上で公開しているデータベース [39]を用いる.このデータは,1987年の旧3

公社民営化以降,3公社分の社会資本が民間資本に加算されるようになったため生じた統計の断絶を考慮 し

て,民営化 3公社以前と民営化以後のデータを整合的に結合 している.また,1970年以前の社会資本デー
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タについても,国富調査をベースに減価償却を考慮して推計を行っている (ただし,遡及は1965年までで

ある).同時に,1975-1993年度は県民経済計算年取 それ以前は長期遡及推計県民経済計算報告に基づい

て県民総生産を求めている.労働力に関しては,県民経済計算報告平成 9年度版に基づいて算出している.

1974年度以前に関しては就業構造基本調査,国勢調査に基づいて補正計算により算出している.民間資本

ス トックに関しては長期遡及推計県民経済報告に記載の ｢総固定資本形成一民間企業設備｣を民間企業資

本ス トックの取り付けベースの純除却率で補正して積み上げるとともに,都道府県別按分値を求めている.

なお,生産関数の推計にあたっては,サンプル数が過小になるという難点を避けるためパラメータ変化

が起こらない程度の期間として,代表時点を挟む前後 1年におけるデータをプールすることにより,1970

年から1995年まで5年ごとを代表時点とする6時点のデータセットを用意 した.また,沖縄県について

は,独自の社会資本整備政策がとられてきたことや他の都道府県までの距離が著しく離れておりスピルオー

バー効果が期待されないため,分析対象から除外する.

5.4.2 空間近接行列

スピルオーバー効果を考慮 した生産関数を推定する際には,空間近接行列 W を適切に設定することが

課題 となる.しかし,空間近接行列に関しては,ほとんど研究が蓄積されていないのが実状である.本研

究では,代替的な空間近接行列を定義するとともに,実証分析を通じてその妥当性を検証することとする.

空間的近接行列を定義する上で,もっとも基本的な空間近接情報は地域間の地理的距離である.そこで,

空間的な近接度を表す指標として,都道府県庁所在地間の直線距離の逆数行列 Wpを定義する.しかし,

近年の交通 ･通信ネットワークの発展により,ネットワークの離散化が進展 し,｢地理的に近接 している｣

ことは以前ほど重要でなくなっているとの指摘も多い【4町 そこで,ネットワーク型社会資本の機能水準

に着 目した空間近接行列を考えることとする.

まず,都道府県間の所要時間,所要費用の逆数を用いて2つの空間近接行列 lγT,W cを定義 した.ま

た,都道府県間の鉄道 ･航空の最短所要時間経路について,運賃と所要時間を経路分担率を考慮 して加重

し,時間価値 2500円/時間 [41]として地域間一般化費用を求めた.このようにして求めた一般化費用の

逆数を用いて空間近接行列WR を定義する.また,業務上の関係の深さを反映して決定される他地域との

間の人流の大きさがスピルオーバーに寄与していると考え,都道府県間業務 トリップ数を用いて空間近接

行列 WFを定義する.

以上の空間近接行列のうち,行列 W T,W c,W R,W Fはいずれもネットワーク型社会資本の整備水

準を反映 している.これらの空間近接行列を用いて地域間スピルオーバー効果が説明可能であれば,交通

ネットワーク整備を通 じて地域間スピルオーバー効果を制御することが可能である.

以上で定義 した空間近接行列はいずれも計測単位が異なる.パラメータの推計値を相互比較するために
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は,空間近接行列を基準化する必要がある.代表的な基本化手続きとして以下のルールがある[421

Wtc3･-
n

∑?=1∑,n=lWt,
WtJ (5･4･16a)

w x - 試 売 w tJ (5･4･16b)

ここに,nは地域数,Wijは基準化前の空間近接行列の (i,3)要素･WiC" WtTは基準化後の空間近接行列

の (i,i)要素である.基準化ルール (5.4.16a)はC-co°ing,ルール (5.4.16b)はW-codingと呼ばれる[42]･

Tiefelsdorfは,空間近接行列の導入により,誤差項の空間相関構造に地理学的位相に基づいた異質性の問

題が発生することを指摘した.すなわち,地理的空間の端に位置する地域はどの地域に対しても遠く,中

央に位置する地域はどの地域に対しても近くなる.したがって,全体を一律に基準化する式 (5.4･16a)の方

法では中央に位置する地域が平均的な近接度が大きくなる.一方,式 (5.4.16b)では空間の端に位置する地

域の近接度も中央に位置する地域と同等に評価することになる.その結果,空間の端に位置する地域の特

殊性が全く考慮されないことになる.Tiefelsdorfは,このような地理学的位相による異質分散性の問題を

回避するために,S-co°ing

W iS,-

H ll■り

･T-1〈義荒〉序 両
(5.4.17)

を提案している【42].本研究では,S-codingを用いて空間近接行列を基準化することとする1

5.4.3 モデルの推計方法

本章で用いる推計方法は,いずれも空間計量経済学の分野で開発されたものであり,以下で提案した生

産関数モデルに即して,その推計方法について説明しておく.

生産関数モデル (5.3.1)では,ElX′E巨 0が成立する.誤差項Eが正規分布 N(0,0･21)に従う場合,OLS

推定量

βO-(x′x)-1xy (5.4･18a)

は不偏推定量であり,かつ最小分散推定量であることが保証される.要素スピルオーバーモデルの場合,新

しく4,を未知パラメータベクトルに,列ベクトル9を行列 X に付け加え,OLS推定量を求めればいい･

知識スピルオーバーモデル (5.3.4b)は

y-中11xβ+tv IE

中-I-pW

(5.4.19)

と書き換えることができる.式 (5.4.19)より誤差項 中JIEは明らかに分散共分散構造を持ち.OLS推定量

は不偏推定量ではない.しかし,最尤法を用いれば,サンプル数が十分に大きい場合,漸近一致性と漸近
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効率性のある推定量を得ることができる.いま,仮定より誤差項Eが正規分布N(0,021)に従 う･ここで,

誤差項 Eで定義される確率密度関数をyを用いて

E-中y-Xβ

と変数変換 しよう.変数変換のヤコピアン行列は

J-完-中

となる.Eが正規分布N(0,0127)に従 う場合,観測値 yが得られる変数変換後の尤度は

f(y恒 2,β)-(2汀)一昔(02)一昔lOlexp仁志 (gy

-xp)′(軸 -XP))

と表される.式 (5.4.22)の対数尤度関数 L:kは

Lk(ylp,62,β)-一芸In(2T)-芸ln(62)+l岬

-去〈(oy-xp)′(中y-XP))

(5･4･20)

(5･4.21)

(5.4.22)

(5.4.23)

と表される.pを所与として対数尤度関数L:kをβ,02に関して最大化 しよう.βに関する最適化条件より

β-(x′x)~1x'中y

-(x′x)-1x′y-p(x'x)11x′wy

A0
-p -PPL (5･4･24)

<0
を得る.ここで,β はyのXに対するOLS推定量であり,生産関数モデル (5.3･1)におけるOLS推定量に

一定する･また,βLはyL- W yのXに対するOLS推定量である･一九 g2の最尤推定量62-n-1轟

は

62= i (喜 -piL)′(喜一 pg L)
n

A()
主-y-Xβ

合L-yL-XβL

以上の最尤推定量合,62を対数尤度関数 (5A.23)に代入することにより集中化対数尤度関数 [43]

cL k- 一芸ln (2q)+lnlI --PW I

-;lnl三(喜
-p合L)′(喜一 p合L )

(5.4.25)

(5･4･26)
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を得る.集中化対数尤度関数 (5.4.26)をpに関して最大化することにより最尤推定量i)*を得る.最尤推定

量〆 を求める手順は以下のように整理できる【25].すなわち, 1)yのX に対するOLS推定量βOを求

める･2)yLのX に対するOLS推定量 βL を求める.3)残差 喜,ELを求める.4)式 (5.4.26)を最大
A* A0

にするP*を1次元探索法により求める･5)4)で求めたP･を用いてβ -β -β*βL および が2を求

める.なお,複合的スピルオーバーモデルも誤差項の空間的相関構造は知識スピルオーバーモデルと同 じ

であり,知識スピルオーバーモデルと同様の方法で推計することができる.

空間自己回帰モデル (5.3.5a)の誤差項の分散 ･共分散行列は式 (5･3.6)で与えられる.誤差項 Uが正規分

布 N(0,021)に従 う場合,観測値 yが得られる尤度は次式で表される.

I(yl入,cr2,β)-(27T｢昔In再

exp(-芸(y-xp,′n~1(y-xβ),〉
(5.4.27)

式 (5.3.7)よりIn再 -cr1l=i,ET l -C'-2≡′三,≡-I-人W である[25].式 (5A.27)の対数尤度関数

左は

Ls(ylW 2･β)--芸ln(2小 笠ln(C2)･lnJ=(

一志〈(y-xp)′≡′≡(y-xβ))

と表される.人を固定して対数尤度関数 L:Sをβ,C'2に関して最大化すれば最尤推定量

β-(x′≡′≡x)-1x′≡′=y

6 2 = li),=,=i)
n

(5.4.28)

(5.4.29a)

(5.4.29b)

を得る.なお,i)-y-Xβである.最尤推定量β,62を対数尤度関数 (5.4.28)に代入すれば集中化対数

尤度関数

cL又-一芸In(2n)･lnlI-岬

-;lnl三(y-xb,/=′=(y-xb,]
(5.4.30)

を得る.式 (5.4.29a),(5.4.29b)よりβ,抑 まともに人の関数となる.したがって,反復的手順により最尤推
一0

定量又*,6*2,β*を求める必要がある[25].すなわち,1)OLS推定量βOを求める.2)残差i>-y-Xβ

を求める.3)i)の下で式 (5A.30)を最大にする又を1次元探索法により求める.4)上で求めた 又を式

(5.4.29a)に代入 し最尤推定量βを更新する.5)新しい残差 i)-y-Xβを求める. 6)収束基準を満

足する場合は7)-進む.そうでない場合は3)-戻る. 7)残差 i)*と又*を用いて 6*2 を求める.
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5.4.4 仮説検定の方法

生産関数モデル (5･3･4a),(5.3.4b),(5.3.5a)において,スピルオーバー効果の強さはそれぞれパラメー

タ¢,p,入により表現されている.ここでは,知識スピルオーバーモデルを用いてスピルオーバー効果を

尤度比検定する方法を説明する.他のモデルに関しても同様の方法で仮説検定できる.いま,帰無仮説Ho,

対立仮説 Hlを

:;::pp;oo) (5･4･31,

と定義する.帰無仮説,対立仮説の下での対数尤度をL(Hl)-I:k(〆,6･2,♂),L(H.)-I:k(0,6･2,♂)

と定義する.この時,尤度比 L:78--2lL:(Hl)-i:(Ho)]は漸近的に自由度1のx2分布に従 う[43].した

がって,スピルオーバー効果の仮説検定は通常のx2検定に帰着する.なお,空間自己回帰モデルのスピル

オーバーパラメータ人に関してはラグランジュ乗数検定も利用可能であるが,ラグランジュ乗数検定統計

量と尤度比検定統計量は漸近的に同一の値に収束することが知られており[25],ここではとりあげない.

各モデルの推計結果に有意な空間的相関が残存する場合,推計したモデルで特定化されていない空間相

関構造が残っている可能性がある.たとえば,知識スピルオーバーモデルで推計残差 合が得られたとしよ

う･この時,推計残差の空間的相関関係はMoran'sJ統計量 [44]

Z=3'(圭(W +W′))合
A/へ
Ee

を用いて検定することができる.検定統計量左 を

∫,,
ZIElT]

ElT]-
tr(U)
n-k

VarlT]-
tr(Upw')+tr(U)2+ltr(U)]2

(n-k)(n-k+2)

(5.4.32)

(5.4.33)

-(ElT])2

と定義すれば,Znは漸近的に標準正規分布 N(0,1)に従 う.ただし,nはサンプル数,kは自由度 p-

ZIX(X′x)~1x′,U-pw である.Moran'sIによる推計残差の空間相関の検定では棄却すべき対立

仮説が設定されていないが,Znがある臨界的な値より大きければ何らかの空間相関が存在するという証拠

となる.

5.4.5 複合的スピルオーバー効果の多重仮説検定

式 (5.3.15)では,知識スピルオーバーと要素スピルオーバーという2種類のスピルオーバーを同時にと

りあげている･このうち,知識スピルオーバー効果の存在を仮説検定するために,帰無仮説Hg,対立仮
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説Hi

(5･4･34)

を設定する･ただし,i- (El,･･･,Es)I,Osは S次の0要素列ベク トル,i≠O,Osは論理式 (El≠

Oor･-orEs≠0)を意味する･また,要素スピルオーバー効果に関しては

鍔 …073.3 ) (5Al35)

を設定する.なお,7~-(71,72,73)′,03は3次の0要素列ベクトル,7~≠0,03は論理式(71≠Oor72≠

oorT3≠0)を意味する12種類のスピルオーバー効果に関する仮説検定は,帰無仮説 等 H%を対立仮

説 雪 ,叫 こ対 して検定する問題に帰着される･仮説 (5･4･34),(5Al35)は複数の仮説を同時に検定する多

重仮説検定となっている.この場合,個々の仮説E8-0(S-1,- ,S),71-0(i-1,2,3)に対する尤度

比検定の結果を用いて,結合仮説 (5.4.34),(5.4.35)に関して統計的判断を行 うと第Ⅰ種の過誤を犯す危険性

が増加する【45ト 仮説検定上のバイアスを除去するために,3つの仮説を結合した多重仮説検定 [461を行

う必要がある.仮説検定統計量を定義するために,複合的スピルオーバーモデル (5.3.15)を

y-o~1xβ+ollwxT+㊥~1E

S

0-I-∑ EsWB覧i-il
と書き換えよう.この間題の尤度関数 L:C(i,C,2,β,7)は

Lc(i,02,β,7)-一芸ln(2打)-芸1n(02)+Inlet

一志 EJe

(5･4･36)

(5.4.37)

=* *̂2 =*
と表される.E-Oy-Xβ-WXTである.この問題の最尤推定量をE,6 ,β ,与*と表そう.この

晩 多重仮説 (5A.34),(5A.35)に関する尤度比検定量はそれぞれ

I:7eE--2[L:C(0,1)-I:C(1,1)i

I:787--2lL:C(1,0)-I:｡(1,1)i

*̂2=* =*-*2=*
と定義される.ここに,Lc(0,1)-I:C(Os,5',β ,7),i:C(1,0)-I:C(i,6 ,β ,03),I:C(1,1)-i:｡(i,6,

轟 *)である.検定統計量m f,m Tはそれぞれ漸近的に自由度 S･3のx2分布に従 う･有意水勘

に対して巧 -1-(1-*)S･函 -1-(1-*)3を定義する[47ト この晩 m E≧x少e(S)･m T≧叫 (3)

であれば,有意水準ゆで多重仮説 (5A.34),(5A.35)を棄却できる.最後に,｢2種類のスピルオーバー効

果が同時に存在するか｣というスピルオーバー効果全体に対する仮説検定を行 うために,結合仮説

Ho二e-Os and 7 -03

Hl‥e≠oros or T≠0,03
(5.4.39)
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を設定しよう.仮説 (5.4.39)に関する尤度比検定統計量は,

L:780--2[L:C(0,0)-i:C(1,1)]

109

(5.4･40)

*̂2=*
と定義できる.ただし,I:C(0,0)-I:C(Os,6 ,β,03)である.検定統計量L:78｡は漸近的に自由度S+3の

x2分布に従う･結合仮説(5･4･39)の有意水準を4,0-1-(1-4,)S+3と定義する.この時,i:780≧x小.(S+3)

であれば,有意水準4,で多重仮説 (5A.39)を棄却できる.

5.5 実証分析

5.5.1 分析の概要

5.4で説明したデータベースを用いて生産関数モデル (5.3.1),要素スピルオーバーモデル (5.3.4a),知

識スピルオーバーモデル (5.3.4b),空間自己回帰モデル (5.3.5a),複合スピルオーバーモデル (5.3.15)を推

計 した.その際, 1)労働力,民間資本ス トックに関して収穫一定, 2)労働力,民間資本ス トック,社

会資本ス トックに関して収穫一定,という2つの仮定を設けるとともに,代替的な空間近接行列 W とし

て,W D,W T,Wc,Ⅵ′R,WF を用いた.モデルタイプ,収穫-定性の仮定,空間近接行列の対応と

いう3つの条件の組み合わせのそれぞれに対してモデルを推計し,推計精度を比較した.

その結果,すべてのモデルタイプ,空間近接行列のタイプの組み合わせに対して,労働力,民間資本ス

トック,社会資本ス トックに関して収穫一定という仮定を設けると,社会資本ス トックのパラメータが負

で推計されるなどの論理矛盾が生じる.また,労働力と民間資本ス トックのみに関して収穫一定という仮

定を設けた場合の方がモデルの推計精度が大きいことが判明した.本推計結果に関する限り,社会資本は

生産環境を創出する役割を果たしていると考えることができる.また,空間近接行列として Ⅵ′β,あるい

はⅣ 月を用いた場合,それ以外の空間近接行列を用いた場合よりも推計精度が高いことが判明した.モデ

ルの推計結果は膨大な量にのぼるため,以下では収穫一定の仮定 1)の下で空間近接行列W D,W Rを用

いた分析結果に焦点を絞る.

5.5.2 生産関数モデルの推計結果

表 5.1は,1次同次制約 (β1+β2-1)の下でCobb-Douglas型生産関数 (5.3.1)を推定した結果を示し

ている.同表では,1975,1985,1995年という3つの時間断面における推計結果を示 している･表5.1に示

すように,いずれの時間断面においてもモデルの自由度修正済み決定係数は大きく,かつパラメータ推計値

A○
β は,すべての時間断面において有意である.表5.1の最下段には空間近接行列 Wかを用いたMoran's

Jを用いて誤差項の空間相関を評価した結果を示している.Moran'sJの値は有意に正となっており,Wp

の意味で近接 した地域間における推計残差の間に正の強い空間的相関が存在する.図5.1は1985年度にお

ける推計残差の空間分布を示 しているが,他地域からの社会資本ス トックの便益のスピルイン効果が顕著
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表5.1 生産関数の推計結果

1975年 1985年 1995年

定数

βo
労働力

β1

民間資本

β2
社会資本

β3

-0.560日 -0.710** -0.045日

(-5.63) (-8･18) (-6･09)
0.577… 0.553** 0.533**

(15.56) (1359) (12･98)
0.423** 0,447** 0,467**

(11･43) (10･97) (11･35)
0.112** 0.120* * 0.083**

(7･86) (9･31) (7･55)
0.983 0.988 0.991

Moran's∫ 10.161H 5.429** 3.763**

注)( )内の数値はt値,*は5%有意,**は1%有意,R2は自由度調整済決定係数である

図 5.1 生産関数の推計残差

な大都市圏において地域総生産が過小推計され,逆に北海道,宮崎県をはじめとするスピルイン効果が少

ない地域では地域総生産が過大推計されている.すなわち,推計残差が空間的に偏在することは,地域間

スピルオーバーを無視 した結果であると考えられる.

残差の空間的な集中度を表す Moran'sJは時間が経過するに従って小さくなっており,残差が空間的に

集中する傾向は弱まっている.また,1995年における社会資本の生産性を示す生産弾力性の推計値P30は,

他の時間断面と比較して極端に小さな値になっている.この問題は以下で示すスピルオーバーを考慮した

生産関数モデルにおいても同様に観測されている.社会資本の限界生産性の低下問題に関しては5.5で改

めて言及することとする.

5.5.3 スピルオーバー効果と生産関数

要素スピルオーバーモデル (5.3.4a),知識スピルオーバーモデル (5.3.4b),空間自己回帰モデル (5･3･5a)

の推計結果を一括 して表 5.2に示している.これらの推計結果はいずれも1985年のデータベースを用いる
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表5.2 スピルオーバー効果と推計結果

定数

βo

労働力

β1
民間資本

β2
社会資本

β3

¢,p,A

111

モデル (5.3.4a) モデル (5･3.4b) モデル (5.3.5a)
ー0.029

(-0･79)
0.560**

(4.36)
0.440*

(3.42)
0.103*

(2.39)
0.275α)

(1.67)α)

0.149

(1A9)
0.656**

(4.98)
0.344**

(2.61)
0.118**

(3.47)
0.455叫

(2.31)ら)
0.994 0.996

10.070'

(-1.97)
0.570**

(4.20)
0.430**

(3.17)
0.119**

(2.85)
0.250C)

(0.70)C)

Moran'sJ -1.798 -0.725 -2.631*★

荏)( )内の数値はt値,*は5%有乱 **は1%有意,R2は自由度調整済決定係数である.上付き添字はa)は4･,

b)はp,C)は人を表す.

とともに,空間近接行列としてWRを用いた場合の推計結果を示 している.W Rは所要時間を含む一般

化費用で定義 しているため,鉄道や航空の発達 した大都市間の近接度が WD よりも高い.しかし,WR,

W D を用いた推計結果は類似の傾向を示 してお り,ここでは推計精度がより大きい近接行列 W R を用い

た推計結果を示 している.

表 5.2に示すように,知識スピルオーバーモデルの推計結果は他のモデルと異なり,労働力の代替弾力

値が大きく (1次同次制約のため民間資本の代替弾力値が小さく)なっている.スピルオーバーパラメータ

については,知識スピルオーバーモデルのβの推計値が最も大きく,統計的に有意となった. しか し,要

素スピルオーバーモデル,空間自己回帰モデルのスピルオーバーパラメータ4･,Eはいずれも有意な値を示

していない.

生産関数モデル (5.3.1)と比較 して,地域生産関数に新たにスピルオーバーパラメータ4･,p,Eを加え

ると,社会資本の代替弾力値 β3の推計値や t値が小さくなる.生産関数モデル (5.3.1)では,社会資本の

便益の地域間スピルオーバー効果を表現することができない.したがって,生産関数モデルを用いる限り,

自地域の社会資本ス トック額が社会資本のスピルオーバー効果の代理変数としての役割も果たすこととな

り,結果的に社会資本の代替弾力値が大きく推計されることになっている.

Moran'sH旨標で判断する限り,要素スピルオーバーモデル (5.3.4a)と知識スピルオーバーモデル (5.3･4b)

の推計残差の空間的相関は小さいが,空間自己回帰モデル (5.3.5a)では推計残差の空間的相関は大きくなっ

ている.これは,5.3.3で言及 したように空間自己回帰モデルではスピルオーバー効果の特定化方法に自

由度が少ないため,推計残差の空間的相関が大きくなった結果と考えられる.
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表 5.3 複合スピルオーバーモデルの推計結果

1975年 1985年 1995年

定数 0.198 0.206 0.129

βo (1･93) (1･74) (1.03)
労働力 0.699H o.652** 0.617**

β1 (6･52) (5･32) (4.24)
民間資本 0.301* 0.348* 0.383* *

β2 (2･80) (2.84) (2.63)
社会資本 0.104 0.123 0.059

β3 (1･43) (1･53) (0.73)
EI 0.439 0.443 0.250

(1177) (1･64) (0.88)
E2 0.47 1 ★ 0.402 0.284

(2･28) (1･89) (1･25)
E3 0.242 10,001 0,031

(0･56) (0･00) (0.06)
¢ 0.156 0.193 0.207

(1･07) (1･27) (1.29)
0,996 0.997 0.997

Moran'sJ -0.314 -0.250 0.885

L:710 7.75* 7.81* 4.36

注1)( )内の数値はt値,*は5%有意,**は1%有意,R2は自由度調整済決定係数である.注2)LR｡を有意水

準 5%で多重仮説検定するためのx2値はxo185(4)-6.20である.

5.5.4 複合的スピルオーバーモデルの推計

階層的な知識スピルオーバー効果を表現するためには空間近接行列(5.3.14)のパラメータαS(S-1,- ,S)

を設定する必要がある.本研究ではカテゴリー数 S+1とパラメータαSを変化させた多様な階層的な空間

近接行列を定義 し,そのなかで推計精度がもっとも高くなるものを選択 した.その結果,あらかじめ設定

した空間近接行列の中で,3つの空間階層ペアをとりあげ,スピルオーバーパラメータを

0≦Ni/Nj<015の時

0･5≦NJNj<2･0の時

2･0≦NJNj<∞ の時

と定義 した場合にもっとも良い推計精度が得られることが判明した.このようにして得られた推計結果を

表 5.3に示 している.ここでは,複合スピルオーバーモデル (5.3.15)において,生産要素の中で社会資本の

みに要素スピルオーバー効果が存在すると想定し,要素スピルオーバー効果パラメータを7-(0,0,0,4,)I

と特定化 した場合の推計結果を示 している.

表5.3に示すように,とりあげた3つの時点の中では 1975年時点におけるスピルオーバーパラメータと2

が有意になっている.同時点ではパラメータElも統計的に有意ではないものの,比較的大きい値を示 してい

る･パラメータE3はいずれの時間断面において小さい値となっておりi値も極めて低い･E3はNJN,～2･0

となる都市間での知識スピルオーバー効果を表 している.E3のl値が極めて小さいことより,相対的に小

さな規模の都市から大きい都市-知識がスピルオーバーする効果は無視でき,知識のスピルオーバー効果
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図5.2 限界総生産性の経年変化

が階層的であることを示唆している.

スピルオーバーパラメータに関する多重仮説検定では,1975年と 1985年では結合仮説 HO:i-

Os and 7 -03は棄却され,社会資本のスピルオーバー (直接的スピルオーバー)と知識のスピル

オーバー (間接的スピルオーバー)がともに存在することが確認された.1995年では仮説は棄却されず,

1995年のスピルオーバー構造は適切に検出できていない.また,社会資本の生産弾力値 P3も極端に小さ

くなっており,統計的に有意ではない.
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1985年以降における社会資本の生産弾力値の低下がもたらす含意を明らかにするために,1975年,1980

午,1985年,1990年,1995年という5つの時間断面で社会資本の限界生産性がどのように変化 したかを

分析 しよう･スピルオーバー効果を含めた社会資本の限界総生産性を∂(∑ ?=1YJ/∂Gj と定義する･すな

わち,限界総生産性は地域Jにおける社会資本の微小な増加が,日本全体における総生産に及ぼす限界的

な効果を意味する,図 5.2は都道府県別に社会資本の限界総生産性の経年変化を表 したものである.1975

年では地方部の社会資本の限界生産性が高かったのに対して,1985年は都市部の限界生産性が高い.これ

は,1975年では生産効果を産み出すような社会資本が地方部で過小であったが,85年までにある程度その

傾向が解消されたことを意味する.表 5.3の推計結果に基づく限り,限界総生産性は 1985年以降,全国的

に低下している.このような限界総生産の低下傾向は地方部だけの問題ではなく,3大都市圏においても

現れている.

このように 1985年以降で社会資本の限界総生産性が減少し,1995年時点ではスピルオーバー構造も棄

却された理由としては種々考えられよう.1つには,1995年がバブル経済崩壊後という特殊な経済環境に

あったことが指摘できる.しかし,図 5.2に示すように,1985年からの社会資本の限界総生産性の低下は

大きく,日本経済がバブル経済にあった 1990年においてすでに低下傾向であることがわかった.このよう

な社会資本の限界生産性の低下傾向は多くの既往研究でも報告されている[48日 51].これらの既往研究は

社会資本のスピルオーバー効果を考慮 したものではないが,生産性が減少した理由として,1)1985年以

降,わが国における社会資本ス トックが過剰となり,社会資本の限界生産性が著しく低下した,あるいは,

2)社会資本の限界生産性の低い地方部において社会資本ス トックが蓄積されたことにより,社会資本の

限界生産性が低下したことを指摘 している.

他のことを一定にすれば,社会資本の蓄積により社会資本の限界生産性が低下することは事実である.し

かし,2)の理由に関しては,少なくとも図5.2を見る限り,限界生産性の減少は地方部のみの現象では

なく,日本全体に共通して見られる現象である.さらに,1995年においては,社会資本のスピルオーバー

構造そのものも棄却されているが,都市間流動量が増加 した1995年時点において,社会資本のスピルオー

バー効果が存在しないとは考えにくい.また,スピルオーバーを考慮した生産関数モデル (5.3･4a),(5.3.4b),

(5.3.5a)においても,同様に限界生産性が減少するという結果が得られており,5.4.1で考察した,社会資

本ス トックの過大推計の可能性が疑われる.

これには以下のような可能性が考えられる.たとえば,道路に着目すれば,1985-1995年の間の投資額

の伸びに比べて実延長の延びが小さいことが指摘されており[52J,この時期には既存道路の線形改良や拡

張工事が進展したことが推察される.このとき,利用されなくなった道路施設は道路ス トックから除却して

おく必要がある.土居によるデータベースは社会資本のス トック額の除却計算を行っているが,そこで用

いられたワイブル分布を用いた除去スケジュールが1985年以降に増加 した既存社会資本の除却パターンを

反映 しているとは限らない.また,土居データは社会資本の稼働率が考慮されていないという問題もある.
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このように,現時点で利用可能な社会資本ス トックデータは種々の問題を抱えており,表5.3の推計結果

から直ちに社会資本の限界生産性やスピルオーバー効果の低下を結論づけることは危険である.社会資本

の限界生産性に関する最終的な判断を行 うためには,除却を考慮した社会資本ス トックデータの整備を得

たざるを得ないと考える.この意味でも,わが国における社会資本ス トックデータの整備が不可欠である.

5.5.5 スピルオーバー効果の計測

スピルオーバーを考慮 した生産関数モデルの1つの利点は,社会資本整備の効果を自地域に帰着する効

果と他地域にスピルオーバーする効果を分離して計測できる点にある.スピルオーバー効果を含めた社会

資本の限界総生産性は

二 一

aGJ

I∑ (β34tj･73Wi潤 )若
i≠j

(5.5.41)

と分解できる･式 (5･5.41)は,社会資本の限界総生産性が右辺第 1項で表される自己限界生産効果 (社会

資本の限界的な整備が自地域の総生産に及ぼす限界的な効果)と限界生産波及効果 (ある地域における社

会資本の限界的な整備が知識スピルオーバー効果および要素スピルオーバー効果を通 じて自地域を除く他

の地域の総生産に及ぼす限界的な効果)に分解されることを表 している.前者には自地域の生産性の変化

が他地域の生産性に影響を及ぼし,それが自地域の生産性にフィー ドバックするという乗数的な効果も含

まれている.1995年と同様に都市部での限界生産性が高く,社会資本ス トックデータの問題が顕著になる

前の時点である1985年の結果を示す.

図5.2に示 した1985年時点における社会資本の限界総生産性は,コア地域である東京都,大阪府,愛知

県の3大都市圏において突出している.これを2つに分解した結果を表 5.4に示し,自己限界生産性の空

間分布を図5.3に,限界生産波及効果の空間分布を図5.4に表わす.図5.3に示される社会資本の自己限

界生産効果はコア地域が最も大きく,次いでコア地域に対して高いアクセシビリティを有する周辺の府県

においても大きい値を示 している.図5.4に示される限界生産波及効果の大きさは,自己限界生産効果よ

り小さい値となっている.なお,北海道などは例外であるが,これは知識スピルオーバーの空間近接行列

に航空の時間費用を加味しているため,航空便が多く就航 している都道府県は知識のスピルオーバーを介

した生産力の波及効果が生じやすくなっているためと考えられる.

図5.4,および表5.4に示すように,コア地域における限界生産波及効果は他の地域より大きい.また,

大都市圏に隣接する都道府県においても社会資本の限界生産波及効果が大きな値を示 している.また,コ

ア地域に対して極端にアクセシビリティの低いいくつかの県を除けば,多くの道府県の限界生産波及効果

はコア地域における値と同等の値を持っている.以上の結果より,わが国では知識のスピルオーバー効果

を発揮させるためのネットワーク型社会資本の基礎的な整備が多くの地域で結実し,同様の効果を発揮で
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表 5.4 都道府県の限界生産性 (1985年)

自己生産性 波及効果

0.101 0.065 0.035
0.115 0.071 0,044

0.035
0.027
0.032
0.061
0.050
0.040
0.043

0.045
0.038
0.044

0.042
0.039
0.036

0.026
0.003
0.004
0.047
0.038
0.065

1
0

5
8
3
5
7
0
8

5
3
5
9

6
8

6
4

1
5
6
4
0
2
0
0
4

5
3
0
1

0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0

0
0
0

0
0
0
0
0
0
0
0
0

0
0
0
0.047
0.007
0.065
0.007
0.044
0.037

0.025
0.019
0.034

2
3
0
8
3
2
5
8
2

8

7
7
9
1
2
4
3

5
3
9

0
0
0
1
1
1
1
1
1
1

0
0
0
0
0
0
0

0
0
0

7
9
2
0
3
2
9
3
9
2

0
9
2
8
7
8
7
0
6
4

1
0
1
1
1
1
1
2
1
2

0
0
0

0
0
0
0

0
0

0
7
6
8

0
4
2
4
6
4

5
7
6
1
5
4

9
0
6
7
7
2

5
6
5
6
5
6

1
7
4
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きる条件が整えられてきたが,整備が不充分な地域も残されていることが理解できる･
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図 5.3 社会資本の自己限界生産効果

図 5.4 社会資本の限界生産波及効果

5.6 緒言

本章では,社会資本のスピルオーバー効果と生産性を計測することを目的として実証分析を行った.そ

の際,スピルオーバー効果として要素スピルオーバー効果と知識スピルオーバー効果があることを指摘し,

これらのスピルオーバー効果を計測するために4種類の生産関数モデルを定式化した.さらに,実証分析

を通 じて,社会資本のスピルオーバーには知識の階層的なスピルオーバーと生産要素の双方向的なスピル

オーバー効果が存在することが明らかとなった.

本章で提案 した方法論の有効性は実証分析を通じて明らかにしえたと考える.今後,社会資本の生産性

に関して,より信頼性の高い知見を得るためにはいくつかの研究課題が残されている.第 1に,社会資本

ス トックに関するデータベースの整備があげられる.現時点で,社会資本の除却を考慮したス トック会計は
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存在せず,社会資本ス トックに関するバランスシー トの作成が課題となっている.空間的な位置情報,整

備年次や改修 ･拡張の履歴,ネットワーク型 ･非ネットワーク型の種別等の情報を含み,適正な方法に基

づいた社会資本ス トックデータベース作成 とその公開が緊急の課題である.第 2に,社会資本の整備効果

やその波及効果は長期間にわたって現れる.社会資本の整備効果の時間的ラグの計測が今後に残された大

きな課題 となっている,また,社会資本の生産性はマクロ経済の動向にも左右される.社会資本の整備効

果を追跡するためには,空間的動学過程の計量化の方法論を開発する必要がある.多時点間におけるパネ

ルデータの空間的相関の取り扱いが今後に残された大きな理論的な研究課題になっている.第 3に,クロ

スセクションデータを用いた生産関数推定問題は,少サンプルに基づいた議論とならざるを得ない.今後,

小標本論の立場から仮説検定の方法論 [53日55】を開発 していく必要がある.第4に,Cobb-Douglas型生

産関数は生産要素間の代替 ･補完関係をBexibleに表現できないという限界を持っている.例えば,階層型

CES生産関数,translog型生産関数を用いるなど多様なモデルの推計を試み,社会資本の生産性を多面的

に検討する必要がある.最後に,社会資本は生産資本として生産の効率化に資するのみならず,生活資本

として家計の厚生増加にも寄与する.社会資本の整備効果は最終的に土地に資本化され,その効果を地代

を通 じて顕在化される.従来より,- ドニック理論を用いた社会資本の資本化仮説の検定問題に関しては

研究の蓄積があるが,今後は生活資本 としての社会資本の生産性の計測問題が重要な課題である.
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第6章

道路舗装管理会計システムの構築に関する研究

6.1 緒言

近年,ライフサイクル費用の削減を目標とする道路舗装のアセットマネジメントシステムに関する研究

が進展している回･道路舗装の修繕は,利用者費用や社会費用を含めた期待ライフサイクル費用が最小に

なるようなタイミングで実施されることが望ましい.しかし,道路管理者は道路舗装の最適な修繕計画を

達成できる予算を毎年確保できるとは限らず,当該年度の限られた修繕予算の中で,優先順位の高い道路

区間に限って修繕を実施せざるを得ない場合が少なくない.当該年度に修繕されなかった箇所に関しては,

その修繕が翌年度以降に先送りされることになる.

公共事業の予算は経済政策や財政状況により大きく変動する.それに伴って,修繕予算も変動する.道路

舗装に限らず,多くのインフラ資産では一時的に修繕を繰延べても,その影響が直ちに現れない.公共事

業の予算額が一定である限り,修繕支出額を増やせば,新規事業費は削減せざるを得ない.そのため,辛

業効果が顕著な新規事業を優先し,本来必要な維持補修予算が一律に削減されたり,繰 り延べられること

が起こりうる.修繕を将来に先送りした場合,どこかの時点で積み残した修繕需要を解消しなければなら

ない.修繕需要を解消しない場合,修繕が必要な箇所が累積的に増加し社会資本全体のサービス水準低下

につながる.

既存の道路舗装の老朽化や道路資産の増大を背景として,今後道路舗装の修繕需要は劇的に増加 しよう.

財政基盤の縮小が予想される中で,新規道路整備の投資余力を残しながら,道路舗装の効率的な修繕を実

施するための予算管理が重要となる.企業会計においては,売上げや利益など目標値の設定とその達成度

合いを会計的に測定し,その業績評価 ･管理と企業行動をコントロールするための管理会計システムが発

展してきた.道路舗装マネジメントにおいても,道路舗装の機能を維持するために十分な修繕が継続的に

実施されているかを評価 し,適切なサービス水準を持続的に維持するための予算を自律的に調達するため

の管理会計システムを構築することが極めて重要である.

本章では,地方自治体の道路管理者が道路舗装の資産管理情報に基づいて,道路舗装の合理的修繕を執

行するための舗装管理会計システム (PavementManagementAccountingSystems:以下,PMASと略

123
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す)を提案する.PMASは,1)道路舗装の資産価額と会計年度における資産 (もしくは負債)の変化を

記録する舗装管理会計 (PavementManagementAccounting:以下,PMAと略す),2)会計年度におけ

る執行予算に基づいて道路舗装の修繕戦略を決定する維持補修管理システム (MaintenanceManagement

System:以下,MMSと略す)により構成される.会計年度における修繕実績は,当該年度の資産の増加

(あるいは負債の減少)として計上され,翌年度以降の道路舗装の修繕予算を管理するための基礎情報とし

て利用される.

6.2 本章の基本的立場

6.2.1 既往研究の概要

1970年代以降,道路舗装のライフサイクル費用の低減化をめざした舗装管理システム (PavementMan-

agementSystem :PMS)に関する研究が蓄積された【1]13ト中でも,その中核的なサブシステムである

維持補修管理システム(MaintenanceManagementSystems=MMS)に関していくつかの実用化が図られ

ている.道路舗装のアセットマネジメン トを実施するためには,プロジェク トレベル,ネットワークレベ

ルでの修繕管理を効率的に遂行する必要がある.前者は個々の工区の修繕方法を求めることを目的として

いる【4日8トプロジェクトレベルを対象とした道路舗装の修繕モデルに関しては,いくつかの研究事例が

ある･たとえば,サービス水準を確定的に扱い修繕費用の平準化をめざした修繕計画モデル [9]や施設需要

との関連性を定式化した最適修繕モデル 【叫,【11】が提案されている.現実の舗装の劣化過程には多大な不

確実性が存在 し,あらかじめ将来の修繕時期を確定的に予測することは不可能である.むしろ,その時々

の道路舗装の劣化水準を観測しながら修繕を実施すべきかどうかを決定する状況依存的な修繕ルールを設

計することが望ましい.このような観点から,マルコフ決定過程を用いて道路舗装の劣化過程の不確実性

を考慮 した最適修繕モデルが提案された 【12冊3トマルコフ過程を用いて実用的な最適修繕モデルを作成

しようとすれば推移行列が膨大となり操作上問題が生じる.これに対して,ファイナンス工学的手法を用

いて修繕ルールを提案する方法も提案されているt15日14]･

一方,ネットワークレベルを対象とした道路舗装のアセットマネジメントは,修繕の必要な候補区間を

抽出し,修繕の実施の優先順位を付け,限られた修繕予算の制約の中で効率的に修繕個所の選択を行うこ

とを目的としている.このような視点より,田村等は予算制約の下で,道路網全体の舗装に関するライフ

サイクル費用を可能な限り低減させるような実用的な修繕ルールを提案している[16].さらに,長期的な

視点から道路舗装の品質水準を適切な水準に維持するために必要となる予算水準や道路舗装の修繕ルール

を求めるための方法論を提案している.しかし,道路舗装のアセットマネジメントでは,道路舗装の修繕

予算が予算過程の中で決定されるため,会計年度を通じて常に最適な予算水準を確保できるわけではない.

各年度における道路修繕の実績は将来時点における修繕需要に影響を及ぼす.道路舗装のサービス水準を
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持続的に維持するためには,道路舗装の資産価額を評価するとともに,将来に繰越 された修繕需要を評価

する管理会計情報が必要となる.本章では,道路管理主体が道路舗装のサービス水準を持続的に維持する

ための管理会計情報を作成 し,それに基づいて道路舗装の修繕をマネジメン トするためのPMASを提案

する.

6.2.2 PMASの役割

多くの道路管理主体において,道路舗装の修繕需要を推計する試みがなされている.しかし,わが国で

は道路舗装の劣化過程を十分な精度をもって推定するためのデータが不足している.そのため,過去の修

繕実績に基づいて道路舗装の耐用年数を仮定するとともに,過去の道路舗装の実績に関する時系列データ

より将来の修繕需要を予測するという方法が用いられている.しかし,道路舗装の合理的な修繕ルールが

考慮されておらず,道路舗装修繕の予算水準が道路舗装全体のライフサイクル費用に及ぼす影響を考慮で

きないという限界を有 している.また,仮に修繕のための財源が不足した場合,道路舗装のサービス水準

が将来どの程度低下するのかを明確にできないという問題点がある.

道路舗装のサービス水準を長期的に持続するためには,将来時点に必要となる修繕投資のための予算に

関する会計情報を適切に管理することが必要である.修繕予算の短期的な変動を許しても,長期的には安定

的な修繕投資財源を確保 しうる管理会計システムを確立することが必要である.本章で提案するPMASは

道路舗装の資産評価を通 じて,道路舗装のサービス水準を維持するための修繕が十分に実施されたかを評

価するとともに,道路舗装のサービス水準を維持するために必要な財源を自律的に調達するための会計情

報を提供することを目的とする.PMASを構築するにあたり,道路舗装の修繕予算が重要な政策パラメー

タとなる.特に,道路網全体の舗装サービス水準を長期的に維持しつつ,期待ライフサイクル費用を可能

な限り低減化 しうる予算管理水準を求めることが重要な課題である.

いま,ある長期的な修繕予算計画が与えられ,道路舗装の修繕が繰 り返される状況を考えよう.この場

合,以下の2つのケースが生じうる.修繕予算が短期的には変動しても,長期的には十分な修繕予算が安定

的に確保されていれば,道路舗装のサービス水準をある一定レベルに維持できる.しかし,長期的に予算

水準が過小である場合,各会計年度の修繕需要が翌年度以降に持ち越され,道路網全体における道路舗装

のサービス水準は時間とともに低下していく.このような問題意識に基づいて,本研究では期待ライフサ

イクル費用を可能な限り低減できるような道路舗装の望ましい修繕戦略を決定するMMSを構築する.さ

らに,各会計年度の道路舗装の管理会計情報を記述するPMAに基づいて修繕予算管理と修繕工事管理を

効果的に実施するためのPMASを提案する.
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図6.1 PMASの全体構成

6.2.3 PMASの構成

道路舗装のアセットマネジメントを所轄する地方自治体の土木部 ･道路課レベル,および事業所レベル

における修繕業務を想定しよう.PMASの全体構成を図6.1に示している.PMASは1)道路舗装の資産

価額と会計年度における資産 (もしくは負債)の変化を記録するPMAと,2)会計年度における執行予

算に基づいて道路舗装の修繕戦略を決定するMMSにより構成される.さらに,PMAはa)各道路区間の

道路舗装の状態を記録する舗装台帳システムと,b)道路舗装の資産価額とその変化を記述する管理会計

で構成される.一方,MMSは,a)道路舗装の劣化過程を推定する劣化推定システム,b)劣化水準の

予測値に基づいて修繕区間の優先順位を決定する修繕箇所選定システム,C)道路舗装の修繕予算を決定

し,各会計年度において修繕予算を検討するための基礎情報を提供する道路舗装の修繕戦略システムによ

り構成される.PMAS全体は土木部 ･道路課レベルで統括されるが,舗装台帳システム,および道路舗装

の劣化推定,修繕箇所選定は主として事業所レベルで活用 ･更新される.

pMAを構成する舗装台帳システムは道路舗装の管理台帳をデータベース化 したものである[17ト舗装台

帳システムには各道路区間の舗装に関する技術的状況,過去の修繕実績,過去の点検実績,点検時に観測

された舗装水準 (ひび割れ率,轍ぼれ量,平坦性等),サービス水準,交通センサス等で観測された交通量

等が記録される.道路舗装のサービス水準は (旧)建設省が提案 したMCI値により記述される[18日23].

さらに,実地点検による道路舗装水準,サービス水準等の新しい観測値,修繕工事の実績情報が得られる



6.3.道路舗装の資産評価と会計方式 127

たびに,舗装台帳システムに記載されている情報は逐次更新される.つぎに,PMAを構成する管理会計

は,会計年度における道路舗装の資産価額,修繕需要の評価結果とその経年的履歴を記述するものである.

管理会計には個々の道路区間の当該会計年度における道路舗装のサービス水準と資産状況が記載されると

伴に,個別区間の会計情報が道路網全体にわたって集計化され,道路網全体の管理会計情報が作成される.

道路舗装の機能劣化は不確実なプロセスであり,将来時点の劣化水準を確定的に予測することは不可能で

ある.したがって,実地点検による観測値が得られれば,新しいMCI値に基づいて各道路区間の資産管理

情報が見直される.なお,舗装の実地点検は決められた時間間隔で実施される場合が多く,すべての会計

年度において常に最新のMCI値が得られるわけではない.この場合,舗装台帳に記載されている過去の

観測値情報に基づいて,当該会計年度におけるMCI値と資産状態を推計する必要がある.なお,MCI値

と資産状態の推計方法に関しては,それぞれ 6.4.2),6.5.1で言及する.一方,MMSはPMA情報に基

づいて,年度内に修繕が必要となる道路区間をリス トアップするとともに修繕区間の優先順位を設定する

システムである.当該年度の予算制約が与えられれば,当該年度に実施される修繕対象箇所が選定される.

修繕結果に基づいて,PMAに記載されている情報が更新される.

なお,道路舗装のアセットマネジメントを効率的に執行するためには,道路舗装の管理会計情報が予算

管理を担当する財務部嵐 インフラ資産を管理する担当部局 (たとえば,土木部)に共有化される必要が

ある.言い換えれば,地方自治体全体の財務会計,管理会計システムが整備され,PMASはそのサブシス

テムとして機能する必要がある.本章で提案したPMASはあくまでも道路舗装の効率的管理を目的とする

ものであるが,道路舗装の資産管理情報の作成方法を検討する場合,最終的に地方自治体全体の管理会計

システムの中にPMASがどのように位置づけられるべきかを具体的に想定しておくことが必要である.こ

のような観点から,6.3ではインフラ資産のアセットマネジメントに資する管理会計方式について考察し,

道路舗装の資産状況に関する望ましい評価方法について検討する.

6.3 道路舗装の資産評価と会計方式

6.3.1 管理会計情報

地方自治体の会計方式は地方自治法の定めにより現金主義を採用しており,会計処理において現金の収

入と支出というフローの情報が管理される[24日251.しかし,近年では発生主義に基づいて会計情報を作

成する地方自治体が増加している【25日30ト発生主義の会計ではフローの情報だけでなくス トックに関す

る情報も管理され,過去に獲得した資産の現時点における状態を評価できる.通常,会計情幸田ま外部報告

を目的とする財務会計情報と内部報告を目的とする管理会計情報に大別される[31].財務会計情報は ｢公

的サービスが効率的な形で行われているか｣,r公的サービスは将来的にわたって安定的に提供されるのか｣

といった点に関する情報を公的サービスの受益者に対し提供すること (すなわち,アカウンタビリティの
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確保)を目的とする.一方,管理会計情事削ま公的主体内部での意思決定や業績に関する情報を公的主体内

部で共有化し,関連する部局における意思決定を合理化することを目的としている.両者とも情報源は同

一であるが,その利用目的によって提供される情報の形態が異なる.

本研究では,道路舗装のアセットマネジメン トを支援する管理会計システム (PMAS)を提案する.前

述したように,本来,PMASは地方自治体の管理会計システムを構成するサブシステムとして位置づけら

れるべきものである.さらに,地方自治体が道路舗装を含めたインフラ資産全体を効率的にマネジメン ト

するための管理会計システムが必要である.PMASは道路舗装の効率的なアセットマネジメン トに資する

ことを目的とするものではあるが,単に各会計年度における予算の効率的配分のための情報を提供するの

ではなく,過去の道路新規整備の結果 して実現した当該会計年度の道路舗装の資産価額を評価 し,将来の

道路舗装の修繕計画を合理的に作成するための管理会計情報が必要となる.したがって,PMASでは道路

舗資産の時価評価を通じて道路舗装の修繕需要を的確に把握することを目的とした発生主義による会計処

理が必要となる.

6.3.2 道路舗装の資産価額評価

道路舗装は,1)社会経済活動の基盤施設を構成する公共財である,2)長期間にわたる使用によりサー

ビス水準が劣化する.サービス水準が低下すれば,修繕投資によりサービス水準を所定のレベルまで回復す

ることが義務づけられた資産である, 3)計画から維持管理まで一貫した適切な管理が必要とされる,と

いう特性を持っ.本研究で提案するPMASは,道路管理者が道路舗装のサービス水準を一定水準以上に保

つための予算管理を目的とするものであり,ライフサイクルに対応 した費用の発生を的確に認識 ･評価を

することが課題 となる.道路施設のライフサイクルに応じて多様な費用が発生するが,本研究ではすでに

供用された道路施設の運営者の立場から,道路舗装のもたらすサービス機能を所与の水準に保つために必

要となる修繕費に着目する.ただし,災害等による滅失や機能向上のための道路舗装の改良に関しては考

察の対象外とするが,その対応方法については6.5.4で言及する.

一般に,企業会計における固定資産の貸借対照表計上額はその資産の取得に要した原始取得価額 (取得

原価)により決定される.貸借対照表では次年度繰越額が算定され,取得原価 (または年初貸借対照表価

顔)との差額が費用として計上される.しかし,1つの資産に対 して1つの評価額のみが決定されるわけ

ではない.表6.1に示すように,資産評価の方法は, 1)資産の取得に要する支出額を基礎として決定す

るのか,あるいは,保有資産の売却によって得られる収入額を基礎として決定するのか,2)過去の価額

を基礎 とするのか,現在の価額を基礎とするのか,あるいは,将来の (予想される)価額を基礎として決

定するのかに応 じてつぎの4つの概念に分類できる[31ト
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表 6.1 資産評価の考え方

過去の価額 現在の価額 将来の価額
取得原価 再調達価額

正味実現可能価額 割引現在価値

取得原価 (歴史的原価)

取得時に支払われた現金または現金同等物,あるいは取得するために提供 した対価の公正価値をいう.餐

産を取引した時点での金額を示し,購入者と販売者が実際に合意に達 した金額を示す.外部との取引金額

であり客観性 ･検証可能性が非常に高いが,歴史的原価を基礎とするため,物価変動時には貸借対照表計

上額が時価を適切に反映しない.

再調達価額 (取替原価)

保有している資産を測定目 (例えば貸借対照表日)で再取得 した場合に支払われる現金または現金同等

物をいう.実際に取引した金額ではなく,測定日に購入市場で成立している価格を指す.物価変動時には資

産価額 (時価)を適切に反映する.しかし,道路舗装を直接取引する市場が存在しないため,市場価格を

資産価額として用いることが不可能であり,資産評価の客観性,検証可能性を確保する努力が必要である.

割引現在価値

通常の事業活動で期待される将来キャッシュ･フローの割引現在価値をいう.非営利事業である道路管理

主体では,事業のキャッシュフローの現在価値を計測できない.営利事業体においても,キャッシュフロー

に基づいて道路舗装のみの資産評価を行 うことは不可能である.

正味実現可能価額 (実現可能価値)

正味実現可能価額とは現時点での通常の売却によって得ることのできる現金または現金同等物 (売却収

入一売却に係る諸費用)をいう.道路事業部門では,道路舗装の売却がそもそも想定されていないため,正

味実現可能価額の採用は困難である.

以上の観点を整理すれば,道路舗装の資産評価法として取得原価,再調達価額が適切であることが理解

できる.いずれの評価方法が望ましいかは,得られた評価結果をどのような目的のために用いるかに依存

している.例えば,異なる会計主体間の間で評価結果を比較したり,納税者に対して客観的 ･検証可能な

財務会計情報を提供する場合には取得原価が望ましい.しかし,道路舗装の修繕予算の管理を目的とする

pMASは,道路管理主体の修繕投資能力を適切に評価することを目的としており,道路舗装を再調達価額

を用いて時価評価することが必要となる.
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6.3.3 減価償却に関する問題

固定資産の評価額を,それが利用される各期間にわたって規則的に費用 (あるいは行政コス ト)として

配分するとともに,その額だけ資産の繰越価額を減じていく会計上の手続を ｢減価償却｣という.減価償

却を行 うにあたっては, 1)固定資産の当初取得時の評価額, 2)耐用年数, 3)残存価額の3つの要素

が必要となる,このうち,1)については,必ずしも取得原価を基礎とする必要はなく,再調達価額を用

いることも可能である.耐用年数は,当該固定資産の使用可能期間である.本来,各固定資産に対して個

別に耐用年数を見積もることが必要であるが,企業会計上は税法上の要請により,税法の基準を採用して

いる企業が多い.残存価額は,固定資産の耐用年数到来時において予想される当該資産の資産価額である

が,企業会計では税法上の要請から取得原価の10%と設定する場合が多い.結果的には,減価償却の手続

は固定資産の当初取得時の評価額から残存価額を差引いた額を耐用年数の期間で規則的に配分し,各年度

の費用とするものである.

減価償却は,費用配分の原則に基づき,適正な期間費用の計算のために行われる手続である.減価償却

によって得られる資産の次年度繰越額 (年度末貸借対照表計上額)は,必ずしも当該資産の資産価額を表

すものではなく,翌年度以降に費用として処理されるべき金額を意味する.実際,企業会計では客観性 ･

検証可能性の確保及び適正な期間損益計算が重視されるため,取得原価を基礎 とし,減価償却の手続によ

り次期繰越額 (期末貸借対照表計上額)が決定される.次年度繰越額 (年度末貸借対照表計上額)は了翌

年度以降の収益に対応すべく翌年度以降に費用となるべき金額｣であり,貸借対照表目時点での当該資産

の売却価値や再調達原価を表すものではない.規則性が要求される理由は,悉意性の排除にある.

インフラ資産が減価償却資産に該当するか否かに関して会計学上の論争が続いており決着がついていな

い [31日33ト道路舗装に関しても同様の議論が成立する.道路舗装が減価償却資産に該当しないという立

場に立てば以下の議論が成立する.道路舗装を適切に維持 ･修繕すれば,道路舗装は常に良好で安全な状態

に維持され無限の耐用年数を持ちうる.したがって,価値の減少は発生しない.道路舗装のサービス水準

を保つために必要な維持補修費が費用として計上される.実際に支出した維持補修費が所与の道路舗装の

サービス水準を維持するために必要な繰入金よりも少ない場合は,繰延引当金 (負債)が計上される.一

方,減価償却が必要であるという議論も存在する.道路舗装は適切な維持 ･補修によって耐用年数が延び

るにしても,修繕をしない限り反復的な使用や時間経過とともに減価 しており,当初の資産価額について

の減価償却が必要となる.また,資産の維持 ･サービス提供能力の確保 ･運用成果を評価するためにはコ

ス ト情報が必要であり,そのために費用として減価償却すべきであると主張する.このように道路舗装の

資産評価において減価償却を考慮すべきかどうかに関して見解が対立している.

減価償却の取 り扱いの方法に応 じて,異なる管理会計システムを設計することができる.6.3で言及す

るように,道路舗装を減価償却資産と考えれば減価償却会計,非減価償却性資産と考えれば更新会計,あ
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るいは繰延維持補修会計が適用できる.いずれの方法が望ましいかは,管理会計システムの目的に依存す

る,しかし,PMASの目的は道路管理者が道路舗装の財政的な修繕能力を適切に判断 し,修繕予算獲得の

ための基礎情報を獲得することにある.したがって,減価償却を実施する場合でも,減価償却の手続きは

単なる修繕費の期間内配分としてではなく,道路舗装のサービス水準の減少を的確に反映したものでなけ

ればならない.減価償却を用いて資産評価を行 うためには,道路舗装の耐用年数を適切に設定する必要が

ある.なお,道路舗装の年初貸借対照表価額と年度末価額の差を資産価額の減少とみなし,費用として計

上するという考え方もある.この過程は資産再評価であり減価償却の手続ではない [341.また,透水性舗

装を導入するなど道路舗装の質的水準を向上するための費用は修繕費ではなく,資産価額を増加させるた

めの投資である.このような投資により資産価額の変動が生じた場合,舗装資産の再評価を実施する必要

がある.資産再評価に関しては6.5で改めてとりあげる.

6.3.4 減価償却と会計方式

道路舗装のアセットマネジメントを実施するためには,道路舗装のサービス水準を工学的に検査し,あわ

せて各会計年度において ｢現実に支出された維持補修費｣と ｢工学的に設定したサービス水準を維持する

ために必要となる修繕費｣に基づいて,道路舗装のサービス水準が適切に維持されているかどうかを貸借

対照表上に明記できるような管理会計システムを構築することが求められる[25].道路舗装の資産評価に

あたって,道路舗装の減価償却に対する考え方の違いにより,1)更新会計, 2)繰延維持補修会計,3)

減価償却会計という3つの異なった会計方式を定義できる.各会計方式の様式を図6.2に示 している.こ

れらの図は,フローとス トックのバランスを表現するために,会計諸表における貸借対照表と損益計算書

を統合 した残高試算表を示 している[33ト残高試算表は会計年度の期末で決算のために作成される･なお,

同図では舗装管理会計と関連する部分のみ記述 してお り,それ以外の会計情報を省略している.

更新会計

更新会計では資産利用に関わる費用が更新に費やされた金額で決定される囲 .更新会計では,道路舗

装に必要な維持補修が常に行われ,新規取得時のサービス水準が常に維持されると仮定 し,資産の減価償

却を行わない.すなわち,道路舗装の資産価額 Slは初期投資時の取得原価 (あるいは再調達価額)に一致

する.その上で,道路舗装のサービス水準を維持するために必要となる各年度の道路舗装の更新費 Alを

工学的に推定する.会計年度内に道路舗装の更新費Clが支出されたとしよう.いま,更新費C1が本来あ

りうべき更新費 Alより過小であれば,その差額 A1-C1が負債の部に計上されている繰延更新引当金Dl

に組み入れ られる.ただし,道路修繕の積み残 しが多くなり,舗装が極端に劣化すると,積み立てた引当

金の範囲で更新できない場合も起こりうる.この場合には,追加的に必要となる更新費の累計額を,繰延

更新引当金 とは別に繰延不足更新引当金 β1として計上することが必要となる.更新会計では,道路舗装
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は常に新規取得時の水準が保たれるという前提に立っが,現実には,供用を通じて道路舗装のサービス水

準は劣化 し,新規取得時のサービス水準を維持できるわけではない.更新会計では道路舗装の現実の資産

価額に関する会計情報が貸借対照表上に現れない.過去に費消すべきであった更新費の繰延額に関する会

計情報のみが現れることになる.そのため,更新会計では会計年度における道路舗装の資産価額に関する

会計情報を提供できない.

資産の部 負債の部

固定資産 S, 繰延更新引当金 ｣.-C】

資本の部

収益の部

図 6.2 (1) 更新会計の残高試算表

繰延維持補修会計

繰延維持補修会計では資産利用に関わる費用が,当該資産システムを維持するのに費やされるべき見積

額によって決定される[25ト繰延維持補修会計では,長期的な資産管理計画に基いて維持補修費総額を算

出するとともに,その費用総額を各年度に割振る.道路網の全道路区間にわたって,工学的検討により適

切な修繕時期と修繕費を算出することにより,各年度における維持補修繰入金 A2を費用の部に繰入れる.

一方,当該期の実際の維持補修費C2が確定したとしよう.仮に,A2-C2>0であれば,その残高を負債

として認識し,繰延維持補修引当金 か2に繰入れる (あるいは,負の繰延維持補修費△β2として資産の部

に繰 り入れる).すなわち,前期の期末の繰延維持補修引当金を∂2とすれば,今期の期末の繰延維持補修

引当金はD2-D2+A2-C2と計上される.逆に,今期費消された維持補修費が維持補修繰入金を超過 し

ている(C2- A2<0が成立する)場合,前期の負債の部の繰延維持補修引当金 D2をA2-C2だけ取り崩

す.なお,ある区間の道路舗装の修繕を繰 り延べたことにより,当該区間の舗装が劣化 し,再調達価額を

算定する際に想定した最適工法より,大規模修繕が必要になった場合を考えよう.この時,大規模修繕の

ために必要となる修繕費と最適工法による修繕費の差額を追加維持補修費として定義する.さらに,当該

年度に発生 した追加維持補修費相当額を追加維持補修繰入金E2として費用の部に繰 り入れる.その上で,

当該年度に,大規模修繕のために追加維持補修費 F2が支出されればE2- F2を繰延不足維持補修引当金

B2に繰 り入れる.すなわち,前年度期末の繰延不足維持補修引当金をB2とすれば,今期末の繰延不足維

持補修費はB2-B2+E2- F2となる.道路舗装の資産価額 S2は取得原価,あるいは再調達価額で評価
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される.繰延維持補修会計では,道路舗装の劣化による資産価額の減少分が繰延維持補修引当金として管

理会計上に現れ,各会計年度における道路舗装の資産価額を評価することが可能となる.

資産の部 負債の部

固定資産 S2繰延維持補修引当金 △D2 繰延不足維持補修引当金 D2

資本の部

収益の部

図 6.2 (2) 繰延維持補修会計の残高試算表

減価償却会計

減価償却会計は資産利用に関わる費用が費消されたサービス提供能力の見積もりによって決定される.演

価償却会計では,各会計年度における資産価額 S3の減耗を減価償却費 A3として認識 し,その累計額を負

の資産△83として資産の部に計上する.減価償却を行うために,資産価額を道路舗装の耐用年数にわたっ

て一定のルールに基づいて費用配分する.毎期費用として計上されている減価償却費は,当該期に実際に

支出されているわけではない.実際に支出されていない費用を会計諸表のなかで費用として認識するため,

減価償却費の累計額は将来の修繕に対する引当金と解釈することができる.しかし,財務会計で定められ

た道路舗装の耐用年数はアスファル ト舗装で10年,コンクリー ト舗装で15年であり,現実の道路舗装の

物理的 ･機能的な耐用年数と一致していない.税制上の耐用年数を用いて減価償却費を計算 した時,｢減価

償却費累計額｣が ｢修繕のために必要となる費用｣に一致する保証はない.この場合,毎年の維持補修費

と取得原価に対する減価償却費とを直接比較しても,維持補修費の適正度に関する適切な情報を得ること

はできない･資産の劣化に関する財務会計上のアカウンタビリティを確保するため,SPASNo/6[35]では

繰延維持補修費を財務諸表に脚注として記載することを規定している.PMASでは道路舗装の修繕予算管

理を行 うことが目的であり,毎年発生する減価償却費が,工学的な検討の結果として得られた維持補修費

に近似的に一致するように道路舗装の耐用年数を適切に設定することが必要である.しかし,減価償却費

累計額に関する情報だけでは,各会計年度にどの程度の維持補修費を費消すべきかが判断できない.減価

償却会計を用いて道路舗装を資産管理する場合,長期的に維持すべき望ましい道路舗装の資産価額 (以下,

ス トック管理水準と呼ぶ)を別途定義する必要がある.

工学的検討を踏まえた耐用年数を用いて減価償却費が計上され,会計年度における道路舗装の修繕資産

価額とス トック管理水準が (たとえば脚注に)記載されるのであれば,更新会計,繰延維持補修会計,減
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資産の部固定資産 S,減価iX却累計額 AD_. 負債の部

資本の部

収益の部

図 6.2 (3) 減価償却会計の残高試算表

価償却会計のいずれを用いても必要な管理会計情報を獲得することが可能である.しかし,会計情報の分

かり易さという視点に立てば,以上の情報が会計諸表の中に明示的に記載される繰延維持補修会計がもっ

とも望ましい.そこで,以下では繰延維持補修会計を用いて,三重県を対象としたPMASを構築すること

とする.

6.4 PMAS構築のための工学的検討

6.4.1 PMAS構築の方針

本研究では,三重県が所轄する道路 (県道及び指定区間外の国道)全区間を対象としたPMASを構築す

る.提案するPMASは図6.1に示したように,道路舗装の会計的管理を実施するPMAと技術的管理を実

施するMMSにより構成される.PMAは対象道路網における各区間の道路舗装の状態を記録する舗装台帳

システム (6.4.2参照)と,道路舗装の資産評価とその変化を記述する管理会計 (6.5.1参照)で構成され

る.一方,MMSは, 1)道路舗装の劣化過程を推定する劣化推定システム (6.4.3参照),2)道路舗装

のMCI管理水準 (6.4.3参照)に基づいて修繕区間の優先順位を決定する修繕箇所選定システム (6.4.4

参照),3)道路舗装の望ましいス トック管理水準を決定する修繕戦略システム (6.5.3参照)により構成

される.すなわち,MMSは各会計年度において実施する舗装修繕箇所を選定するための支援情報を作成

するとともに,三重県の道路舗装の長期的な修繕戦略を検討するという実際的な役割を持っている.この

ような工学的検討を通 じて,PMASで用いるス トック管理水準,維持補修繰入金を算出することが可能と

なる.なお,MMSを構築するにあたり,筆者らが提案した道路舗装の最適修繕モデルを用いる[15】,囲 .

6.4.2 舗装台帳システム

企業会計では,企業が保有する有形固定資産は固定資産台帳に記録される.さらに,会計年度期間中に

1回は資産について実査 し,資産の実在を確認することが義務づけられている.資産が滅失していれば固

定資産台帳から除却される.また,資産の機能が著しく損傷している場合には資産価額が減額される.-
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表6.2 修繕工法判定区分
分類 MCⅠ区分 工法判定
1-1 3.5<MCI オーバーレイ

2.0<MCI≦3.5 切削オーバーレイ
MCI≦2.0 打ち換え

1-2 3.5<〟CJ オーバーレイ

3.0<MCI≦3.5 切削オーバーレイ
〟CJ≦3.0 打ち換え

2-1 3.0<〟CJ オーバーレイ

2.0<MCI≦4.0 切削オーバーレイ
MCI≦2.0 打ち換え

2-2 3.5<MCI オーバーレイ

3.0<MCI≦3.5 切削オーバーレイ
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三重県では各道路区間を交通量,道路環境に応じて道路区間を4つのタイプに分類している.なお,同県は上記
の工法判定区分に対して以下の例外規定を設けている.オーバーレイ工法に該当する区間が,条件1)交通量

区分B(250-1000台/日),C(1000-3000台/日),D(3000台/日以上),かつ,わだちぼれ量30mm以上の場合,
条件2)嵩上げ付加区分に該当する場合には切削オーバーレイを行う.一方,打ち換え工法に該当する区間が

交通量区分がL(100台/目未満),A(100-250台/日)かつ幅員5･5m未満の場合には再簡易舗装を行う.

方,道路舗装に関する資産データは舗装台帳システムで管理される.三重県では,総延長 3,372.66kmにわ

たる道路施設を1区間 100メー トルを基本区間とする総数35,540区間に分割するとともに,各道路区間の

道路舗装に関する情報が舗装台帳として整備 されている.また,定期的に路面性状調査が実施され,個々

の単位区間におけるMCI指標を計測 している.現時点 (平成 13年末)において利用可能な最新のMCI管

理報告書 [36日37]には,平成 10年度から平成 12年度にわたって実施された路面性状調査結果と,それに

基づいて推定された平成 13年3月時点における各区間のMCI値 囲 ~岡 に関するデータが整備されてい

る.また,三重県版舗装管理 ･支援システムでは修繕工法判定区分 (表 6.2参照)を用いて各道路区間に

対 して用いるべき修繕工法を指定している.さらに,舗装修繕単価 (表 6.3参照)に基づいて各道路区間

の修繕費を算定することが可能である.これ らデータを一括 して表 6.4に示すような舗装台帳システムと

して整備 した.舗装台帳システムに記載されている情報は,道路舗装のMCI値に関する実地点検結果や修

繕実績に基づいて逐次更新される.

6.4.3 MCI管理水準の設定

過去の MCI点検記録に基づいて舗装の劣化過程を予測することが理論的には可能である.既存の点検

データは年度により観測地点が異なってお り,劣化過程を十分な精度で推計できるほどのデータは整備さ

れていない.このため,劣化過程を簡単な劣化モデルで記述せざるを得ない.いま,ある道路区間において

年度 tにおける点検において観測されたMCI値をZ(i)と表そう.年度 t+TにおけるMCI値の推定値が

I(i+T)-I(i)14,T (6.4.1)
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表6.3 修繕単価

交通量区分 単価 (円/m
オーバーレイ L

A

B

C
D

切削オーバーレイ L

A
B

C
D

打ち換え L

A
B

C
D

3,300
3,300
3,300
3,750
3,750

4,500
4,500
4,500

4,950
4,950

8,700
ll,250
15,300

19,800
19,800

6,900
9,000

表6A 舗装台帳システムの記述内容 (一部)
コー ド番号 路面種別 最新修繕日 修繕工法 経過年数 交通量観測日 交通量 大型車交通量

4186 AS 平成5年 1-2-1 5年 平成 11年 66006 1435

4187 AS 平成5年 ト2-1 5年 平成 11年 66006 1435

4188 AS 平成5年 1-2-1 5年 平成 11年 66006 6855

4189 AS 平成5年 1-2-1 5年 平成 11年 66006 6855

注)コー ド番号は対象とする路線 ･区間番号,路面種別はアスファル ト舗装 (AS),アスファル トコンクリー ト

舗装 (AC),コンクリー ト舗装 (CO)に区分される･修繕工法の区分は表-2参照･舗装道路台帳システムに
は,以上のデータの他に1)所轄事務所, 2)区間距離表の起点, 3)同終点,4)区間長, 5)初期舗装年

痩, 6)ひび割れ率 (%), 7)わだち掘れ平均 (mm),8)平坦性 (mm), 9)点検履歴 (年次), 10)点検
時MCI値,11)舗装嵩上げの可否,12)計画補修工法,13)大型車交通量が記載されている.

と表現 されると考える.ここに,卯 ま当該の道路区間における 1年間当たりの MCIの平均低下量である.

現実の劣化過程は不確実であり,現実に実現する劣化過程を事前に確定的に予測できない.式 (6.4.1)は各

時点における〟CJの期待値により表現 される期待値パス [叫 を表 している.本適用事例においては,過

去の修繕時点 と直近の点検時点におけるMCI値に基づいて各道路区間ごとに 4,を想定 した.なお,三重

県が管理する道路舗装の年間 MCI低下量は,平均 0.2程度である [3町

MCI値がある臨界的な水準 (本研究では MCI管理水準と呼ぶ)に到達 した時点で修繕を実施すること

によ り,期待ライフサイクル費用の最小化が達成できる.いま,初期時点l-0で舗装が修繕 され,MCI

値が Zまで回復 したとしよう.さらに,初期年度より0年が経過 し,舗装の MCI値が Z(0)-zoに到達

した年度で再び修繕を実施するルールを考えよう.修繕直前の MCI値が zoであ り,その時の修繕費を

F(zo)と表そ う.この時,初期時点の MCI値 Zの下で達成 される期待 ライフサイクル費用を J(Z;zo)と
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定義すれば,期待ライフサイクル費用は再帰的な性質を利用して

0(zO)

J(Z;zo)- ∑
t=0

F(I.ô)･･.Il.' I -

(1+α)t (1+α)0(zO)
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(6.4.2)

と表せる.ただし,C(I(i))はMCI値がZ(i)の時の利用者費用,βは年平均交通量,0(zo)は当該年度より

最初の修繕が実施される年度までの時間間隔 (午)である.すなわち,右辺第 1項は次回の修繕時点まで

に発生する総利用者費用の現在価値,第2項は次の時点における修繕費の現在価値,および第3項は次回

に修繕以降において最適に修繕を実施することにより発生する期待ライフルサイクル費用の現在価値を表

す.上式を項 J(Z;zo)に関して整理すれば,

(1+α)0(zO)〉

-1

F(zo)-･日日 /､･
(1+α)i (1+α)0(zO)〉 (6･4･3)

を得る.式 (6A.3)において,期待ライフサイクル費用は修繕を実施する時点のMCI値 zoに応じて変化す

る. 1次元探索法を用いれば,J(Z;zo)を最小とするようなMCI管理水準zoを求めることができる･こ

のような期待ライフサイクル費用を最小にするようなzoをMCI管理水準と呼び,以下Z*と表すことにす

る.現時点l=0において観測したMCI値がZであり,それ以降にMCI管理水準Z*に基づいて最適なタ
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図 6.4 MCI管理水準の分布

イミングで舗装の修繕を実施 した場合に達成される期待ライフサイクル費用は

0(Z',I)

J(I;Z*)- ∑
嘉 音子毒 + ＼-'(1+α)0(2',I)

C(I(i))β. F(Z*)

]

~~1.l

l.≡.
T

｣

~-
"
｣

6

(6.4.4)

と表せる.ただし,♂(Z',I)はMCI値 Zが観測された当該年度からMCI値が管理水準Z*に到達するまで

の平均経過年数を表す.

三重県の舗装台帳システムに基づいて各道路区間のMCI管理水準を求めた.割引率は年率4%とする.

利用者費用に関しては,旧建設省土木研究所の調査結果 【23]に基づいてスプライン補完法により図6.3に

示すように求めた.各道路区間の交通量は平成 11年の道路交通センサスのデータ (昼間 12時間全交通量,

昼間大型車交通量,昼夜率)を用いた.交通量の増減に関する トレン ドは存在せず,交通量の期待値は時

間を通じて一定と仮定する.また,修繕費F(zo)には修繕工事費だけでなく,修繕工事に伴って生じる迂

回費用を含めることとした.迂回費用を算定する際には,修繕工事が5日で完了すると仮定し,工事対象

区間を最短の距離で迂回するために必要な走行費用の増加を修繕に伴 う追加費用として算出した.以上の

データに基づいて,各道路区間のMCI管理水準を求めた.図6.4は三重県が所轄する全 35,540区間にわ

たる各道路管理区間に対 して求めたMCI管理水準の分布状況を示 している.当然のことながら,交通量や

迂回費用の多寡により各区間のMCI管理水準が異なっている.

6.4.4 費用便益ルールと優先順位

ある道路区間の修繕工事の便益を,r当該時点で修繕をせずに 1年間放置し,翌年度に修繕を行った場合

の期待ライフサイクル費用｣と ｢MCI管理水準を用いて最適に修繕を行った場合に得られる期待ライフサ

イクル費用｣の差として定義しよう.舗装の修繕を1年間放置した場合の期待ライフサイクル費用をj(I),
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MCI管理水準を用いて最適なタイミング年度に修繕 した場合の期待ライフサイクル費用を J(Z;Z･)と表

記すれば,修繕工事の便益はj(Zト J(Z;Z')と定義できる.ただし,期待ライフサイクル費用の算定にあ

たっては,次回以降の修繕をすべてMCI管理水準 Z*を用いて実施すると仮定 している.この時,当該年

度 tにおける舗装の修繕工事の費用便益比 (B/C)は

(β/C)-
i(Zト J(Z;Z*)

J(I)-C(I)β+

J(Z;Z*)-

F(I(i+1))+iiZi4
1+α 1+α

(1+α)0(Z',I)

(6A.5)

と表せる.以上で定式化 した費用便益比を用いれば,予算制約の下で修繕順序を求める実用的な手順を

以下のようにとりまとめることができる.すなわち,

1)修繕を行 うべき最低 MCI水準星を設定する.

2)星に到達 している区間を最も優先順位の高い区間として抽出する.

3)全ての道路区間に対 して費用便益比 (B/C)を算定し,費用便益比 (B/C)>1となる区間の中で(B/C)

が最も大きい区間を選択する.

4)以上より決定 した優先順位に基づいて,予算制約の範囲内で修繕を行 う区間を決定する.

以上の方法で,予算制約がある場合における舗装の望ましい修繕順序を近似的に求めることができる,

6.5 PMASの適用事例

6.5.1 管理会計情報の作成

MCI水準は技術的管理情報であり,この情報を予算過程に反映させるためには会計的管理情報に翻訳す

ることが必要である.そのためには,各会計年度における各道路区間の道路舗装の維持補修繰入金を評価す

ることが必要となる.いま,各道路区間の道路舗装の繰延維持補修引当金を図 6.5に示す枠組みを用いて

評価する.道路舗装のMCI値がMCI管理水準 Z*に到達した時点で修繕を実施 し,新規取得時のMCI値

(MCI=9.0)に復帰することによりライフサイクル費用を最小化できる.このような最適修繕ルールを用

いて道路舗装を修繕する場合に必要となる修繕費を,当該道路区間の舗装資産の再調達価額 として定義す

る.すなわち,再調達価額はMCI管理水準に到達した道路舗装を所与の修繕工法 (表 6.2参照)を用いて

MCI値を初期状態 Z-9.0に回復するために必要な修繕費により評価 される.なお,ここで用いる修繕費

は表 6.3に示す舗装単価を用いて計上された道路舗装の修繕費のみであり,車両の迂回費用は含まれない.

繰延維持補修会計では,資産価額は取替えのための再調達価額で評価され,それを各期に費用 として配
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表6.5 平成 13年度舗装管理会計 (一部のみ抜粋)
区間コー ド 資産価額 MCⅠ値 MCⅠ管 標準維持 維持補修 不足維持 繰延維持 繰延不足

理水準 補修引当金繰入額 引当金繰入額 補修引当金繰入額 補修引当金 維持補修引当金

4186 2,805 4.6 4.6 128 128 0 2,805 0
4187 2,805 3.3 4.6 128 0 1,020 2,805 1,020

4188 2,805 3.1 4.6 128 0 0 2,805 1,020

4189 2,805 3.9 4.6 128 0 0 2,805 0

全区間 資産価額 MCⅠ値 MCⅠ管 標準維持 維持補修 不足維持 繰延維持 繰延不足

理水準 補修引当金繰入額 引当金繰入額 補修引当金繰入額 補修引当金 維持補修引当金

107,728,666 5.3 6.7 4,580,315 1,532,320 919,800 61,339,412(31,739,412) 25,952,500

注)価額の単位は千円.管理会計は平成 13年末の情報を示している.最下段の行は平成 13年末における各道路

区間の会計情報を道路網全体にわたって集計化した会計情報を表している.区間4186では今期にMCIがMCI管
理水準に到達し,今期の維持補修引当金繰入額として 128千円が計上されている.それ以外の区間では,MCI値
がすでにMCI管理水準より低下しており,繰延維持補修引当金として再調達価額相当額が計上されている.区間

4187では劣化が進展し,今期不足維持補修引当金繰入額 1,020千円が計上された.区間4188では,過去に不足維
持補修引当金繰入額が計上されたが,修繕が先送りされ繰延不足延維持補修引当金として 1,020千円が計上されて

いる.標準維持補修引当金繰入額は,道路舗装の修繕が先送りされていない状況で各期計上される繰入額である.区

間4187,4188,4189では修繕が先送りされている (資産価額相当額が繰延維持補修引当金として計上されている)
ため,維持補修引当金繰入額は計上されない.最下段の括弧内の数字は修繕が先送りされている区間の引当金総額

を参考情報として記述している.

分 した結果が維持補修繰入金 として毎期計上 される.計上 された繰入金は,当該期に修繕 を実施 しなけれ

ば,繰延維持補修引当金に組み入れ られる.道路舗装の MCI値が MCI管理水準 Z*に到達 した時点で修繕

が実施 され,MCI値は 〃CJ -9.0まで回復する.道路舗装の耐用年数を修繕が実施 されてか らMCI値

が管理水準 Z*に到達するまでの期待経過年数 ∂(Z*,I)により定義する.道路舗装の劣化 を線形過程 (6･4･1)

で表現する場合,毎期計上 される維持補修繰入金は

維持補修繰入金-慧 雷

と評価できる.ある会計年度に修繕 を実施 しなければ,

期末繰延維持補修引当金

-期首繰延維持補修引当金

+維持補修繰入金一支出 (修繕費)

(6.5.6)

(6.5.7)

が成立す る.なお,上記のルールにおいて,会計年度にわたって維持補修繰入金が等額である必要はない･

維持補修繰入金を道路舗装の資産価額 と対応 させて変化 させるようなルールを用いることも可能である･い

ずれの方法を用いても,舗装の劣化が当初の予想通 り進展 し,前回修繕を実施 してか ら耐用年数が経過 し

た場合には,修繕 に必要な再調達価額 と同額の引当金が積み立て られていることになる･修繕を実施 した

場合には,引当金は取 り崩 され,繰延維持補修引当金は 0となる.現実の予算 ･修繕過程においては,MCI
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修繕費 不足維持補修引当金繰入額

再調達価額 繰延不足維持補修引当金

繰延維持補修引当金繰入

繰延維持補修引当金

繰延維持補修引当金

図は最終期間 (図の右端の期間を意味する)まで修繕が繰り越された時に,それまでの各期間で繰入額,引当金が
どのように発生したかが記載されている.繰入額が発生しても,それに対して支出が実施されなければ当該の繰入
額は引当金の中に繰入れられる.右端の期間で修繕が実施され,繰延維持補修引当金と繰延不足維持補修引当金は
0となる.

図6.5 繰延維持補修引当金の計算方法

値が管理水準 Z*に到達した時点で修繕できず,翌年度以降に繰越す場合がある.式 (6.5.7)を用いた繰延

維持補修引当金の更新は,MCI値がMCI管理水準Z*に到達するまで実施され,MCI値が管理水準Z*に

到達 した (道路舗装の再調達に必要な引当金が積み立てられた)段階で終了する.道路舗装の修繕を長期

間にわたって繰 り延べた場合,道路舗装の劣化が進展し,所与の工法より大がかりな修繕工事が必要とな

る.いま,図 6.5において時刻 iまで道路舗装の修繕を先送 りしたため,劣化がさらに進展 し,最適修繕

工法よりも大がかりな道路舗装の修繕が必要になったと考えよう.この場合,最適工法による再調達価額

で表される繰延維持補修引当金以外に,道路舗装の過大な劣化を修復するために時刻 iにおいて追加維持

補修繰入金が発生する.当該年度に道路舗装が修繕されなければ,時刻i以降,追加維持補修費を引き当

てるための繰延不足維持補修引当金が計上される.修繕が実施されれば,繰延維持補修引当金と繰延不足

維持補修引当金の双方が全額取り崩される.

管理会計に記載されているMCI値は前回の実地点検結果に基づいて式 (6.4.1)により予測された値であ

る.しかし,道路舗装の劣化過程は不確実であり,実地点検の結果観測されたMCI値が管理会計に記載さ

れているMCI値と一致する保証はない.両者が一致しない場合,道路舗装が式 (6A.1)に従って劣化する

場合,MCI観測値を用いて道路舗装の余寿命は

余寿命-耐用年数 ×

〟cJ観測値-〟CJ管理水準

9.0-MCI管理水準

(6.5.8)

と再定義できる.記号tA]はAを超える整数の中で最小の整数を意味する･当該区間の繰延維持補修引当

金を

繰延維持補修引当金
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図 6.6 平成 13年度残高試算表

-再調達価額 ×
耐用年数一余寿命

耐用年数
(6.5.9)

と修正することが必要となる.管理会計には当該会計年度における各道路区間の道路舗装のMCI値等の技

術的管理情報と将来発生する修繕費に関する会計的管理情報が記載される.表 6.5は三重県を対象として

作成 した管理会計情報の一部を示している.各道路区間に対して算定した維持補修繰入金,繰延維持補修

引当金を道路網全体にわたって集計化 した結果を表 6.5の最下欄に示している.また,管理会計情報を残

高試算表の形で整理 した結果を図6.6に示 している.

6.5.2 道路舗装の管理会計

いま,すべての道路区間のMCI値がMCI管理水準を上回っている (道路舗装の修繕が将来に先送りさ

れていない)状況を想定しよう.このような理想的な状態で発生する各年度の維持補修引当金繰入額の総

額 (以下,標準維持補修引当金繰入額と呼ぶ)は約 46億円となる.ある会計年度に道路修繕支出として約

46億円が支出されない場合,残額 (繰入額一支出額)は繰延維持補修引当金に繰 り入れられる.別の会計

年度において繰入額以上に修繕費が支出されれば,その額だけ繰延維持補修引当金が取 り崩される.この

ように,年間約 46億円を道路舗装の修繕費として経常的に支出することにより,ライフサイクル費用を可

能な限り抑えつつ道路網全体の道路舗装の資産価額を定常状態に保つことが可能となる.表6･5ではこの

ように工学的な検討の下で経常的に計上すべき繰入額を参照情報として標準維持補修引当金繰入額の欄に

記述 している.

三重県では平成 13年現在において道路舗装のMCI値がMCI管理水準より低くなっている区間がかなり

存在する.その中には,劣化が相当程度に進展し,最適な工法で修繕できず繰延不足維持補修引当金が計

上されている区間も存在する.繰延維持補修会計では,過去の時点で支出されなかった不足維持補修引当

金繰入額が繰延不足維持補修引当金として負債の部に記述される.三重県の場合,平成 13年現在において
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必要となる繰延不足維持補修引当金の総額は約 260億円に達する.図 6.5に示すように,MCI値がMCI

管理水準より低下した区間では,繰延維持補修引当金 として資産価額相当額が計上されており,維持補修

引当金繰入額は0となっている.平成13年度現在において,修繕が先送りされた区間が相当数存在するた

め維持補修引当金繰入額は約 15億円が計上されるのみである.

繰延維持補修引当金は,あくまでも将来時点で必要となる修繕費を引き当てたものであり,ある会計年

度において繰延維持補修引当金のすべてを取 り崩す必要はない.標準維持補修引当金繰入額は,当該期で

支出されるべき望ましい修繕費を示したものであり,フローの管理水準を表 している.三重県の場合,道

路舗装の修繕を先送 りしているため,繰延維持補修引当金が多大な金額になっている.表 6.5には,参照

情報として,MCI値がMCI管理水準を下回っている道路区間にわたって繰延維持補修引当金を集計した

引当金総額約 317億円を示 している.つまり,先送 りされた修繕需要を解消するために,括弧内に示され

た繰延維持補修引当金総額と繰延不足維持補修引当金の和 (約 577億円)を投入することが必要となる.

6.5.3 シミュレーション実験とス トック管理水準

道路修繕の予算シナリオを作成 し,MMSを用いて管理会計情報が経年的にどのように変化するかをシ

ミュレー トしてみよう.いま,道路舗装の修繕費として維持補修引当金繰入額相当額の約46億円が毎年確

保されると同時に,先送りされた修繕需要を解消するために繰延維持補修引当金約 317億円と繰延不足維

持補修引当金約 260億円が今後 26年間 (毎年約 22億円ずつ)にわたり取 り崩されるシナ リオに従って,

道路舗装の予算 ･補修過程をシミュレー トした.各期の予算制約の中で,各会計年度における道路舗装の

修繕箇所が費用便益ルール (6.4.5)で決定される.修繕箇所の選択にあたっては,繰延不足維持補修引当金

が計上されている道路区間を優先する.費用便益比が大きい道路区間より逐次修繕が実施される.ある会

計年度に最後に選択された道路区間の修繕費とその会計年度に支出された修繕費の総計が,当該年度の維

持補修引当金繰入額を超過する場合,修繕費の超過額がその道路区間の修繕費の過半数に達 しない場合は

その分予算を超過 して修繕を実施する.そうでない場合は,修繕を見送 り翌年に繰 り越すこととした.こ

のような予算 ･修繕過程を長期 (100年間)にわたって繰 り返し,毎年支出される維持補修引当金繰入額

(不足維持補修引当金繰入額も含む),および道路網全体で発生する繰延維持補修引当金と繰延不足維持補

修引当金の推移過程をシミュレー トした.なお,シミュレーションの手順は以下のように取りまとめるこ

とができる.

1) 平成 13年4月の時点のMCI値を各道路区間の初期MCI値として設定する.

2)初期時点におけるMCI値に基づいて6.4.4に示す手順に従って修繕の優先順位を決定する.その際,

繰延不足維持補修引当金が計上されている道路区間を優先する.

3)年間予算 (維持補修繰入金)の制約の中で優先順位に従って舗装の修繕を実施する.

4) 劣化過程に従って各道路区間のMCI値を更新する.
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5) 道路舗装の修繕が実施された道路区間では,繰延維持補修引当金,および繰延不足維持補修引当金を

全額取 り崩す.

6) ステップ 2-戻る.以上の手順を 100年間繰 り返す.

シミュレーションの結果,各会計年度における繰延維持補修引当金と繰延不足維持補修引当金の総和 (以

下,総繰延維持補修引当金と呼ぶ)は図 6.7に示すように変化することが判明した.同図には,再調達価

額で加重平均をとった道路網全体の平均 MCI水準を併記 している.同図に示すように,2026年まで繰延

維持補修引当金 と繰延不足維持補修引当金が逐次取り崩されるため,道路舗装の総繰延維持補修引当金は

減少 していく.2027年以降は,道路舗装の総繰延維持補修引当金は長期的な平均的水準約 296億円をベー

スに定常的に推移 していく.このように定常状態において,各会計年度に標準維持補修引当金繰入額相当

額が修繕費として支出される場合に実現される道路舗装の平均的な総繰延維持補修引当金をス トック管理

水準と定義 しよう.すなわち,三重県の道路舗装のス トック管理水準は約 296億円となる.また,道路網

全体の平均MCI水準は長期的に6.7前後で推移する.このような最適修繕投資の下で実現する長期的な道

路網のサービス水準を平均MCI管理水準と定義しよう.本事例では道路網全体の平均的MCI管理水準は

6.7となる.表 6.5に示すように平成 13年現在では平均 MCI水準は5.3であり,平均 MCI管理水準をか

なり下回っている.

6.5.4 PMASの更新

新しい情報やデータが追加されれば,それと対応 してPMASを更新することが必要となる.すなわち,

1)新 しい道路が整備されたり,道路施設の改良によって道路舗装が取 り替えられた時や,2)道路舗装

の修繕工法や修繕単価が更新された時には,PMAの舗装台帳が修正され,それと同時に管理会計情報も

修正される.それ と同時に,新 しい舗装台帳システムに基づいた MMSシミュレーションにより,新しい
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技術的 ･会計的管理水準を求める.以上の修正の方法は,基本的にはこれまでの手順に従ってPMASを作

り替えることで対応できる.このようなPMASの更新は,すべて舗装台帳システムのデータに基づいて実

施される.したがって,PMASの更新が可能となるためには,新しく得られた追加情報を舗装台帳システ

ムに常に記述しておく必要がある.道路舗装の劣化過程には不確実性が存在 し,必ず しも線形の劣化過程

(6.4.1)に従うわけではない.したがって,管理会計上で管理している各道路区間のMCI値が現実のMCI

値と一致している保証はない.時間の経過とともに,両者のMCI値が乗離することは止む得ない.実地点

検により,新 しいMCI値が得られば,それに基づいて舗装台帳システムを更新 し,台帳レベルのPMAの

内容を修正する必要がある.それに応 じて,繰延維持補修引当金,繰延不足維持補修引当金も修正される

ことになる.また,災害等により生じた損傷の修復費は,資産の現状復帰のための費用であり,資産価額

の増加を意図した投資的費用ではない.災害による修復が発生した場合,資産価額の再評価が必要となる.

6.6 結言

本章では道路舗装の修繕予算管理を行 うための管理会計情報の提供を目的としたPMASを提案 した.そ

の際,発生主義の会計原則に基づいて,減価償却累計額と繰延維持補修引当金を明記 した繰延維持補修会

計方式が望ましいことを指摘 した.繰延維持補修会計では,工学的検討を通じて道路舗装の望ましいストッ

ク管理水準,維持補修繰入金 (フロー管理水準)という2種類の管理水準を設定する必要がある.そのた

めライフサイクル費用の低減化を目的とした道路舗装の最適修繕モデルを用いて,これら2種類の管理水

準を決定する方法論を提案 した,さらに,具体的に三重県が管理する道路網を対象として試行的にPMAS

を作成 した.提案したPMASは道路舗装の修繕予算の決定のための重要な管理会計情報を提供 しうるもの

であり,その有用性 ･実用性を実証分析を通じて明らかにしえたと考える.近年の公会計の改革の中でイ

ンフラ資産の維持補修に関する管理会計の重要性が指摘されつつも,現実にインフラ資産の維持補修をめざ

した管理会計を作成 した事例は存在 しない.道路舗装とい う限られたインフラ資産のみに着目したもので

はあるが,提案 したPMASは繰延維持補修会計を用いた管理会計システムとしてははじめての研究事例で

あると考える.しかし,本システムを現実の道路舗装の予算 ･執行過程に用いていくためには,今後に残

された課題が存在する.第 1に,本章で提案 したPMASの有効性は各道路区間の舗装劣化メカニズムの精

度に依存している.現時点において,舗装劣化メカニズムに関するデータの蓄積が十分ではなく,期待ラ

イフサイクル費用の推計精度に関しては改善の余地が残されている.また,道路舗装技術の革新や工法の

発展により,ライフサイクル費用を削減 しうる新 しい技術が開発された場合,それらの技術情報を用いて

pMASを逐次更新する必要がある.第2に,本章で提案 したPMASは既設の道路舗装のアセットマネジ

メン トを対象としたものである.新規の道路整備,あるいは道路以外のインフラ資産の新規整備,修繕更

新も射程にいれたようなインフラ資産の総合的な事業評価 ･アセットマネジメン トのための方法論を開発

する必要がある.第3に,本研究では管理会計システムの提案にとどまっているが,財務会計におけるイ
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ンプラ資産情報の開示,管理会計情報と財務会計の連結方式に関して,今後検討を続ける必要がある.な

お,本研究は筆者の見解に基づくものであり,三重県の現実の管理会計システムを記述するものではない.
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第7章

結論

行財政制度改革-の関心の高まりを背景として,近年,社会資本整備に対する批判的な議論が増大して

いる.r公共投資は役に立たない｣などと主張される議論の多くは,短期的な需要効果を念頭にフローとし

て投資活動に着目した一面的なものと言えるが,ス トックとしての社会資本が本来,如何に効果をもたら

しているか,あるいはその機能を維持 していくために,如何なる維持管理戦略が必要となっていくのかと

いう冷静な検討と,的確な情報開示が強く求められている.戦後,わが国は膨大な社会資本を蓄積 し,国

土空間の保全,経済活力の創出,生活環境の維持にその役割を発揮させてきた.今後これらの資本ストッ

クは維持管理のため,必要な資金をタイミングを損なうことなく支出し,量的 ･質的に満足のいく水準を

確保 していく必要がある.こうした背景をもとに,政府活動の効率性とアカンタビリティ確保を目的とし

て,公会計分野における改革が進められている.本研究では,社会資本のス トック情報を体系的に認識 ･

評価 ･伝達するための諸課題と方法論について論述し,またマクロ的観点からの生産性評価,維持修繕活

動に関する管理会計情報の作成に関する提案を行った.

以下では,各章で考察した問題の概要と得られた帰結を簡単に示す.

2.では,インフラ会計の目的とその会計情報の概念的枠組みについて考察した.公会計分野における社

会資本に関する会計情報の体系化は,アカウンタビリティの確保,資源の効率的配分,アセットマネジメ

ン ト,経済統計整備のために重要な役割を果たす.本研究ではインフラの資産評価の方法と会計方式,会

計情報の構築方法を示 した.会計情報システムの構築にあたっては実務的検証が重要と考えられるが,今

後の展開のための 1つの有用な知見を提供したものと考える,

社会資本ス トックを会計情報として認識 ･評価していく上では,通常金銭タームで認識 ･集計すること

になる.現行の公会計では,情報の集約プロセスによってス トックの量的水準と質的水準の差異が区別さ

れず, 1次元情報として集計化される.この会計情報のみでは,社会資本の新規整備投資と既存ス トック

の維持更新-の必要投資とを区別することが不可能であり,マクロ的な社会資本投資評価に対し適切な情

報提供をなし得ないという問題がある.このため,3.では,社会資本の量的ス トックと質的水準を同時に

取り扱った最適インフラ投資モデルを定式化 した.最適投資モデルに関しては膨大な研究の蓄積があるも

のの,インフラの新規整備 ･除却,維持補修の差異を考慮 した最適投資戦略に関してはほとんど研究が進
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屈 していないのが実情である.本研究では,新規整備戦略や最適な質的水準を議論するための分析枠組み

を提案するとともに,時間を通じたインフラの投資戦略に関する情報をインフラ会計情報として整備する

ための課題について考察した.

新規整備 と維持更新投資のバランスのもとで,社会資本は一定の量的 ･質的水準を維持されるべきであ

るが,こうして蓄積 された資本ス トックは民間主体の生産活動にいかなる効果をもたらすか,という観点

から社会資本の生産性を適切に評価することが重要である.

4.では,社会資本の整備が国民 (地域)経済の生産性や経済成長に及ぼす影響に関する研究成果に関 し

て批判的検討 と展望を行った.社会資本の生産性については,生産関数 費用 ･利潤関数,vARなど用

いて多様な実証分析が蓄積するが,末だ決着を見ていない.内生的経済成長論,新経済地理学の進展に見

られるように,集積の経済に対する社会資本の寄与も大きい.また地域成長の収束 ･発散議論においても,

社会資本のもたらす効果を明示的に導入 した分析が行われている.本章では,社会資本の定義に注意しつ

つ整備がもたらす規模の経済効果に焦点をあてて既存文献の検討を行った.

社会資本は設置された位置においてその周辺地域に対 し生産効果もたらすが,より離れた地域に対して

も効果を波及させるという特徴を持つ.交通インフラに代表される社会資本は,知識 ･情報の伝播による生

産性向上効果をもたらす.従来の研究では,こうしたスピルオーバー効果を明示的にモデル化 し,実証分

析を行った例は少ない.5.では,社会資本のスピルオーバー効果と生産性を計測することを目的として空

間計量経済学的な視点に立ち実証分析を行った.その際,スピルオーバー効果として要素スピルオーバー

効果と知識スピルオーバー効果があることを指摘 し,これらのスピルオーバー効果を計測するために4種

類の生産関数モデルを定式化 した.さらに,実証分析を通 じて,社会資本のスピルオーバーには知識の階

層的なスピルオーバーと生産要素の双方向的なスピルオーバー効果が存在することが明らかとなった.本

研究で提案 した方法論の有効性は実証分析を通 じて明らかにしえたと考える.

インフラのアセットマネジメン ト活動のうち,日常の維持管理業務においては,時間の経過 とともに生

ずる資産の劣化減耗の状態と適切な修繕活動の結果とを会計情報として記述 し,維持修繕に関する適切な

予算支出と評価が求められている.会計情報の有用性のひとつとして,管理会計の利用がある.組織体の

行動目標 とその達成状況を適宜モニタリングしながら,行動のフィー ドバ ックを行 うためのマネジメン ト

情報システムとして構築することができよう.6.では,道路舗装について効率的なマネジメン トを行 うた

めの道路舗装管理会計システム (PMAS)の開発を行い,三重県が管理する道路舗装に対してその有効性

を検証 した.検証の結果このアプリケーションが現場 レベルでの舗装マネジメン トから,より上位の予算

管理にいたるまで非常に有力なツール となり得ることを示 した.

社会資本の総合的なマネジメン ト戦略の構築に向けて,経済会計情報の作成とその評価にはなお多くの

研究課題が残 されている.

まずインフラ会計の構築にあたっては,国 ･自治体が設定するサービス水準を前提として,資産評価や
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会計計算の方法が決定される.インフラのサービス水準は,資産の性能規定だけでなく美観,アメニティ

水準によっても規定される,インフラ資産の望ましいサービス水準は,技術的条件だけでなく,社会的 ･

経済的条件を勘案 しながら総合的に決定すべきである.サービス水準に関する国民のコンセンサスを求め

る方法論を開発する必要がある.また,インフラ会計がアカウンタビリティの基本的ツールとして定着す

るためには,会計情報に関する監査制度を確立しなければならない.

動学的インフラ経済投資モデルに関しては,第 1に,インフラの限界投資効率を経験的に推計するため

の方法論を開発する必要がある.社会資本と民間資本の明らかな相違点は,耐用年数の違いにある.従来

より,社会資本の生産性を議論した研究が蓄積されているが,耐用年数の違いを明示的に考慮して生産性

を測定した事例は多くない.インフラの限界投資効率を測定するためには,将来における整備シナリオを

考慮する必要がある.このような本来後ろ向きに推計すべき限界効率性の推計方法に関する方法論の開発

が不可欠である.

第 2に,インフラの質的水準を評価するための効用関数を推計する必要がある.そのためには質的水準

に対する家計の支払い意思額に関する経験的な分析情報を蓄積 していくことが重要である.さらに,納税

者の立場からインフラ資本ス トックとアウトカム指標をバランスシー トとして記述するような納税者会計

に関する研究が必要となろう.

社会資本の生産性に関しては,より信頼性の高い知見を得るためにはいくつかの研究課題が残されてい

る.第 1に,社会資本ス トックに関するデータベースの整備があげられる.現時点で,社会資本の除却を

考慮 したス トック会計は存在せず,社会資本ス トックに関するバランスシー トの作成が課題となっている.

空間的な位置情報,整備年次や改修 ･拡張の履歴,ネットワーク型 ･非ネットワーク型の種別等の情報を

含み,適正な方法に基づいた社会資本ス トックデータベース作成とその公開が緊急の課題である.

第 2に,社会資本の整備効果やその波及効果は長期間にわたって現れる.社会資本の整備効果の時間的

ラグの計測が今後に残された大きな課題となっている.また,社会資本の生産性はマクロ経済の動向にも

左右される.社会資本の整備効果を追跡するためには,空間的動学過程の計量化の方法論を開発する必要

がある.多時点間におけるパネルデータの空間的相関の取り扱いが今後に残された大きな理論的な研究課

題になっている.

さらに,社会資本は生産資本として生産の効率化に資するのみならず,生活資本として家計の厚生増加

にも寄与する.社会資本の整備効果は最終的に土地に資本化され,その効果を地代を通じて顕在化される.

従来より,- ドニック理論を用いた社会資本の資本化仮説の検定問題に関しては研究の蓄積があるが,今

後は生活資本としての社会資本の生産性の計測問題が重要な課題である.

最後に道路舗装を対象としたアセットマネジメン トのための管理会計システムについて,現実の道路舗

装の予算 ･執行過程に用いていくためには,次の課題が存在する.

第 1に,提案 したPMASの有効性は各道路区間の舗装劣化メカニズムの精度に依存 している.現時点に
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おいて,舗装劣化メカニズムに関するデータの蓄積が十分ではなく,期待ライフサイクル費用の推計精度

に関しては改善の余地が残されている.また,道路舗装技術の革新や工法の発展により,ライフサイクル

費用を削減 しうる新 しい技術が開発された場合,それらの技術情報を用いてPMASを逐次更新する必要が

ある.

第 2に,本研究で提案したPMASは既設の道路舗装のアセットマネジメントを対象としたものである.

新規の道路整備,あるいは道路以外のインフラ資産の新規整備,修繕更新も射程にいれたようなインフラ

資産の総合的な事業評価 ･アセットマネジメン トのための方法論を開発する必要がある.第 3に,本研究

では管理会計システムの提案にとどまっているが,財務会計におけるインフラ資産情報の開示,管理会計

情報と財務会計の連結方式に関して,今後検討を続ける必要がある.

今後,さらなる効果的かつ効率的な社会資本戦略の構築に向けては,工学,経済学,会計学,経営管理

学,行政学などの協同による学際的研究と実証検討を進めていく必要性は大きい.本研究から得られた知

見がその一助となれば幸甚である.
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